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このたび、日本自治体労働組合総連合（自

治労連）と自治体問題研究所は、共同事業の

「地域循環型経済の再生・地域づくり研究会」

の中間的まとめとして中間報告を発表するこ

とになった。

小泉「構造改革」以降の新自由主義的「改

革」の強要によって、地方の疲弊は著しく、

とりわけ税財政の「三位一体の改革」によっ

て国への約５兆円の財源の召し上げによって

地方は財政も経済も住民の暮らしも決定的な

打撃を受けた。

一方で、政府・財界は道州制導入による自

治体と国の統治機構の反動的再編を企み、こ

れを視野に、高額補助金制度を創設し、企業

誘致による大企業本位の「地域再生」に乗り

出している。

大阪府の橋下知事に象徴されるように「大

阪府を発展的に解消し（＝解体し）関西州に

する」という道州制の導入を前提に、大阪の

財政危機からの脱却を口実に府民と職員の暮

らしと権利を大幅に削減している。一方で大

阪府が莫大な費用負担をしている国の直轄事

業は手をつけず、大阪湾岸の大企業の大規模

開発への莫大な補助金はそのままにし、関西

空港の第２期工事も予定通りすすめている。

そのため、本来府民に回るべきお金が大企業

に行く事態が進行し、府民と職員の暮らしと

権利が破壊されている。

自治労連は、自治体職員と住民の暮らしと

権利に責任を持つ立場から地域循環型経済の

再生・地域づくりを目指すことを０８年春闘方

針で確立し、リーディングケースとして秋田

県北秋田市、大阪府守口市及び東大阪市、佐

賀県唐津市を選んだ。その具体化として、自

治体問題研究所と共同で、地元の自治労連組

織を中心に労働組合、民主団体及び研究者の

皆さんのご協力を得て、住民アンケート、団

体ヒアリング等を実施してきた。

まだ、それぞれの地域での住民アンケート

及び団体ヒアリングの分析も十分な状態では

なく、県段階での団体ヒアリングも未実施と

いう中間的段階であるが、１０月１８～１９日に第

９回全国地方自治研究集会という発表の場が

あり、アンケートやヒアリングにご協力をい

ただいた住民や団体との懇談や共同を広げる

ため住民アンケートの概要がまとまった段階

であることと、すべての単組・地域での実施

を視野においたとき少しでも早く中間的概要

を知らせる必要があるために中間報告を発表

することにしたものである。

住民アンケートでは住民の暮らしの実態や

意識、ニーズ等が特徴的に表れ、団体ヒアリ

ングでは地域や行政に対する熱い思いが語ら

れ、地域の共同の力で地域再生を図る確かな

「宝物」が見え始めている。ただし、それぞ

れの地域の分析や評価にかかわる記述は、研

究会全体で十分に検証されたものではなく、

執筆者の裁量にゆだねられたものである。

この「中間報告」がリーディングケースの

４自治体の今後の政策方向・提言、運動の発

展方向をめざすターニングポイントになり、

さらにこの４自治体に限らず、すべての単組

や地域で共同の力を結集して地域循環型経済

はじめに
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の再生・地域づくりの運動に取り組んでいた

だけることを祈念するものである。

２００８年１０月

地域循環型経済の再生・地域づくり研究会
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はじめに

小泉内閣以来の「構造改革」のなかで、そ

の矛盾の表れとして「貧困と格差」の拡大が

指摘されている。しかし、その「矛盾の表れ」

は、どの地域でも、同じように生まれている

わけではない。たとえば、東京の都心部と周

辺部、あるいは東北や九州の農林業地域と大

阪の中小企業地域とでは、自然的、歴史的、

経済的、社会的条件の差によって、「矛盾」

や社会問題の表れ方が違う。

したがって、「貧困と格差」問題を解決し

ようとするならば、国の政策を批判するだけ

でなく、地域ごとの問題の個性を具体的に把

握しなければならない。そこから、地域住民

の基本的人権や福祉の向上を図るための、地

方自治体の政策課題が明確なものと把握でき、

その地域の個性に合わせた地方自治の豊かな

発展が展望できるのである。

しかも、地域では、産業問題、環境問題、

福祉問題、教育問題、健康問題、交通問題

等々が、個々の地域ごとに異なった形で結び

つきながら存在している。それらを客観的に

把握するためには、既存の統計だけでは役に

立たない。また、その「矛盾」や社会問題を

解決する主体の存在も、地域ごとで異なって

いる。その主体を発見し、つないでいくこと

も、調査活動の重要な意義のひとつである。

さらに、調査を通して、地域の住民、企業、

団体の声を直接聞くことにより、問題の量と

質が明らかとなり、政策の方向性が具体性と

科学性をもつ。「調査なくして政策なし」と

いわれるゆえんである。

同時に、調査過程自体が、社会運動でもあ

る。調査に多くのメンバーが参加すればする

ほど、個別の労働組合や団体の組織的力量の

量的質的発展がなされるだけでなく、地域の

諸団体・個人、研究者との協同の広がりをつ

くりだすことができる。調査結果をもとに、

地域の実情を科学的にとらえて、政策課題や

方向性を相互に議論することで、地域におけ

る幅広い団体との協同関係が作られ、国、県、

市への政策要求の客観的根拠とその現実性が

明らかになるだけでなく、それぞれの地域に

おける地域再生の取り組みも前進することに

なる。

このような問題意識の下に、地域循環型経

済と地域づくり研究会は設けられた。

１ 自治労連が提起した運動
の目的―自治体問題研究所
との共同事業として

自治労連は、「２００８国民春闘方針」（第３６回

中央委員会決定、０８年１月）で、地域の特性

を生かした地域づくりと国土の保全をすすめ

る「（仮称）くらしと地域経済を守り発展さ

せる地域と自治体の運動」を提起した。リー

ディングケースとして全国から２－３程度の

自治体（市町村）を抽出し、自治体問題研究

所との共同事業として地域分析・行財政分析

を行い、地域経済の振興を含む自治体行政や

国の行財政のあり方について提言するもので

ある。この提起に応えて、北秋田市（秋田）、

第１章 調査の経過と目的
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唐津市（佐賀）、守口市（大阪）、東大阪市

（大阪）の取り組みが始まった。

「２００８年度運動方針」（第３０回定期大会、０８

年８月）では、「地域間競争」にあおられた

企業誘致ではなく、地域のよさを生かした地

域循環型経済の再生をめざすたたかいとして、

次のことを提起した。

① 多国籍企業化した大企業の利権のための

「構造改革」によって、農林水産業、地場

産業・中小企業の破壊、中心市街地の崩壊

など、地域経済が疲弊していることに対し

て、「地域間競争」にあおられた大企業誘

致と空港・港湾・高規格道路などの産業基

盤整備ではなく、地域のよさを生かした地

域循環型経済の再生を提案し、地域経済再

生・地域づくりの運動を、住民とともに推

進します。

② 「地域循環型経済と地域づくり」の提案

運動を、組合員の参加と地域住民の協力を

得た地域調査をもとに、自治体問題研究所

との共同事業として推進します。リーディ

ングケースとして、秋田（北秋田市）、佐

賀（唐津市）、大阪（守口市、東大阪市）

を対象に、本部・地方組織・単組が一体と

なって地域調査をおこない、年度内をめど

に「提言」にまとめます。地域調査のノウ

ハウをまとめた「手引書」を作成し、学習

や意思統一の機会を設け、地方組織、単組

が各地域で、自主的積極的に推進できるよ

うに援助します。

２ 調査のフレーム

（１） 調査の課題

今回の調査の課題は、内容的には、「構造

改革」の矛盾（産業面、住民生活面、行財政

面）を地域ごと具体的に明らかにするととも

に、住民の視点にたった再生・地域づくりの

方向性を政策面、運動面で提起することにあ

る。市町村レベルを超える問題については、

県レベル、国レベルでの提起も行なうことを

ねらっている。

同時に、前章でも述べたように、今回の調

査は、各地域において日常的な自治研活動、

調査活動を根付かせ、将来的には「まちの研

究所」や「地域研究所」を住民と共同して立

ち上げることも展望している。このため、自

治労連と自治体問題研究所との共同調査事業

として取り組み、各地域においては地元研究

者と自治労連及び友好団体との共同の調査を

できるだけ展開するようにした。このような

調査主体づくりも課題のひとつである。

（２） 調査対象地の概要

今回の調査にあたって、対象地を３地域に

絞った。その際、多様な地域の「構造改革」

の矛盾の表れを明らかにすることができ、か

つ調査を実施する主体となる自治労連の単組

が存在している地域を抽出した。

具体的には、秋田県北秋田市、大阪府の守

口市及び東大阪市、そして佐賀県唐津市の３

地域４市である。これらの都市の概要を、表

１－１及び図１－１に基づいて、鳥瞰してみ
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よう。

北秋田市は、秋田県北部に位置し、２００５年
たかのす あいかわ もりよし あ に

３月２２日に、鷹巣町、合川町、森吉町、阿仁

町が合併して、設置された市である。面積は、

１１５２平方キ
ロ
メー
トルであり、全国で１２番目に大きな

市である。人口は、２００７年３月末日時点で３

万９６０２人で、４万人を割っている。秋田県は、

日本有数の地域産業後退地域であり、とりわ

け農林業及び製造業の後退が著しい。また、

人口当たり自殺率も都道府県で最高となって

いる。北秋田市は、農林業や製造業を中心に

した産業構造を有しているが、事業所減少率、

同従業者減少率は、２００１年から０４年の間に８

～９％台となっており、落ち込みが激しい。

高齢化率は２００５年国勢調査で、３２．９％の高水

準に達しており、財政力が低く、経常収支比

率も高くなっており、財政硬直化が進行して

いる。秋田県のなかにあって、農林業や製造

業の後退が一段と進行した地域であり、自殺

率も県平均を超えており、経済のグローバル

化や構造改革の影響が、地域産業や住民の暮

らしを直撃している典型地域といえる。

大阪府守口市と東大阪市は、ともに大阪市

に隣接する衛星都市であるが、いずれも中小

企業が集積したモノづくりの街である。大阪

府は、２０００年代に入り、事業所数及び同従業

者数の減少率が、全国最大幅であり、地域産

業の空洞化が最も進行したところである。大

阪府では、深刻な財政危機のなかで、就任

早々の橋下知事が「急進的な改革」を推進し

つつあり、その影響も懸念されるところであ

る。

守口市は、１９４６年１１月１日に市制を施行し

た、面積１３平方キ
ロ
メー
トル、人口１４万５２８３人（２００７

年３月末日）のコンパクトな街である。近年、

松下をはじめとする大手電気機械メーカーか

らの税収減と国保会計の赤字が続き、２００７年

度決算で、実質赤字比率、連結実質赤字比率

が財政健全化法による早期健全化基準を超過

する事態となった。このような財政危機の背

後には、全国トップクラスの事業所数及び同

従業者数の減少に加え、高完全失業率、生活

保護世帯比率の高さに示されるような、貧困

化の広がりがある。

他方、東大阪市は、１９６７年２月１日に、布

施市、河内市、枚岡市の３市が合併して発足

した、面積６２平方キ
ロ
メー
トル、人口４９万２４７３人（同

上）の街である。東の東京都大田区と並ぶ、

西日本最大の金属加工系の産業集積地であり、

中小企業が地域経済をつくる典型地域である。

近年、守口市ほどではないが、事業所数の減

少、従業者数の減少、完全失業率の上昇に加

え、地方税収の減少が顕著になってきている。

最後に、唐津市は、２００５年１月１日に、唐
はまたま きゅうらぎ おう ち きた は た

津市と浜玉町、厳木町、相知町、北波多村、
ひ ぜん ちんぜい よぶ こ

肥前町、鎮西町、呼子町が合併、さらに一年
ななやま

後の２００６年１月に七山村を編入合併して設置

された市である。面積は４８７平方キ
ロ
メー
トル、人口

は１３万３３７７人（２００７年３月末日）である。唐

津市は、福岡市から電車で１時間余りの距離

にあり、浜玉町では福岡市から住宅開発の動

きがありベッドタウン化も見られるが、他の

旧町村では基幹産業の農業や漁業、製造業が

後退するなかで、北秋田市ほどではないが、

第１章 調査の経過と目的
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表１－１ 調査対象自治体の概括表

市制施行・合併経過

北秋田市 守口市 東大阪市 唐津市
２００５．３．２２、鷹巣
町、合川町、森
吉町、阿仁町が
合併し市制施行

１９４６.１１.１市制施
行

１９６７.２.１布施市、
河内市、枚岡市
が合併

２００５.１.１唐津市、
浜玉町、厳木町、
相知町、北波多
村、肥前町、鎮西
町、呼子町が合
併、２００６.１に七
山村を編入合併

No 項 目 名 備考 調査時点 単位 実 数 順位 実 数 順位 実 数 順位 実 数 順位
１ 面 積 １ ２００６．１０．１ km２ １，１５２ １２ １３ ７６３ ６２ ６０６ ４８７ １４４
２ 可 住 面 積 ２ ２０００ km２ １８９ １０６ １３ ７５８ ５２ ５１９ ２３０ ６０
３ 人 口 ３ ２００７．３．３１ 人 ３９，６０２ １４５，２８３ ４９２，４７３ １３３，３７７
４ 人 口 ３ ２００６．３．３１ 人 ４０，３８２ ６２７ １４５，７９２ １６３ ４９４，４２２ ２６ １３４，３４３ １８１
５ 人 口 増 加 率 ４ ２０００～０５ ％ －４．８ ６８１ －３．２ ５４９ －０．２ ３２３ －２．３ ４８５
６ 人 口 増 加 率 ３ ２００６～０７ ％ －１．９ －０．３ －０．４ －０．７
７ 年 少 人 口 比 率 ４ ２００５．１０．１ ％ １１．１ ７５７ １３．２ ５５５ １３．８ ４１６ １５．２ １２７
８ 高 齢 化 比 率 ４ ２００５．１０．１ ％ ３２．９ ２７ １９．９ ４７４ １８．４ ５５７ ２４．１ ２８６
９ 労 働 力 人 口 ４ ２００５．１０．１ 人 １９，９４９ ６３９ ７１，８５９ １７７ ２５２，９６０ ２６ ６７，６８３ １８５
１０ 第 一 次 産 業 ４ ２００５．１０．１ ％ １３．２ １４３ ０．２ ７７４ ０．３ ７６５ １４．２ １２６
１１ 第 二 次 産 業 ４ ２００５．１０．１ ％ ３０．５ ２９８ ３１．３ ２７６ ３２．９ ２２０ ２３．２ ５７８
１２ 第 三 次 産 業 ４ ２００５．１０．１ ％ ５６．０ ５７７ ６４．１ ３２４ ６３．２ ３５１ ６２．１ ３９０
１３ 完 全 失 業 率 ４ ２００５．１０．１ ％ ５．９ ４７４ ７．８ ７１２ ６．３９ ７０２ ６．１５ ５２７
１４ 昼夜間人口比率 ４ ２００５．１０．１ ％ ９９．６ ２９０ １０２．４ １５４ １０３．９４ １０７ ９６．４４ ４１６
１５ 民 営 事 業 所 数 ５ ２００４ 所 ２，０９６ ５６２ ８，３７１ １２０ ３０，０１２ １８ ６，１４９ １７２
１６ 同 増 加 率 ５ ２００１～０４ ％ －８．３ ７５４ －７．３ ７０３ －２．４ １６１ －４．９ ４３６
１７ 同 従 業 者 数 ５ ２００４ 人 １２，７９３ ６４４ ６２，８８７ １４３ ２３４，０９６ ２１ ４４，６４５ ２１３
１８ 同 増 加 率 ５ ２００１～０４ ％ －９．３ ６８８ －１８．３ ７８２ －３．６ ２２０ －５．３ ３８１
１９ 製造品出荷額等 ６ ２００４ 億円 ２９８ ６７８ ２，３５１ ２８１ １１，２６９ ４０ ９７９ ４７１
２０ 同 増 加 率 ６ ２００２～０４ ％ ２．４ ４４３ －６．３ ６５２ １．２ ４８３ －３．４ ５９８
２１ 卸 売 販 売 額 ７ ２００４ 億円 ９２ ７２１ ３，１７５ １０４ １８，９１６ ２１ ９８９ ２４９
２２ 小 売 販 売 額 ７ ２００４ 億円 ３３８ ６３６ １，４０６ １７２ ４，５１１ ３９ １，２９８ １８７
２３ 同 増 加 率 ７ ２００２～０４ ％ １４．４ １９ －１０．７ ７２８ －１．７ ３５５ ４．５ １０５
２４ 農 業 産 出 額 ８ ２００５ 億円 ７８．９ ２６９ １．１ ７６２ ７．５ ６９６ ２８２ ２０
２５ 歳 出 決 算 額 ３ ２００５年度 億円 ２３１ ４３７ ５０５ １６７ １，７３２ ２６ ６４６ １１８
２６ 同人口１人当り ３ ２００５年度 万円 ５７．１ ６０ ３４．８ ４４６ ３５．０ ４３４ ４８．１ １４３
２７ 公債費負担比率 ３ ２００５年度 ％ １７．４ ４６６ １４．６ ２５５ １２．４ １３８ １９．１ ５７６
２８ 経 常 収 支 比 率 ３ ２００５年度 ％ ９７．３ ６６７ １０１．２ ７４８ ９８．６ ７０３ ９２．７ ４８４
２９ 財 政 力 指 数 ３ ２００５年度 ％ ０．２７ ７４０ ０．８２ １８５ ０．７９ ２１５ ０．４１ ６２２
３０ 交 付 税 依 存 度 ３ ２００５年度 ％ ４３．９ ７６５ ９．６ １９３ １０．６ ２０８ ２９．６ ５６４
３１ 地 方 税 比 率 ３ ２００５年度 ％ １２．３ ７５１ ４６．９ １６５ ４３．１ ２２６ １６．９ ５３２
３２ １人当り地方税額 ３ ２００５年度 万円 ７．２ ７５０ １５．３ １４１ １５．２ １５０ ８．３ ６９０
３３ 地 方 税 増 加 率 ３ ２００２～０５ ％ －６．０ ６７０ －８．７ ７４９ －６．９ ７１０ －３．５ ５３２
３４ 持 家 世 帯 比 率 ４ ２００５．１０．１ ％ ８５．０ ５７ ５７．１ ６８３ ５７．９ ６６９ ７１．０ ４１９
３５ １m２住宅地価格 ９ ２００６．７．１ 百円 １２０ ７４７ １９４７ ３２ １６０４ ６０ ２３１ ６０３
３６ １万人当り医師数 １０ ２００４．１２．３１ 人 １３．３ ５２４ ４９．３ １４ １７．５ ３０６ １７．８ ２９２

凡例：「順位」は、７８３市（７７２市＋東京区部計）のなかでのランキング。東洋経済『都市データパック２００７年版』に

よる。

備考：１．国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」

２．東洋経済算出。

３．総務省「住民基本台帳要覧」。総務省決算カード

４．総務省「国勢調査」

５．総務省「事業所・企業統計調査」

６．経済産業省「工業統計表」

７．経済産業省「商業統計表」

８．農林水産省「生産農業所得」

９．国土交通省「都道府県地価調査」

１０．厚生労働省「医師・歯科医師数・薬剤師調査」
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産業後退や人口減少、高齢化が目立つ。旧市

街地では、コンパクトシティを目指した開発

構想があるものの、中心商店街の衰退が見ら

れる。また、合併後、財政力指数は低下し、

財政の硬直化が進行しており、合併特例債の

使途を含め、今後の財政運営のあり方が問わ

れる都市である。

（３） 調査の体系と方法

本調査は、①各地域の経済、社会、行財政

の特徴を明らかにするための、公表統計・資

料分析を中心とした構造調査、②住民の意識、

状況を把握するためのアンケート調査、③地

域の実情をよく把握し、地域づくりに関わる

経済団体、協同組合、NPO、地域自治会の

リーダーを対象にしたヒアリング調査、の３

つの調査を行なった（資料編の「工程表」参

照）。

その際、各地域事例の特殊性と一般性を踏

まえて、多層的（府県と市町村、そして地域

内小地域）な調査研究が行なえるように、共

通調査事項と個別調査事項とに区分して、統

計データの整理、アンケート票、ヒアリング

票を設計した。また、北秋田市と唐津市では、

農業及び農山村問題が大きなウェイトを占め

るので、秋田大学、秋田県立大学、佐賀大学

の若手研究者の協力を得て、農家、農村調査

を実施した。

図１－１ 事業所数・同従業者数の推移（２００１～２００６年）

資料：総務省「事業所・企業統計調査」

第１章 調査の経過と目的
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統計データの整理については、時間的な制

約のなかで、統一的な作業を行なうため、京

都大学岡田研究室で、データの入力と作表に

あたった。そのデータの分析及び各自治体の

行財政の基本的動向の整理と分析については、

各地域ごとに研究者や自治労連及び自治体問

題研究所のスタッフが担当した。

住民アンケートについては、３地域共通で

調査する共通調査項目部分を事前の意見交換

を行いながら固めたうえで、それぞれの地域

ごとに固有な問題について深く探るために個

別調査項目を設定し、これを同一のアンケー

ト票として印刷、配布した。共通調査項目は、

主として、構造改革下における暮らしや行政

サービスの変化と地域づくりに対する住民の

意識・関心を探ることを目的とした（資料編

の「アンケート票」参照）。

住民アンケートの配布と回収方法は、３地

域４市ごとに異なり、詳細は、各地域の報告

に譲るが、基本的には訪問あるいは郵送での

配布と回収を、２００８年６月下旬から８月中旬

にかけて行なった。時期的には、サブプライ

ムローン問題の広がりによって、原油価格及

び食料品価格が大きく値上がりした頃と重な

っている。なお、この中間報告は、８月下旬

段階で回収、入力済みのデータを元に分析し

ており、その後唐津市と守口市で追加回収さ

れたアンケート票の数字は反映されていない。

最終報告書で、それを反映した分析結果をま

とめる予定である。

ヒアリングについては、前述したように、

商工会議所、企業、農協、地域づくり組織の

リーダー、集落の区長等、地域づくりに関わ

るリーダーに対して地元調査チームが行なっ

ている。相手方の都合によって、ファクスに

よる回答のみの場合もある。調査票について

は、それぞれの立場からの地域の現状認識及

び、今後の地域づくりをすすめていくための

地域の「宝物」がどこにあるか、今後の地域

協同のとりくみへの参加の可能性について、

およそ１時間かけて尋ねるものである。住民

アンケートと同様、共通調査項目と個別調査

項目からなっている（資料編の「ヒアリング

票」参照）。ヒアリング対象は、各市町村単

位だけでなく、府県段階の主要団体の調査も

予定していたが、地域ごとに抱える問題が異

なったり、スケジュールや調査員配置上の事

情も異なるため、各調査主体の方で、実施の

有無も含めて判断してもらうことにした。結

果的に、本中間報告段階では、北秋田市で市

内主要団体でのヒアリングがほぼ終了し、唐

津市でもヒアリングが進んでいるが、大阪府

の２市では未実施となっている。

（岡田知弘、木村雅英）
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本章では、住民アンケートの単純集計結果

をもとに、調査結果の概要を述べることにし

たい。各地域の個別調査事項については、後

述されるので、ここでは、共通調査事項に絞

って、地域間比較を行ないながら、調査結果

の概要を把握することにしよう。より詳細な

クロス分析については、最終報告書に委ねる

ことにする。

今回の中間報告での集計数は、北秋田市

１２００通、守口市１１３３通、東大阪市８４７通、唐

津市７２４通であり、２００８年７月１日時点での

対世帯当たり回答率は北秋田８．２％、守口１．８

％、東大阪０．４％、唐津１．６％であった（表２

－１）。なお、以下の分析では、煩雑さを避

けるために、４市については、北秋田、守口、

東大阪、唐津と表記し、データについては特

に指示がない限り、不明回答分を除く構成比

で表現することにする。

１ アンケート回答者の属性

まず、アンケート回答者の属性を、２００５年

の国勢調査結果と比較しながら、見てみよう。

これによって、実際の住民の性別、年齢別、

世帯別分布と比較しての、アンケート回答者

の属性の偏在度を確認することができる。分

析にあたっては、この偏りを認識して、住民

の状況を推計する必要がある。

表２－２によれば、北秋田では、国勢調査

結果に比して、男女比ではほぼ同じである

が、３０～５０歳代のウェイトが高い一方で、高

齢者層、若年層が低く、単独世帯比も低いと

いう特徴がある。これは、アンケートに際し

て、高校の協力を得たため高校生のいる世帯

の回答比率が相対的に高くなったことと、高

齢者だけの世帯での調査拒否が目立ったから

である。後者の点は、他の３市でも共通して

いる。

守口では、女性及び６０歳以上のウェイトが

国勢調査結果に比べて高く、若年層で低いと

いう特徴がある。ただし、高齢者を中心に単

独世帯の比重が低くなっている。

東大阪では、女性及び４０～５０歳代の中年層

のウェイトが国勢調査結果に比べて高く、若

年層が低く出ている。また、ここでも、単独

世帯比が低いという特徴がある。

唐津では、男女比は国勢調査結果とほぼ同

率であるが、年齢別では５０～６０歳代のウェイ

トがやや高くなっている。また、ここでも、

単独世帯の比重が低い。

第２章 住民アンケート共通調査項目の
第一次集計結果概要

表２－１ アンケート回収数と対世帯数比率

北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

世 帯 数 １４，７１５ ６４，３４２ ２１６，７８２ ４４，３８３
アンケート回収数 １，２００ １，１３３ ８４７ ７２４

対世帯比率 ８．２％ １．８％ ０．４％ １．６％

資料：アンケート結果及び各府県統計課「月別推計人口」による。

注：世帯数は、２００８年７月１日現在。
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２ 個別世帯の暮らし向き

（１） 収入減少世帯が、半分以上を占める

５年前に比べての年間収入（年金を除く）

の変化を尋ねたところ、４市とも「減った」

世帯が、「増えた」世帯、「変わらない」世帯

を大きく上回り、最小でも東大阪の４８．０％、

最大では守口の６２．２％を占める世帯が収入が

減少したと答えた（表２－３）。収入の増減

要因として、構造改革による農家・自営業収

入の減少や賃金カットといった外的要因のほ

か、世帯の働き手の増減が考えられる。そこ

表２－３ 年金を除く年間収入額 （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

増 え た １１．６ ８．１ １５．９ １２．７

変わらない ３０．９ ２９．６ ３６．１ ３６．４

減 っ た ５７．５ ６２．２ ４８．０ ５０．９

総 計 １００ １００ １００．０ １００

サンプル数（％ベース） １１６７ ９８５ ７８１ ６５４

表２－２ アンケート回答者の属性 （％）

北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

アンケート ０５国 調 アンケート ０５国 調 アンケート ０５国 調 アンケート ０５国 調

性
別

男 ４７．６ ４７．３ ３０．１ ４８．８ ３３．７ ４９．０ ４６．７ ４６．６

女 ５２．４ ５２．７ ６９．９ ５１．２ ６６．３ ５１．０ ５３．３ ５３．４

年

齢

別

１０ 歳 代 ３．８ ４．８ ０．０ ５．４ ０．５ ５．８ ０．０ ６．４

２０ 歳 代 ４．４ ７．５ ２．９ １３．１ ７．１ １５．０ ４．７ １２．１

３０ 歳 代 １６．５ １０．２ １１．１ １８．０ １２．２ １８．５ １３．４ １３．１

４０ 歳 代 ２９．４ １３．７ １２．１ １３．４ ２１．０ １３．４ １７．５ １４．６

５０ 歳 代 ２４．１ １８．６ １７．７ １６．７ ３０．８ １６．８ ２６．４ １８．５

６０ ～ ６４ 歳 ６．８ ８．２ １６．５ ９．８ １０．０ ９．１ １１．２ ６．９

６５ ～ ７４ 歳 １０．７ １８．８ ２９．７ １５．０ １３．８ １３．４ １９．２ １４．２

７５ 歳 以 上 ４．１ １８．２ １０．１ ８．６ ４．６ ８．１ ７．６ １４．１

世
帯
別

単 独 世 帯 ４．１ ２１．８ １０．８ ３２．６ １１．０ ３２．２ ７．３ ２２．２

核家族世帯 ５４．０ ４８．２ ７７．５ ６０．５ ７５．８ ６０．１ ５８．４ ５４．５

多世代世帯他 ４１．９ ３０．０ １１．７ ６．９ １３．２ ７．７ ３４．３ ２３．３

資料：アンケート結果及び総務省「２００５年国勢調査報告」。

注：国勢調査報告の年齢別人口比率は、１５歳以上人口合計を１００とした値である。
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で、働き手の変化を尋ねたところ、「増えた」

世帯については、各地域とも、表２－４の収

入増加世帯比率と、ほぼ同率となっているが、

働き手が「減った」世帯比率は、東大阪の

１６．０％から守口の２４．４％にすぎず、先の収入

減少世帯比率を大幅に下回っている。このこ

とから、働き手が増えた世帯については、収

入は増えているものの、過半を超える世帯で

は、働き手の減少に加え、給与や個人企業所

得（農家所得を含む）の減少によって、総収

入が減少したと考えられる。この点は、都市

部も農村部も同じ傾向にある。

（２） 年金収入も半数近くの年金受給世帯で

減少

現時点での年金受給世帯を対象に、５年前

に比べての年金額の変化を尋ねた結果が、表

２－５である。ここでも、最大５５．２％（守口）

から最小４７．１％（東大阪）の対象世帯が「減

った」と答え、最大部分を占めている。逆に、

「増えた」とする世帯は、唐津の６．１％から東

大阪の１０．４％に留まる。その多くが、家族員

における年金受給資格者が増えたことによる

と考えられる。

（３） ３分の２以上の世帯が年間支出額増え、

貯金が減る

一方、世帯の年間支出額は、５年前に比べ

て「増えた」と答えた比率が、６６．６％（守口）

から７６．４％（北秋田）に達している。「減っ

た」と答えた比率は、７．７％（北秋田）から

１１．０％（守口）に過ぎず、都市部も農村部も

表２－４ 世帯員の中の働き手 （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

増 え た １１．３ １０．４ １４．９ １２．３

変わらない ６９．２ ６５．２ ６９．０ ７０．５

減 っ た １９．５ ２４．４ １６．０ １７．２

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） １１７８ １０２８ ８１７ ６８１

表２－５ 年金収入 （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

増 え た ６．４ ７．２ １０．９ ６．１

変わらない ４４．１ ３７．５ ４２．０ ４１．４

減 っ た ４９．５ ５５．２ ４７．１ ５２．５

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） ４８３ ５３８ ２７４ ３２６

第２章 住民アンケート共通調査項目の第一次集計結果概要
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同じ傾向にある（表２－６）。

収入が減り、支出が増えるなかで、貯金残

高を減らした世帯比率も、６６．２％（東大阪）

から７２．２％（守口）存在する。「増えた」比

率は、最高の唐津でも１０％に満たない。これ

も、４市共通の傾向である（表２－７）。

他方、借金・ローンについては、４市とも

「変わらない」とする比率が５２．８％（唐津）

から５５．５％（守口）と最大部分を占めるが、

東大阪を除いて「増えた」とする比率が、「減

った」とする比率を上回っている。「増えた」

比率が最も高いのは、北秋田の３１．５％であり、

東大阪の２１．８％が最も低い。借金・ローンが

減った比率が最も高いのは東大阪の２２．８％で

あり、北秋田の１３．６％が最低である（表２－

８）。東大阪の場合、中小企業が多いため、

表２－６ 年間支出額 （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

増 え た ７６．４ ６６．６ ６７．４ ７３．２

変わらない １５．９ ２２．４ ２２．３ １７．２

減 っ た ７．７ １１．０ １０．３ ９．６

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） １１６１ １００５ ７８９ ６８０

表２－７ 貯金残高 （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

増 え た ６．３ ６．６ ９．４ ９．５

変わらない ２３．２ ２１．２ ２４．４ ２３．６

減 っ た ７０．５ ７２．２ ６６．２ ６６．９

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） １１７２ １０１１ ７７９ ６７３

表２－８ 借金・ローン （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

増 え た ３１．５ ２４．４ ２１．８ ２７．６

変わらない ５４．９ ５５．５ ５５．４ ５２．８

減 っ た １３．６ ２０．１ ２２．８ １９．６

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） １１２１ ７７１ ６６６ ５４７
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設備投資や運転資金のローンが入っているこ

とも考えられる。

（４） 税金、国保料・介護保険料の負担感が

最も高く、教育費、医療費負担感も高い

では、どのような家計支出費目において支

出が増えているのだろうか。図２－１は、公

的サービスに関わる税、負担金について、こ

の５年間に「増えた」と答えた比率を、都市

別に示したものである。「増えた」とする比

率が最も高いのは、税金及び国保料・介護保

険料である。税金では、唐津の７６．３％が最高

であり、最低は守口の６０．５％である。所得税

減税の廃止や高齢者の増税等の影響に加え、

唐津では合併による税負担の増大も一因とな

っている。また、国保料・介護保険料も、最

高が唐津の７３．５％であり、最低は北秋田の

６４．８％である。これも、全国共通の傾向に加

え、合併にともなう負担増が考えられる。

続いて、教育費、医療費、公共料金も６０％

台の回答率となっている。いずれも、この間

の「構造改革」のターゲットとなった分野で

あり、都市部と農村部の差はそれほど大きく

はない。これに対して、福祉サービス費につ

いては、最高が守口の６１．８％に対して、最低

は東大阪の３７．９％となっており、かなりの開

きがある。その要因として、回答者が必要と

している福祉サービスの種別の違い（保育サ

ービスか、高齢者福祉サービスか）に加え、

都市部、農村部問わず、自治体ごとのサービ

図２－１ 費目別に見た支出増加世帯比率

第２章 住民アンケート共通調査項目の第一次集計結果概要
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ス水準・負担水準の相違が大きいことが考え

られる。

（５） 最も困っている問題

物価高と過少収入

暮らし向きに関わる最後の質問として、最

も困っている問題を尋ねてみた。設問は、

「ひとつだけ」選択するよう求めたが、実際

には複数以上回答する質問が多数存在した。

このため、表２－９は、複数回答によって集

計している。

この表からは、４市共通で、１位は「物価

が高くなっていること」、２位は「収入が少

ないこと」となっていることがわかる。この

間の原油、穀物価格暴騰によるガソリン、食

料品、日用品価格の高騰が、都市農村問わず

住民生活を直撃しているだけでなく、所得や

年金などの収入源や不安定雇用による過少収

入が、最大の生活問題だとする回答率が、

２２．５％（唐津）から２９．２％（北秋田）に及ぶ。

また、３位は、東大阪と北秋田では「税金が

高い」こと、守口と唐津では「国保料・介護

保険料が高い」こととなっており、４位は、

両者が逆になっている。いずれにせよ、地方

自治体や国の税制、国保料・介護保険料制度

の負担が生活を直撃していることに注目しな

ければならない。

３ 生活条件・公共サービス
の変化

次に、暮らしを支えるサービスについて、

５年間の変化を尋ねてみた。

表２－９ 世帯の暮らし向きで最も困っている問題 （MA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

仕事がない ５．８ ６．１ ４．０ ４．９

跡継ぎがいない ４．４ ２．４ ２．１ ４．９

収入が少ない ２９．２ ２４．４ ２３．０ ２２．５

借金が多い ５．１ ５．８ ５．１ ３．７

税金が高い １２．０ １３．５ １５．６ １３．６

国保料・介護保険料が高い ５．１ ２１．４ １４．１ １５．６

公共料金が高い ２．８ ５．２ ６．３ ３．７

教育費が高い ４．５ ５．３ ９．６ ５．４

物価が高くなってきている ４０．２ ３４．７ ３４．１ ４０．１

そ の 他 ２．１ ３．３ ２．５ ４．０

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） １１４７ ９９９ ７５１ ６７１
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（１） 公共交通は、大阪では便利になってい

るが、地方合併市では不便に

バスや鉄道など公共交通については、表２

－１０で明らかなように、都市部と農村部で大

きく異なる結果となっている。北秋田では、

２３．６％が「不便になった」と答え、「便利に

なった」とする１．７％を大きく上回っている。

唐津でも１５．６％が「不便になった」と答え、

「便利になった」とする８．８％を上回っている。

北秋田や唐津では、周辺の旧町村部での鉄道、

バス、離島航路の便が合併後悪化しているこ

とが要因として考えられる。これに対して、

東大阪、守口では、鉄道の便が改善されてい

るうえ、バス網も整備されて、逆に「便利に

なった」とする比率が２～３割占めている。

（２） 買い物の便は、商業環境の変化によっ

て都市ごとに異なる

生鮮品など日常品の買い物の便については、

都市部と農村部との違いというよりも、都市

ごとに異なった動きがある（表２－１１）。北

秋田では「便利になった」が４２．１％で、「不

便になった」の１０．６％を大きく上回っている。

これは、回答者が多かった旧鷹巣町への大型

店出店の影響が大きいと考えられる。一方、

守口、東大阪では、１７．３～１９．８％が「便利に

なった」と答える一方、７．５～９．１％が「不便

になった」としている。大型店の出店によっ

て便利になる地域がある一方で、旧来の商店

街や小規模スーパーが衰退したり、廃業した

りしている地域が並存していることが考えら

れる。唐津では、「便利になった」とする６．２

表２－１０ 公共交通の便 （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

便利になった １．７ ２０．１ ２９．５ ８．８

変わらない ７４．５ ７６．４ ６５．８ ７５．６

不便になった ２３．８ ３．５ ４．７ １５．６

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） １１３５ １０６８ ８１１ ６９３

表２－１１ 買い物の便 （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

便利になった ４２．１ １９．８ １７．３ ５．８

変わらない ４７．３ ７１．１ ７５．２ ８１．０

不便になった １０．６ ９．１ ７．５ １３．１

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） １１６０ １０６５ ８０４ ７０１
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％の２倍にあたる１３．１％が「不便になった」

と回答している。中心市街地のなかの大型店

が撤退したのに加え、中心商店街及び合併し

た旧町村部の商店街の衰退が影響しているも

のと考えられる。

（３） 郵便局の貯金・配達サービスは、唐津・

北秋田で不便に

郵政民営化後の郵便局の貯金・配達サービ

スは、都市部と農村部で異なる回答結果とな

った（表２－１２）。守口と東大阪では、１０．８～

１２．３％が「便利になった」と答えた一方、７．４

～８．４％が「不便になった」としている。こ

れに対して唐津と北秋田では、６．２～８．０％が

「便利になった」と回答したのに対し、１２．９～

１５．１％が「不便になった」と回答している。

唐津の離島では、郵便配達時刻が不規則にな

ったり、配達回数が減るなどの状況が生まれ

ている。

（４） 銀行・信用金庫・農協のお金の出し入

れも、唐津・北秋田で不便に

銀行や信用金庫、農協のお金の出し入れサ

ービスについても、都市部と農村部で異なる

結果となっている（表２－１３）。この間の金

融再編や農協合併は、これらの金融機関の支

店、ATM網の統廃合をともなっており、そ

の影響が出ているものと考えられる。守口と

東大阪では、「便利になった」と回答した比

率が、１４．２％、１４．４％に対して、「不便にな

った」とする比率は１２．２％と１３．３％と、前者

が若干上回っている。他方、唐津と北秋田で

表２－１２ 郵便局の貯金や配達サービス （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

便利になった ８．０ １２．３ １０．８ ６．２

変わらない ７９．１ ８０．３ ８０．８ ７８．７

不便になった １２．９ ７．４ ８．４ １５．１

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） １１５１ １０５８ ７９７ ６９５

表２－１３ 銀行や信用金庫、農協のお金の出し入れサービス （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

便利になった １３．４ １４．２ １４．４ ８．０

変わらない ６８．９ ７３．６ ７２．３ ７６．１

不便になった １７．８ １２．２ １３．３ １５．９

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） １１６０ １０３５ ７９９ ６９０
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は、「便利になった」という回答率は８．０％と

１３．４％であるのに対して、「不便になった」

とする回答率は１５．９％と１７．８％と、前者を大

きく上回っている。現金の出し入れも不便に

なった地域が広がっていることに留意したい。

（５） 福祉サービスは、北秋田を除き、不便

になったとする比率が１割を超える

福祉（保育、高齢者、障害者等）サービス

については、都市部と農村部との間の差異は

なく、むしろ都市ごとの差異が見られる（表

２－１４）。全体として８割近くは「変わらな

い」としているが、北秋田のみ「便利になっ

た」（１０．０％）が「不便になった」（９．５％）

を若干上回る結果となった。福祉の町づくり

が行なわれてきた鷹巣の福祉サービスが、今

も高く評価されているからであろう（ただし、

北秋田の阿仁地区などをみると、合併過疎地

の不満は多いという面もある）。だが、他の３

市では「便利になった」が４．１％（東大阪）～

７．９％（守口）であるのに対し、「不便になっ

た」が１１．９％（唐津）～１３．５％（守口）となっ

ており、サービス水準の悪化傾向が見られる。

（６） 病院・診療所サービスも、不便になっ

たとする比率が１～２割に

病院・診療所の受診・入院サービスについ

ては、４市とも共通に、「便利になった」と

する比率が３．１％（北秋田）～５．８％（守口）

と低く、逆に、「不便になった」とする比率

が１３．１％（唐津）～２２．８％（北秋田）と高く

なっている（表２－１５）。各種医療制度の改

表２－１４ 福祉サービス （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

便利になった １０．０ ７．０ ４．１ ４．９

変わらない ８０．５ ７９．５ ８２．８ ８３．２

不便になった ９．５ １３．５ １３．１ １１．９

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） １０３９ ７８７ ６６４ ６１２

表２－１５ 病院・診療所の受診・入院サービス （SA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

便利になった ３．１ ５．８ ４．１ ３．５

変わらない ７４．１ ８０．０ ７９．２ ８３．３

不便になった ２２．８ １４．２ １６．７ １３．１

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） １１２３ ９６３ ７４９ ６７８
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悪に加え、医師不足による診療科の減少、市

立病院の移転が、とくに北秋田において、大

きな問題となっている。

（７） 今住んでいるところで暮らしていくう

えで一番困っている問題

最後に、今住んでいるところで暮らしてい

くうえで一番困っている問題を、２つまで選

択してもらった。その結果が、表２－１６であ

る。

１位は、４市とも共通しており、「隣近所

のつながりが弱くなった」ことであり、２６．６

％（北秋田）～４１．７％（東大阪）を占める。

農村部よりも都市部において、コミュニティ

機能の低下が最も大きな問題としてとらえら

れていることに注目したい。

２位以下については、都市ごとに異なって

おり、次のような順序になっている。

北秋田では、２位「病院が遠くなった」

（２２．３％）、３位「災害の危険が増している」

（２１．４％）、４位「交通が不便になった」（２０．０

％）、５位「金融機関が不便になった」（１５．５

％）、６位「買い物が不便になった」（１５．４％）

の順である。

守口では、２位「災害の危険が増している」

（２８．９％）、３位「金融機関が不便になった」

（１６．３％）、４位その他（１５．９％）、５位「病

院が遠くなった」（１３．６％）、６位「買い物が

不便になった」（１１．７％）の順である。

東大阪では、２位「災害の危険が増してい

る」（２７．４％）、３位「消防・救急体制が弱く

なった」（１４．１％）、４位その他（１３．５％）、

表２－１６ 地域で暮らしていく上で一番困っている問題 （MA）

カ テ ゴ リ 北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

買い物が不便になった １５．４ １１．７ １０．４ ２３．９

交通が不便になった ２０．０ ５．３ ９．８ １５．９

病院が遠くなった ２２．３ １３．６ １０．５ ７．６

福祉サービスが受けられない ３．２ ３．３ ３．３ ５．２

郵便局が不便になった ９．７ ５．６ ４．７ ９．９

金融機関が不便になった １５．５ １６．３ １２．０ １４．０

学校・保育園が遠くなった ６．６ １．７ ２．６ ４．４

消防・救急体制が弱くなった ７．７ ６．０ １４．１ ５．５

災害の危険が増している ２１．４ ２８．９ ２７．４ １７．６

隣近所のつながりが弱くなった ２６．６ ４０．１ ４１．７ ３５．６

そ の 他 ９．２ １５．９ １３．５ １６．１

総 計 １００ １００ １００ １００

サンプル数（％ベース） ９０７ ７５０ ５６９ ５２３
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５位「金融機関が不便になった」（１２．０％）、

６位「病院が遠くなった」（１０．５％）の順で

ある。

唐津では、２位「買い物が不便になった」

（２３．９％）、３位「災害の危険が増している」

（１７．６％）、４位その他（１６．１％）、５位「交

通が不便になった」（１５．９％）、６位「金融機

関が不便になった」（１４．０％）の順となって

いる。

２位以下については、順序が異なるものの、

災害の危険や消防・救急体制への不安、さら

に病院や交通機関、日常の買い物の便という、

住民の命や暮らしに関わる基本的な生活条件

が悪化している事態に対する不安や不満が高

くなっていることを示している。

（岡田知弘）
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唐津市�
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旧浜玉町�

旧厳木町�

旧相知町�

旧北波多村�

旧肥前町�

旧鎮西町�

（
玄
海
町
）�

旧七山村�

佐賀市�

１ 唐津市の概要

現在の唐津市は、唐津市と東松浦郡浜玉

町・厳木町・相知町・北波多村・肥前町・鎮

西町・呼子町が２００５年１月１日に新設合併を

行い、新市制による唐津市が発足し、さらに

２００６年１月に七山村を編入合併して今日に至

っている。新市制となった唐津市に囲まれる

玄海町には原発が立地しており、電源立地地

域対策交付金の交付を受け財政に余裕がある

ことなどから、合併協議に加わったものの結

果的に合併しない道を選択した。

唐津市の面積は４８７平方キ
ロ
メー
トルとなり、その

広さは全国７８３市中１４４位となる。可住地面積

は全国６０位の１８９平方キ
ロ
メー
トルで、唐津市固定資産

概要調査書によると土地利用形態は、畑１６．３

％、田１０．０％と農業的土地利用が際立ってい

る。沿岸部は唐津湾・玄界灘に面し、重要港

湾の唐津港があり港湾都市としての性質も併

せ持っている。

農業センサスによる地域類型及び中山間地

域直接支払制度による交付面積割合を勘案す

ると、旧市町村の地域的特徴は、都市的地域

―唐津と呼子の一部、平地農業地域―唐津の

一部、浜玉、中間農業地域―相知、北波多、

条件不利地域―七山、厳木、肥前、鎮西、呼

子の一部と区分することができる（地域類型

は佐賀大学経済学部品川優先生による）。

２ 調査の概要

（１） こんな唐津をつくりたいプロジェクト

スタート

唐津地域は、旧総評時代から労働組合運動

の盛んな土地柄であり、様々な民主的団体と

の共同が進んだ地域であった。佐賀自治労連

傘下の唐津市労連（以下、市労連とする）や

唐津市社協助成会労組、佐賀県教職員組合唐

津支部などを中心に「くらしとまちづくりを

考えるつどい」（地域自治研集会）を、１４～

５年ほど前から開催しており、この運動経験

や合併問題をめぐる共同の取組みの実績が今

回の「地域経済の再生・地域づくり」の運動

に参加する大きな要因となった。４月２日に

第３章 唐津市における調査の概要
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開催された「くらしをよくする唐松連絡会」

（唐津、東松浦郡なので唐松という）拡大事

務局会議では、「地域経済の再生・地域づく

り」のための運動が提案され、「こんな唐津

をつくりたい」をスローガンにした。そして、

４月２５日「こんな唐津をつくりたいプロジェ

クトチーム」のスタート集会を市民会館で開

催した。

アンケート調査の手法は、組合員が戸別訪

問で調査への協力依頼をしたうえで、郵送に

より回収することにした。「戸別訪問・郵送

回収方式」を選択した理由は、第１に、目標

とする１０００件のデータを回収するためには、

３０００件以上の訪問活動が必要となること、第

２に、無作為に幅広い階層と地域からデータ

を集めるためには、無作為で訪問し調査票の

返送をいただくのがベターであると判断した

ことによる。市労連書記局に唐津市の地図を

貼り、訪問した地域に印を付け、どこの地域

に訪問したか、また、どこの地域が手薄にな

っているかが、一目でわかるようにした。結

果として調査対象者は、国勢調査の高齢者比

率にほぼ類似したデータ構成とすることがで

き、一番遠い集落は車で１時間以上、離島に

至っては一日仕事となったが、地域的にも旧

唐津市街地にかたよることなく回収すること

ができた。

６月３日、全体で現状を認識するため、「く

らしと地域を考える学習会」を開催し、７月

末までのアンケート調査の継続と団体間での

取り組みの温度差を埋めるように呼びかけた。

その後、８月下旬まで回収にとりくみ、目標

をクリアした。

また、品川優先生（佐賀大学経済学部）の

協力を得て唐津市の基幹産業である農業・農

業者の実態調査を６月中旬～７月中旬にかけ

て実施した。唐津市農林水産部農政課・農地

整備課とのヒアリング（５月１３日）及び農業

センサスに基づき、厳木地域（広川・星領・

広瀬・鳥越・瀬戸木場）、久里地域（上久里・

中原）、浜玉地域（JA浜玉支所・浜崎）、肥

前地域（梅崎・牧野地）など特徴的な集落・

農業者をリストアップし、個別に聞き取り調

査を実施した。厳木地域では、条件不利地域

における米生産の実態、機械利用組合の運営、

後継者問題など、５つの集落の生産組合長と

の懇談によって把握できた。久里地域では、

都市・平地農業地域における米・麦・大豆農

家の実態、集落営農の取り組みなど、営農組

合長との懇談によって把握できた。浜玉地域

では、平野部における米・施設園芸の実態、

合併後の農協の運営など、農業者・農協職員

との懇談によって把握できた。肥前地域では、

条件不利地域における米・肉用牛農家の実態、

玉葱農家の実態など、機械利用組合長・肉用

牛飼育者との懇談によって把握できた。共通

ヒアリング項目である合併後の唐津市農政へ

の要望については、久里地域（旧唐津市）以

外の旧郡部の地域では、一様に「情報が入っ

てこない」、「役場が遠くなり、迅速な対応が

出来なくなっている」との意見が寄せられた。

さらに、市内の有力企業・団体である宮島

醤油株式会社、唐津信用金庫、JAからつ浜

崎支所に加え、福祉の領域や地域づくりの領
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域で活発な活動をしている唐津市社会福祉協

議会、唐津鍋祭り実行委員会、旧七山村の元

村長さん及び元村議会議長さんに、ヒアリン

グ調査を行なった。

（２） 調査員奮闘記～住民とのふれあいで、

住民要求を積極的に受け止める自治体労

働者

面識のない市民の家を訪問し、アンケート

の主旨を説明することは大変なエネルギーが

必要な作業であり、また、「はじめの一歩」

には大きな勇気を必要とする。しかし、訪問

活動で「けんもほろろ」に断られるケースは

ほとんどなかった。「市役所職員組合です」

といってチャイムを押すと、快く返事をして

くれる。訪問活動をした参加者の感想に、唐

津市に対する多くの要望が記載されている。

特に周辺部の住民は、自治体職員の取り組む

調査活動に驚き、訪問時の対話が弾んだ。地

域に打って出てよかったというのが実感であ

る。なかには、３０分ほど市役所への厳しい意

見を聞かされた組合員もあったが、「住民と

直接接触する機会でいい経験をした」と前向

きな報告が出された。

また、アンケート調査中に、市道の不備を

指摘され直ちに担当課に連絡して改善したケ

ースや、ある漁村で、簡易水道の水源に汚泥

が入り込み、毎日ペットボトルの水を買って

飲んでいるなどの状況が訴えられるケースも

あった。仕事での担当地域以外の住民の要求

を間近に聞くことができ、自治体職員として

の幅が広がったとの声も寄せられた。

３ 構造分析の結果概要

（１） 人口の動向

①条件不利地域・中間業地域で人口減少・高

齢化が顕著に

現在、唐津市の人口は、１２万８４９８人（２００８

年８月１日推計人口）となっている。

１９８５年から２００５年の人口推移をみると、新

市制による唐津市で１万９４１人、７．７％の減少

となっている。旧市町村別にこの期間の人口

動向をみると、条件不利地域である厳木３０．５

％、呼子２１．９％、肥前２１．０％、七山２０．８％、

鎮西１６．９％とそれぞれ大きく減少している。

中間農業地域である相知１４．０％、北波多１２．８

％の減少で、都市的地域・平地農業地域であ

る唐津は０．７％、浜玉は０．３％の減少にとどま

っている。

２００５年現在の唐津市の高齢（６５歳以上）人

口比率は２４．１％で全国の２０．１％よりも高くな

っている。２０００年国勢調査による旧市町村別

高齢人口比率は、厳木２９．２％、相知２７．７％、

肥前２５．３％、七山２５．１％、鎮西２４．１％と条件

不利地域・中間農業地域での高齢化の進行が

認められる。

一方で、２００５年の年少人口比率は１５．２％で、

全国の１３．７％よりも高い。佐賀県の合計特殊

出生率は全国６位の１．５０で、全国の１．３２を上

回っており、これを反映したものである。

②就業・就学条件の課題～求心力の弱さを示

す昼間人口比率

２００５年国勢調査によると、唐津市の昼間人
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口比率は９６．４４％で、就業者・通学者が市外

に流出している。就業者では、福岡市に１７５９

人、玄海町に１６０６人、伊万里市に１１８０人、佐

賀市に９２２人通勤している。玄海町への通勤

は原発関連の就業が中心とみられる。

佐賀県北部の中核都市で、大都市・中規模

都市に近接していない唐津市の立地条件にお

いて、他市町村への通勤通学者が多いという

実態は、唐津市の求心力が弱いことを示して

いる。

③第１次産業が高い比率を占める産業別就業

者数

産業別人口の最大の特徴は、第１次産業比

率が１４．２％と高い比率を占めていることであ

り、全国的の４．８％を大きく上回り１２６位の位

置にある。２０００年から２００５年の就業者の動向

をみると、第１次産業では漁業就業者が１４．６

％と大きく減少しているが、農業は２．８％の

減少にとどまっている。第２次産業では、公

共事業削減を反映して建設業が１５．２％と減少

が著しく、製造業も９．３％減少している。第

３次産業では、卸売・小売業・飲食店が２２．９

％の大幅減少を示す一方、サービス業は福祉

関係職場での就労増を反映して２４．０％の増加

となっている。

（２） 地域産業の動向

①米、野菜、果実、肉用牛など多様な品目で

全国２０位の農業産出額

２００５年の農業産出額は全国２０位の２８２億３０００

万円となっている。耕種農業では野菜６３億

２０００万円、果実６３億７０００万円を産出している。

浜玉の野菜・果実は唐津市の３４．３％を占めて

いるが、この地域の主力産品の一つハウスみ

かんは、価格水準低迷の上に、重油高騰の直

撃を受けて、産地として存立の危機に立たさ

れている。

畜産分野では、７３億３０００万円の農業産出額

があり、うち肥前、鎮西などの肉用牛が３４億

４０００万円を占めている。２００６年現在の肉用牛

飼養戸数は２９７戸１万８３００頭、豚は２１戸２万

５３００頭、採卵鶏１０戸１５万２０００羽、ブロイラー

９戸５５万３０００羽となっている。

②温暖化の影響か？大量の砂採取の影響か？

衰退が著しい漁業

唐津港の漁獲物水揚高は、１９９６年の２０４億

６０００万円から、２００６年には７９億円へと大幅に

減少している。原因として、温暖化と海流の

変化によるいわし・さば・えび類の激減を指

摘する関係者が多い。また、降雨に伴う上場

台地（鎮西、玄海、肥前）からの汚溜水の流

入や近海の海砂採取を指摘する声もあがって

いる。漁業経営体数は、１９８５年の１５１２から

２００５年には９０１へと４０．４％、漁業従業者数は

１９８８年の１３９２人から９３９人へと３２．５％の大幅

減少となっている。

③食料品製造業が主力産業、製造業・建設業

の減少は著しい

事業所・企業統計調査によると、唐津市の

製造業は１９９６年から２００６年の間に９６事業所、

２１．７％、従業者数で２１３０人、２４．５％減少して

第３章 唐津市における調査の概要
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いる。同期間で建設業は、７６事業所、１１．６％、

従業者数で２３８７人、３４．２％減少している。工

業統計調査による従業者規模４人以上の事業

所の製造品出荷額等をみると、１９９０年から

２００４年の間に２８８億４５００万円、２３．４％減少し

ている。なお、２００５年の製造品出荷額等１０２７

億円のうち、食料品製造業が６０１億円、５８．５％

を占めている。地元企業の宮島醤油などとと

もに、丸大食品、リョーユーパン、石井食品

などが立地している。

④中心商店街の衰退傾向

県北の中核都市ではあるが、唐津中央商店

街を中心とする商店街は店舗閉鎖・撤退が続

き空洞化が目立っている。大手口のまいづる

百貨店も２００２年に閉鎖した。浜玉に隣接する

東唐津には１９９９年に郊外型店舗イオン唐津シ

ョッピングセンターが出店している。旧唐津

市の年間販売額は、１９９１年の９７８億４７００万円

から９４３億６０００万円に３．６％減少している。一

方、旧唐津市の商業中心性指数は１２４．９で、

市外の購買力を吸収している。

（３） 魅力あふれる観光資源と少ない宿泊客

唐津市は、日本三大松原の一つ虹の松原や

唐津城、５０万人以上を集客する唐津神社の秋

季例祭「唐津くんち」、唐津焼に代表される

伝統文化産業、魚介類から山菜までの幅広い

食材など多様な観光資源を有している。２００６

年の唐津の観光客総数は８３６万８０００人で、年

間消費額は３０２億９６１２万円となっている。こ

の観光客総数のうち、宿泊客は６．８％の５６万

９０００人にとどまっており、日帰り観光が中心

となっていることを示している。これを反映

して、観光に伴う一人当たりの平均消費額も

３６２１円にすぎない。

４ 共通アンケート結果

（１） アンケート回答者の属性

唐津市での住民アンケートの回答者の属性

は、第２章でも述べたように、男女比はほぼ

国勢調査と同様の比率であり、年齢別では５０

～６０歳代の構成比がやや高いという特徴が見

られた。また、高齢者の単独世帯を中心に、

回答者の比率が実際の世帯比率よりも低くな

っていた。

世帯主の主な職業・収入源別に見ると、会

社員・公務員などの常雇が４１．１％と最大部分

を占め、以下、年金生活者の２５．８％、自営

業・自由業の１４．０％、農林漁業の１０．０％、臨

時・日雇い（パート、アルバイト）の４．９％

という順であった。

居住地域別では、旧唐津市が４６．０％と最大

部分を占めるが、国勢調査の世帯構成比では

６３％を占めているので、それと比べると旧町

村の比重が高くなっている。旧町村別では、

浜玉が１０％で、以下、鎮西、相知、北波多、

肥前の７％、呼子、七山の５％、厳木の４％

という構成となっている。

（２） 暮らし向きは旧町村部の方が悪化

この５年間の年金を除く年間収入額は、

「減った」比率が４９．８％と、「変わらない」の
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３７．２％、「増えた」の１３．０％を大きく上回っ

ている。旧唐津市と旧町村部では、後者で

「減った」比率が５４．２％、「増えた」比率が８．７

％となっており、両者に開きがある。家族の

働き手の変化を見ると、旧唐津市では「増え

た」１４．７％、「減った」１２．３％であるのに対

して、旧町村部では「増えた」９．５％、「減っ

た」１９．２％となっており、旧町村部で高齢化

等の原因により働き手が減少したうえ、年収

も減少度合が高かったと推測される。

一方、年金収入については、旧唐津市と旧

町村部とでは、ほとんど変わらない。「増え

た」とした比率は、前者が５．６％に対して、

後者は５．７％にすぎず、逆に「減った」とす

る比率は、前者が４９．６％、後者が５２．９％と半

数近くを占めていた。年金制度の改悪は高齢

者の半数近くの人々の生活を苦しくしている

のである。

年間支出額についても、旧唐津市と旧町村

部に大きな差異はない。「増えた」比率が前

者が７４．５％、後者が７２．４％に対して、「減っ

た」比率は前者が８．８％、後者が１０．４％とな

っており、出費が増加している世帯が７割強

に及んでいる。

支出が「増えた」とする費目で目立つのは、

表３－１からも明らかなように、税金、国保

料・介護保険料、教育費、医療費、公共料金、

福祉サービス費の順であり、税金以外は旧唐

津市と旧町村部平均の差異は、ほとんどなく

４分の３から過半数以上の世帯で、これらの

支出が増えたとしている。留意しなければな

らないのは、旧町村別に見ると、税金や国保

料・介護保険料、公共料金、福祉サービス費

などの「増えた」とする比率が７５％あるいは

８０％を超える地域がある点である。市町村合

併による負担体系の変化が特定地域の住民の

負担感を高めていると考えられる。

この結果、貯金残高は、旧町村部の７３．０％、

旧唐津市の６０．１％の世帯で減少し、貯金が

「増えた」とする世帯比率は、前者で６％、

表３－１ 支出が「増えた」とする費目別回答率

税 金 国 保 料 等 公 共 料 金 福祉サービス費 教 育 費 医 療 費

総 計 ７６％ ７３％ ６１％ ５１％ ６９％ ６６％

旧唐津市内 ８１％ ７２％ ６４％ ５１％ ６９％ ６７％

旧町村小計 ７２％ ７３％ ５９％ ５１％ ６８％ ６６％
浜 玉 ７６％ ７０％ ５５％ ３８％ ６９％ ５０％
七 山 ８４％ ８３％ ５４％ ７５％ ６７％ ７７％
厳 木 ８５％ ８４％ ６４％ ２９％ １００％ ８５％
相 知 ６７％ ６７％ ５０％ ５７％ ７８％ ６４％
北 波 多 ７１％ ６９％ ６５％ ４０％ ６８％ ６９％
肥 前 ７０％ ８０％ ５１％ ６４％ ６７％ ５９％
鎮 西 ６６％ ７３％ ７７％ ７７％ ６５％ ７６％
呼 子 ５８％ ６１％ ５０％ ４０％ ４０％ ６３％

第３章 唐津市における調査の概要
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後者で１３．７％に過ぎない。逆に、借金・ロー

ンについては、旧町村部で２８．３％が「増えた」

とし、「減った」とする２０．４％を上回ってい

る。旧唐津市でも、２４．８％が「増えた」とし、

「減った」とする１９．８％を上回っている。

以上のように、概して、旧唐津市に比較し

て旧町村部住民の暮らし向きの悪化が進行し

ているといえる。

一番困っている問題のトップは、旧唐津市、

旧町村部とも、「物価が高い」であり、それ

ぞれ４２．３％と３８．８％であった。第２位は、

「収入が少ない」であり、こちらの方は旧町

村部が２４．８％であり旧唐津市の１９．６％を若干

上回っていた。これに、旧唐津市では「税金

が高い」の１４．８％、「国保料・介護保険料が

高い」の１３．４％が続き、旧町村部では「国保

料・介護保険料が高い」の１６．７％、「税金が

高い」の１３．３％が続いた。

（３） 旧唐津、町村部とも交通、買い物、お

金の出し入れ、医療、福祉の便が悪くな

る

暮らしを支えるサービスの利便性の変化を、

５年前と比較して答えてもらったところ、表

３－２のような結果であった。公共交通、買

い物、郵便局の貯金・配達サービス、銀行・

農協のお金の出し入れサービス、福祉（保育、

高齢者、障害者等）サービス、病院・診療所

の受診・入院サービスとも、「変わらない」

が７０％から８５％近く占めるものの、「便利に

なった」と「不便になった」を比較すると、

いずれの項目も、旧唐津市、旧町村部の区別

なく、「不便になった」比率の方が大きくな

っている。

公共交通については、旧唐津市で１２．２％の

人が「便利になった」としているが、１７．２％

の人は「不便になった」としており、両極に

分かれている。旧唐津市内の地域別差異や、

表３－２ ５年前と比べた暮らしを支えるサービスの利便性

便利になった 変わらない 不便になった 総 計 総 回 答 数

公 共 交 通
旧唐津市 １２．２％ ７０．６％ １７．２％ １００．０％ ２９６
旧町村部 ５．５％ ７９．８％ １４．７％ １００．０％ ３４６

買 い 物
旧唐津市 ７．３％ ７７．４％ １５．３％ １００．０％ ３０１
旧町村部 ４．３％ ８４．３％ １１．４％ １００．０％ ３５０

郵 便 局
旧唐津市 ８．１％ ７６．５％ １５．４％ １００．０％ ２９８
旧町村部 ４．９％ ８０．４％ １４．７％ １００．０％ ３４７

銀行・農協
旧唐津市 ８．８％ ７６．７％ １４．５％ １００．０％ ２９６
旧町村部 ７．０％ ７５．１％ １８．０％ １００．０％ ３４５

福祉サービス
旧唐津市 ６．０％ ８１．５％ １２．５％ １００．０％ ２６５
旧町村部 ３．３％ ８６．６％ １０．２％ １００．０％ ３０５

病院・診療所
旧唐津市 ３．１％ ８５．７％ １１．３％ １００．０％ ２９３
旧町村部 ３．９％ ８１．６％ １４．５％ １００．０％ ３８５
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年齢別の差異が作用していると考えられる。

また、旧町村部では、北波多の２１％、肥前の

１８％が「不便になった」と回答している一方、

厳木では同回答率が０％であり、ここでも地

域的差異が存在する。

買い物の便についても、旧唐津市で１５．３％

と旧町村部の１１．４％を上回っている。市内中

心部での商店街の衰退や大型店の撤退が響い

ていると考えられる。他方、旧町村部でも、

浜玉で１８％、鎮西で１６％の住民が「不便にな

った」としている。

郵便局のサービスについても、旧唐津市の

方が旧町村部を１ポイント上回る１５．４％の人

が「不便になった」としている。旧町村部で

は、肥前の２２％、相知の１９％、鎮西の１８％と

いうように２割近くの人が「不便になった」

としている。離島では、郵便配達時刻が不規

則になったり配達回数が減るなど、郵政民営

化の影響が、条件が不利なところから広がっ

ている。

銀行・農協のサービスについては、旧町村

部の「不便になった」比率が１８．０％と、旧唐

津市の１４．５％を上回っている。旧郡部のなか

では、厳木の３３％、七山の２８％、鎮西の２６％

の人が「不便になった」としており、金融再

編にともなう支店の統廃合や、ATMの減少、

窓口サービス時間等の変更が、大きな影響を

与えていることがわかる。

福祉サービスについては、旧唐津市の方が

「不便になった」比率が１２．５％と旧町村部の

それを２ポイント余り上回り、「便利になっ

た」のほぼ２倍となった。旧町村部では、厳

木で「便利になった」の１３％が「不便になっ

た」の１２％を唯一上回ったが、肥前では１８％、

鎮西では１７％が「不便になった」と答え、合

併前後の福祉サービスの変化が、地域ごとに

異なっていることを示唆している。

病院・診療所のサービスについては、旧町

村部の方が「不便になった」比率が１４．５％と、

旧唐津市の１１．３％を上回っている。なかでも、

七山で２９％、鎮西で１９％、相知で１７％の人が

「不便になった」としており、医療をめぐる

格差の広がりを示している。

最後に、生活をしていくうえで最も困って

いる問題を２つ答えてもらったところ、旧唐

津市、旧町村部とも、トップは「隣近所のつ

ながりが弱くなった」であり、それぞれ４０．３

％と３３．１％を占め、旧唐津市の比率の方が高

くなった。都市的な地域の方がコミュニティ

機能の弱化が目立ってきているようである。

第２位も、両地域とも、「買い物が不便にな

った」点であり、旧唐津市で２５．２％、旧町村

部で２１．９％に達した。旧唐津市の住民の方が

買い物条件が悪化しているようである。第３

位以下は、旧唐津市と旧町村部では、異なっ

た結果が出た。前者では、第３位は「交通が

不便になった」の１９．５％、第４位は「災害の

危険が増している」の１４．２％、第５位は「銀

行・農協が不便になった」の１３．３％であった

のに対し、後者では、第３位「災害の危険」

２０．４％、第４位「銀行・農協が不便になった」

１３．８％、第５位「交通が不便になった」１２．３

％という順序であった。
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５ 独自アンケート結果
旧唐津市と周辺８町村の合併に
より唐津市民のくらしは？

（１） 市民は旧唐津市と東松浦郡８町村合併

をどうみているか

市民アンケート調査設計にあたり、唐津市

と周辺８町村との合併について、周辺部の旧

町村在住の市民は合併後の新唐津市について、

「こんなはずではなかった」との思いが強い

との仮説を立てたが、調査結果はこの仮説を

証明するものとなった。

「合併についての全体的な評価」を聞いた

設問（表３－３）では、今回の唐津市及び東

松浦郡内の町村との合併について、現時点で

「よかったと思う」と答えた人は、旧唐津市で

１１．３％、旧町村部では、わずか９．３％に止ま

り、新唐津市全体では、１０．２％となっている。

その逆に「合併してよくなかったと思う」と

の回答は、旧唐津市が２２．２％、旧町村部では、

５０．０％となっている。旧唐津市では、「よか

った」と答えた人の２倍の人が「よくなかっ

た」と答えているに対して、旧町村部では、

「よかった」と回答した人の５倍以上の人が

「よくなかった」と回答している。今回の調

査で旧町村・周辺部在住の市民は、「よくな

かった」と判断していることが明白になっ

た。

（２） 合併への関心は旧唐津市周辺で低く、

合併の評価は条件不利地域で厳しく

旧唐津市の方は、「合併についての全体的

評価」を「どちらともいえない」と回答した

人が５２．６％の多数を占めている。選択肢の設

定を「よかった」・「よくなかった」・「どちら

ともいえない」・「わからない」の四択式にし

たことから、関心が薄くなるほど、「どちら

ともいえない」に回答が集中する傾向がある。

旧唐津市民の合併問題に対する関心の薄さが

あらわれている。

表３－３ 合併に対する全体的評価

良かったと思う 良くなかったと思うどちらともいえない 分からない 総 計

総 計 １０．２％ ３７．２％ ４２．７％ ９．９％ １００．０％

旧唐津市内 １１．３％ ２２．２％ ５２．６％ １３．９％ １００．０％

旧町村部小計 ９．３％ ５０．０％ ３４．２％ ６．５％ １００．０％
浜 玉 １１．９％ ３７．３％ ４１．８％ ９．０％ １００．０％
七 山 １２．１％ ５１．５％ ３３．３％ ３．０％ １００．０％
厳 木 １０．７％ ６４．３％ ２１．４％ ３．６％ １００．０％
相 知 ６．１％ ５１．０％ ３４．７％ ８．２％ １００．０％
北 波 多 ２０．４％ ３８．８％ ３６．７％ ４．１％ １００．０％
肥 前 ２．３％ ５２．３％ ３８．６％ ６．８％ １００．０％
鎮 西 ３．９％ ６０．８％ ２９．４％ ５．９％ １００．０％
呼 子 ６．１％ ５７．６％ ２７．３％ ９．１％ １００．０％
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一方、旧町村部では合併して「よくなかっ

た」との回答が、厳木６４．３％、鎮西６０．８％、

呼子５７．６％、肥前５２．３％、七山５１．５％、相知

５１．０％と多数を占めた。旧唐津市に隣接する

北波多３８．８％、浜玉３７．３％は、合併して「よ

くなかった」とする割合が低くなっている。

浜玉は、旧唐津市と都市計画区域が一体で

あり、JR筑肥線（福岡への鉄道）沿線とい

う条件やイオン唐津ショッピングセンターを

中心として東唐津地域と商圏が一体化してい

るために、旧唐津市同様に「どちらともいえ

ない」の割合が４１．８％と高くなった。北波多

の場合は、合併して「よかった」とする割合

が、２０．４％と旧市町村別で最も高くなってい

る。

その理由として、「大きな市になってイメ

ージアップした」が７２．７％を占めている。

以上の結果から今回の合併について、地域

類型区分で「条件不利地域」とされた周辺部

の旧町村が、総じて「合併は良くなかった」

と考えていること明らかとなった。

（３） 合併して「よかった」は「イメージ」、

「よくなかった」はくらしへの深刻な影響

「合併してよかったと思う」と答えた人は

全体の１０％、７３人となっている。そのうち、

６０．３％、４４人が「大きな市になってイメージ

アップした」と答えている。地方自治体の施

策とは直接関係のない「まちのイメージ」を

重視した感性的な評価といえる。

一方、「よくなかったと思う」との回答の

理由をみると「周辺部の小さな町や村が軽視

される」が６３．０％、「住民サービスが低下し

た」が４３．６％、「財政状況が悪化した」が４０．１

％、「役所や議員が遠い存在となった」が３９．７

％、「保育園や学校の統廃合計画が進んでい

る」が３９．３％、「地域経済が衰退した」が３４．６

％など、いずれも生活に直結した具体的で深

刻な項目に回答が集中した。

（４） 合併後の現状に、「こんなはずではな

かった」との思いが

合併する前の住民の意識については、「あ

なたは合併する前の時点で合併に対してどう

考えていましたか」という設問に、旧町村部

では「やや反対」・「絶対反対」が５０．１％占め

ている。これは、「合併して良くなかった」

とのデータと概ね一致する。

旧町村部で、合併前に「積極的に賛成」・

「やや賛成」と答えた人は３４．６％にのぼり、

この人たちは、「合併後はよくなる」と合併

に期待を持ったものと考えられる。合併後の

評価では、合併して「よかったと思う」が９．３

％に激減していることから、今回の合併につ

いて「こんなはずではなかった」・「裏切られ

た」という思いを反映したものと言える。

アンケート調査の結果は、今回の旧唐津市

と東松浦郡８町村の合併が、いかに周辺部の

旧町村の人たちを失望させているかを物語っ

ている。
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６ 旧唐津市と東松浦郡８町
村の合併と唐津市行財政の
変化

（１） 唐津市の財政規模

現在の唐津市の財政規模は、２００６年決算ベ

ースの普通会計で６１０億円、標準財政規模で

は３２０億円である。歳入のうち、市民税は１１０

億円、うち固定資産税が５２％強の５９億円を占

めている。地方交付税は１９４億円で、合併に

伴う算定替え等の影響で類似団体と比べると

相当多額となっている。

歳出では義務的経費である人件費・扶助

費・公債費の合計が５０％、３００億円、投資的

経費は１８％、１００億円を占める。地方債の残

高は７８１億円、基金残高は１０５億円である。

特別会計には、国保や介護保険、水道、下

水道などの他約３００億円の規模をもつ競艇事

業があり、これら特別会計に一般会計から６０

億円の繰り入れが行われている。特別会計に

も６５０億円の地方債残高がある。うち下水道

会計が４００億円を占めている。また、市がか

かわる第３セクターでは、市開発公社に約４０

億円の債務保証がある。

主な財政指標をみると、実質収支比率は５．７

％と黒字だが、経常収支比率は９２．４（臨時財

政対策債等を除くと９７．７）である。経常収支

比率は、９０数％で推移している。

（２）「三位一体の改革」の影響と合併前の

駆け込み公共事業

市の財政が硬直化してきた理由は、第１に、

「三位一体の改革」によって２００３年、２００４年

に旧市町村の地方交付税が大きく落ちこんだ

こと、第２に、それにもかかわらず旧町村が、

合併を前にして基金を取り崩しながら借金に

よる公共事業を行なってきたこと、第３に、

新唐津市となっても、公共事業を中心とした

財政運営が続いていることによる。

歳入の動向から「三位一体改革」の影響

（表３－４）をみてみよう。芽だしといわれた

０３年度の地方交付税は、０２年度と比較し９市

町村の合計で１４．７億円の減、本格的な「改革」

の始まった０３～０４年度にかけて８．３億円の減

となっている。「三位一体の改革」の影響を、

地方税・地方交付税・国庫支出金の合計額で

比較しても、０２～０３年度で７．９億円の減、０３

～０４年度で９．５億円の減となっている（２００５

表３－４ 歳入の動向 （単位：千円）

２０００年度 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

地 方 税 １１，８０６，０００ １１，６９０，２３０ １１，６２４，０５３ １１，１８６，１７４ １１，０８４，７７１ １１，２１４，７９８ １１，２６５，９３５

地方交付金 ２２，６９４，０００ ２１，４９８，１３４ ２０，４３４，７１６ １８，９５７，１０２ １８，１２７，１９４ １９，６４９，３４４ １９，４３２，５１５

国庫支出金 ６，０７８，０００ ５，８１５，０１３ ５，１０３，４５４ ６，２２１，３３６ ６，１９８，３３６ ７，６３０，１７３ ６，４１９，８５８

年 度 計 ４０，５７８，０００ ３９，００３，３７７ ３７，１６２，２２３ ３６，３６４，６１２ ３５，４１０，３０１ ３８，４９４，３１５ ３７，１１８，３０８

前 年 比 較 －１，５７４，６２３ －１，８４１，１５４ －７９７，６１１ －９５４，３１１ ３，０８４，０１４ －１，３７６，００７

資料：旧市町村の決算状況から作成。
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年度は、合併後の初年度という事情で増）。

この三つの増減の内訳をみると、国庫支出

金が増えた年はあるが、地方交付税がそれを

上回って減り、地方税はほぼ横ばいの状態と

なっている。つまり、「三位一体の改革」は、

地方交付税の減という形で唐津市財政に影響

を与えたといえる。

その一方、この時期旧町村での地方債残高

が大きく増加している。地方債の発行額（表

３－５）でみると、０３年度に９市町村合計で

７８億円（うち臨時財政対策債３５億円）が、０４

年度に７０億円（うち臨時財政対策債２５億円）

が起こされている。地方債発行の動向を残高

の推移（表３－６）でみると、０１年度から合

表３－５ 地方債の発行状況 （単位 千円）

２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

唐 津 市 ２，９９９，１００ ２，９８９，４２１ ２，７７６，９００

６，６７１，２００
１０，６８９，１００ ７，７４８，７００

浜 玉 村 ７７０，９００ ５６８，６４７ ７２８，７００

厳 木 町 ３８７，６６０ ３５６，２４６ ６５４，０００

相 知 町 ３７９，６００ １，１６１，３８５ ７９８，９００

北 波 多 村 ２８６，４００ ２２５，３７４ ７６７，５００

肥 前 町 ７８６，１００ ４３３，８００ ５８０，０００

鎮 西 町 ３８５，０７４ ４１９，８７４ ６３７，５００

呼 子 町 １９５，３６３ ３７１，９２３ ５３８，１００

七 山 村 ７９０，６７４ ２２６，８００ ３１８，６００ ３１０，７００

合 計 ６，９８０，８７１ ６，７５３，４７０ ７，８００，２００ ６，９８１，９００ １０，６８９，１００ ７，７４８，７００

うち臨財債 ８８０，５００ １，８６０，７００ ３，５９２，７００ ２，５７７，６００ １，９８８，１００ １，７６６，２００

資料：旧市町村の決算状況から作成。

表３－６ 地方債残高の推移 （単位 千円）

市町村名 ２００１年度末 ２００２年度末 ２００３年度末 ０１～０３年度の増減 合併・０４年度末 ０１～０４年度の増減

唐 津 ３４，９２８，６９４ ３５，６００，２７１ ３５，７９６，３４４ ８６７，６５０

７０，３３９，４０７

浜 玉 ３，７９８，０７３ ３，８９１，０５３ ４，１２７，１１９ ３２９，０４６

厳 木 ２，９１０，７２２ ２，９００，９９７ ３，２３１，０６０ ３２０，３３８

相 知 ４，２３３，４５８ ４，９５８，１３９ ５，２７７，５１４ １，０４４，０５６

北 波 多 ２，６９５，２７２ ２，６６４，７８５ ３，１５８，８３７ ４６３，５６５

肥 前 ５，９２１，０００ ５，８３０，０５１ ５，８３６，４８２ －８４，５１８

鎮 西 ５，１８８，０４９ ４，８４７，７１４ ４，８５９，３３４ －３２８，７１５

呼 子 ３，８４９，５１４ ３，８３８，３５７ ４，００４，０５５ １５４，５４１

七 山 ２，４２２，７０６ ２，３９２，４６９ ２，４５８，５０８ ３５，８０２ ２，５１６，０３２

合 計 ６３，５２４，７８２ ６４，５３１，３６７ ６６，２９０，７４５ ２，７６５，９６３ ７０，３３９，４０７ ６，８１４，６２５

資料：旧市町村の決算状況から作成。
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表３－７ 基金現在高の推移 （単位：千円）

市町
村名

基金の
目 的

２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度

金額 年度合計 金額 年度合計 金額 年度合計 金額 年度合計

唐

津

財 調 ３４９，４８６ １６１，１９９ １７５，４０３ ２５１，２８１

減 債 ３７３，５６３ ４１１，３７６ ４３１，０４０ １，０２８，１７４

特定目的 １，３９１，１８８ ２，１１４，２３７ １，１７６，１７２ １，７４８，７４７ １，０４１，０８７ １，６４７，５３０ ６，２４０，４８４ ７，５１９，９３９

浜

玉

財 調 ８３，３２１ ８２，５６４ ６８，２０５

減 債 ６８，６９４ ５２，３９３ ４７，２３３

特定目的 ８２３，５５７ ９７５，５７２ ６７１，８６１ ８０６，８１８ ５２２，５６５ ６３８，００３

厳

木

財 調 ２０１，７４１ ２０１，７４１ ２０１，７４１

減 債 ３２８，６５２ ３２９，０７１ ３４８，２１４

特定目的 １，１３７，１０６ １，６６７，４９９ １，９４５，０６６ ２，４７５，８７８ ９４６，８５７ １，４９６，８１２

相

知

財 調 ２２６，６０１ ２２５，４２３ ２１７，７４６

減 債 １９１，３６５ １２１，８３４ ６８，４８３

特定目的 １，６４６，２２１ ２，０６４，１８７ ７０１，８７９ １，０４９，１３６ ５３１，０５７ ８１７，２８６

北
波
多

財 調 ７９，７４３ ５９，８４４ ５８，８９２

減 債 １０９，３５３ １１７，３８３ １２７，４０２

特定目的 ８７５，１９４ １，０６４，２９０ ６９７，１２９ ８７４，３５６ ４３１，２５１ ６１７，５４５

肥

前

財 調 ２２１，９２３ １２３，２７２ １６２，００５

減 債 ６６，６６４ ５６，０５２ １３，２４５

特定目的 ５０９，８６８ ７９８，４５５ ４１８，７７０ ５９８，０９４ ４１４，９８４ ５９０，２３４

鎮

西

財 調 ３０９，８１３ ３０４，３００ ４６１，９７６

減 債 ３１６，４０６ ２１１，１７１ １４５，１４０

特定目的 １，４５１，９６９ ２，０７８，１８８ １，４２５，６８２ １，９４１，１５３ １，２９１，９９０ １，８９９，１０６

呼

子

財 調 １７６，７０１ １２７，９５２ １１７，８７０

減 債 １１４，２６９ ９０，７０５ ６５，７６４

特定目的 １，５４１，６０３ １，８３２，５７３ １，４７３，９０７ １，６９２，５６４ １，２４１，１９２ １，４２４，８２６

七

山

財 調 ２７４，３２９ ２７３，７８９ ２６９，１０４ ２４４，３９２

減 債 １３６，８４９ １４０，６０８ １１６，７７６ ９８，３７６

特定目的 １，１８４，４３９ １，５９５，６１７ １，１５８，３５５ １，５７２，７５２ １，１１１，７７２ １，４９７，６５２ ９９９，２９６ １，３４２，０６４

合 計 １４，１９０，６１８ １２，７５９，４９８ １０，６２８，９９４ ８，８６２，００３

年度間増減 －１，４３１，１２０ －２，１３０，５０４ －１，７６６，９９１

全体の増減 －５，３２８，６１５

資料：旧市町村の決算状況から作成。
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併年度の０４年度までの３年間に６８億円増えて

おり、なかには２年間で残高を１０億円以上

（うち臨時財政対策債２．６億円）増やした町も

ある。また、基金残高の推移（表３－７）で

みると、０１年度から０４年度の３年間に９市町

村合計で５３億円が減っている。基金の取り崩

しと地方債は、目的別の歳出でみると、土木

費に多く使われていることが分かる。

合併前の基金取り崩しと地方債の増は、新

唐津市の財政に大きなツケをもたらした。そ

れは、新市スタート時の０４年度の財政指標に

も表れている。０４年度経常収支比率は９６．４、

臨時財政対策債等を除くと１０４．９となってい

る。

（３） 新唐津市のハード事業を中心とした事

業展開

合併後の新唐津市の財政状況について、新

市建設計画と決算状況を比較（表３－８）し

ながらみると、合併初年度の０５年度では、地

方債が計画を３０億円上回って１０６億円起こさ

れているほか、地方税や地方交付税は計画を

少し上回って確保されている。これらは主に

投資的経費や基金に上乗せされて使われてい

る。０６年度では、地方債の発行は計画よりわ

ずかな増だが、投資的経費は３６．５億円上乗せ

されて使われている。新市発足後も地方債

（合併特例債を含む）は投資的経費に使われ

ている割合が高い。人件費・扶助費も計画額

を上回っており、これらに公債費を加えた義

務的経費は増加傾向にある。

次に、合併特例債の内訳（表３－９）でみ

ると、０５～０８年度に起こされた合併特例債１１５

億円のうち、土木費（特別会計の北波多中部

開発を含む）に３６％の４１．７億円、合併後のま

ちづくり基金として３０億円があてられている。

土木費は、地域情報化事業（ケーブルテレビ）

に１０億円があてられているほか、東唐津駅前

の区画整理（９．７億円）にもあてられている。

また、１件あたり１０００万～５０００万円程度と

少額ではあるが件数が多いのが、道路・河

川・公園・広場の整備といった事業であり、

これら事業に３年間で合計１３億円があてられ

ている。そのほかの費目では、学校の大規模

改修・建設に関わる教育費に２１億円使われて

いるが、農林水産業や民生費の割合は少ない。

合併特例債は主にハードな事業に重点が置か

れていることがわかる。

（４） 目白押しの中心市街地再開発計画と唐

津市政のリストラ

合併特例債は、総額で４７７億円（うち、ま

ちづくり建設事業に４３７億円、基金に４０億円）

を発行する計画（建設事業は当初計画の８０％

に縮小）で、計画に従えば今後さらに３３０億

円の特例債を起こすことになる。新市建設計

画でも、合併後６年目～１０年目にかけて毎年

６０～７０億円の合併特例債を起こす計画で、し

かも今後は、市街地の再開発計画や市庁舎の

建設、早稲田佐賀中学校・高等学校開校など

中心部に重点的に投資される計画といわれる。

合併特例債を含めた地方債の償還計画と合

併１０年目以降の財政計画の詳細は不明だが、

特例債の償還は２００９年度から始まることから、
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表３－８ 新市建設計画（財政計画）と各年度決算との比較 （単位：百万円）

歳 入 項 目
２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 ２００５～２００７年度計 計画額

合 計計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額

地 方 税 １１，０２９ １１，２１５ １０，９７８ １１，２６６ １０，９２６ １２，４１５ ３２，９３３ ３４，８９６ １０８，１０３

地 方 譲 与 税 ８８２ １，１３６ ８８２ １，５２０ ８８２ ６９９ ２，６４６ ３，３５５ ８，８２０

利子割交付金 １０３ ７０ １０３ ３８ １０３ ５５ ３０９ １６３ １，０３０

地方消費税交付金 １２７０ １，２４９ １，２７０ １，１８５ １，２７０ １，１６２ ３，８１０ ３，５９６ １２，７００

配当割交付金 １７ ２１ １７ ２７ １７ ３４ ５１ ８２ １７０

株式等譲渡所得割交付金 ６ ２３ ６ ２２ ６ １８ １８ ６３ ６０

ゴルフ場利用税交付金 ６２ ４５ ６２ ４４ ６２ ３８ １８６ １２７ ６２０

自動車取得税交付金 ２４３ ２４０ ２４３ ２３０ ２４３ ２３４ ７２９ ７０４ ２，４３０

地方特例交付金 ３０９ ３０９ ３０９ ２５５ ３０９ ９０ ９２７ ６５４ ３，０９０

地 方 交 付 金 １９，０６６ １９，６４９ １８，４０５ １９，４３２ ２０，８８８ １９，１４１ ５８，３５９ ５８，２２２ ２０６，２８６

交通安全対策特別交付金 ２７ ３２ ２７ ３３ ２７ ３２ ８１ ９７ ２７０

分担金・負担金 １，０９１ ８９１ １，０８９ ９２９ １，０９９ ９０１ ３，２７９ ２，７２１ １１，３０９

使用料・手数料 １，４７０ １，６２７ １，４７０ １，５８９ １，４７０ １，６１４ ４，４１０ ４，８３０ １４，７００

国 庫 支 出 金 ５，７７４ ７，６３０ ５，７１４ ６，４２０ ５，７９１ ５，９４７ １７，２７９ １９，９９７ ５８，３１８

県 支 出 金 ３，５３１ ４，４６１ ３，４９３ ４，１４０ ３，５９４ ５，１９３ １０，６１８ １３，７９４ ３８，１０５

財 産 収 入 ６９ ７５７ ６９ １８０ ６９ １２３ ２０７ １，０６０ ６９０

寄 附 金 ０ ２１ ０ １０ ０ ６ ０ ３７ ０

繰 入 金 ０ ３，３４２ ０ ３，６４３ ０ ２，２５８ ０ ９，２４３ ０

繰 越 金 ０ ５７３ ０ ８５８ ０ １，０１４ ０ ２，４４５ ０

諸 収 入 １，５５９ ２，３０１ １，５６５ １，６２７ １，５７４ １，７９２ ４，６９８ ５，７２０ １５，８４７

地 方 債 ７，６１６ １０，６８９ ７，５５４ ７，７４９ ５，２３２ ７，０７７ ２０，４０２ ２５，５１５ ６５，０１８

歳 入 合 計 ５４，１２４ ６６，２８１ ５３，２５６ ６１，１９７ ５３，５６２ ５９，８４３ １６０，９４２ １８７，３２１ ５４７，５６６

歳 出 項 目
２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 計画額

合 計計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額

人 件 費 １１，７７８ １２，３９４ １１，５８０ １２，８０９ １１，３８２ １２，５７０ ３４，７４０ ３７，７７３ １０８，４１１

扶 助 費 ８，９８８ ９，２９３ ８，９３１ ９，０５８ ８，８７１ ９，３４６ ２６，７９０ ２７，６９７ ８６，９３９

公 債 費 ８，２２０ ８，１９８ ８，２１５ ８，２８２ ８，１５２ ８，３７７ ２４，５８７ ２４，８５７ ７９，９３０

物 件 費 ６，７５９ ７，００８ ６，６２４ ６，９６０ ６，４９１ ６，９０４ １９，８７４ ２０，８７２ ６１，８２２

維 持 補 修 費 ５８３ ３０９ ５８３ ３４５ ５８３ ２５９ １，７４９ ９１３ ５，８３０

補 助 費 等 ３，７６３ ３，７９４ ３，６８８ ４，２５０ ３，６１５ ４，２７４ １１，０６６ １２，３１８ ３５，４１７

積 立 金 ３２０ ４，８１８ ３２０ １１２ ３２０ ２３８ ９６０ ５，１６８ ４，０００

投資・出資金・貸付金 ０ ８５２ ０ ８７１ ０ ８７０ ０ ２，５９３ ０

繰 出 金 ６，０２４ ６，１１２ ６，０５４ ５，６５５ ６，０８４ ５，５５９ １８，１６２ １７，３２６ ６１，６１１

投 資 的 経 費 ７，６８９ １１，８０５ ７，２６１ １０，９１１ ８，０６４ ９，５１０ ２３，０１４ ３２，２２６ １０３，６０６

合 計 ５４，１２４ ６４，５８３ ５３，２５６ ５９，２５３ ５３，５６２ ５７，９０７ １６０，９４２ １８１，７４３ ５４７，５６６

資料：新市建設計画と決算状況から作成。
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表３－９ 合併特例債事業起債額の内訳 （単位：千円）

事 業 内 容 ０５年度 ０６年度 ０７年度 合 計 発行予定総額

まちづくり基金 ３，０４０，０００ ３，０４０，０００ ４，０００，０００

総 務 費 市庁舎支所自家発電機設置、改修 ８９，７００ ２６５，９００ １９０，１００ ５４５，７００

４３，７００，０００

民 生 費 鏡山児童クラブ建設 １８，１００ １８，１００

民 生 費 保育所施設整備 ３９，３００ ３９，３００

衛 生 費 唐津衛生処理場整備ほか １７２，０００ １７２，０００

農林水産業費 土地改良事業 ４３，９００ ７２，６００ ４４，０００ １６０，５００

農林水産業費 呼子漁港整備 １，３００ １，３００

商 工 費 観光施設整備 ５０，３００ １８，０００ １８，８００ ８７，１００

土 木 費 土木関連事業総額 ９００，４００ １，３２６，９００ １，８０３，５００ ４，０３０，８００

うち新東唐津駅区画整理 ２５０，８００ ４３５，１００ ２８６，８００ ９７２，７００

うち松浦河畔公園整備 １７２，９００ ２１０，８００ ７，９００ ３９１，６００

うち地域情報化整備 ２３３，３００ ８０２，７００ １，０３６，０００

うち急傾斜地崩壊対策 １２，５００ ８００ １３，３００

うち唐津港整備 １０２，８００ ９６，９００ １７，４００ ２１７，１００

うち呼子港整備ほか ２５，７００ ２６，１００ ３５，９００ ８７，７００

その他道路・公園・河川・広場整備 ３４８，２００ ３１２，２００ ６５２，０００ １，３１２，４００

教 育 費 小中学校建設・改造、改修 ５１１，４００ ６１０，７００ ９８７，９００ ２，１１０，０００

教 育 費 社会教育・社会体育建設・整備 ２０４，９００ １７３，９００ １７，９００ ３９６，７００

消 防 費 消防本部・消防拠点整備、救急車 ９５，２００ １２３，６００ ３９２，８００ ６１１，６００

唐津港東港地区交流センター建設 ２１７，１００ ２１７，１００

特別会計・土木費 北波多中部開発 ２７，６００ ４６，８００ ６３，８００ １３８，２００

合 併 特 例 債 合 計 ４，９８１，５００ ３，０２７，５００ ３，５５９，４００１１，５６８，４００

合併特例債以外 公営住宅事業債 １９０，６００

辺地対策事業債 １０８，８００

過疎対策事業債 ２６７，１００

災害復旧事業債 ４，４００

臨時財政対策債 １，９８８，１００ １，７６６，２００ １，６０２，４４０

退 職 手 当 債

借 換 債

地 方 債 総 計 １０，６８９，１００ ７，７４８，７００

地 方 債 現 在 高 ７６，９９６，５３５７８，１２６，４４７

資料：市財政資料より作成。
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35― ―



今後、公債費負担や地方財政健全化法への対

応（実質公債費比率は１９．７。地方債発行の際

に「適正化計画」を求められる）を迫られる

情勢のなかで、教育費、人件費や扶助費など

住民のくらしに直結する経費と、市政を支え

る職員に対する経費の削減＝「唐津市政のリ

ストラ」に大きく舵を切ることが懸念される。

すでに、小中学校の大規模な統廃合計画や

支所組織の見直し案などが具体化されつつあ

り、島部では、火葬場廃止計画（高島、神集

島）、航路見直し計画などの案が出されてい

る。中心市街地に投資される一方、暮らしに

関わる「行革」が条件不利地域を中心とした

旧町村部、特に離島に大きな影響を与えると

考えられ、離島の暮らしが成り立たないとい

う事態がうまれるのではないかと危惧される。

７ こんな唐津をつくりたい
～あるべき唐津像を模索して

旧唐津市及び東松浦郡は、遠くは魏志倭人

伝に登場する「まつろの国」の時代から朝

鮮・中国への玄関口として、また、戦国時代

は、秀吉の朝鮮出兵の居城「名護屋城」を配

し、その後、幕府直轄の譜代の城下町として、

ともに栄えてきた歴史がある。こうした歴史

的背景を利用しながら国と佐賀県は、強硬に

合併を押しすすめた。そういう歴史的、地理

的要因による合併について全面的に否定する

ものではない。

しかし、新唐津市がいま進めようとしてい

る、新唐津市庁舎の建て替え、「まいづる」

デパート跡地の再開発、早稲田系列中高一貫

校の中心街への誘致などの旧唐津市中心市街

地再開発を見るとき、苦しい財政状況のなか

でさらに合併特例債という借金をして、多額

の財源を湯水のようにつぎ込み、急ぎ強行し

なければならない事業とは思えない。

今回のアンケートやヒアリング結果からは、

合併によって周辺部において行政サービスが

後退し、住民の不満や不安が強く出されてい

たことが確認できた。旧浜玉町時代であれば、

重油の急騰に対してすぐに予算対応がなされ

たのに、新唐津市になるとそれができないと

いう事態、あるいは地域づくりの取組をやっ

ても役場時代とは異なり支所職員は何もでき

ないし、してくれない事態など、本庁中心の

大規模な行政組織になる一方で、支所や地域

審議会にほとんど行財政権限がないことが、

産業振興や地域づくりに取り組む人たちから

共通して指摘された。

予算の執行権限も含めて本庁に集中させよ

うとする流れを、支所機能の充実や地域審議

会の機能強化などによって、中心部だけでな

く周辺部も活性化する・元気になるような政

策へ転換することこそが必要と考える。

唐津市の文化の代表である「唐津くんち」

は、松浦文化連盟の会長さんによれば、「い

かにも唐津市内の旧城下町の祭りのように見

えるけれども、周辺部の旧町村の様々な祭り

との関連や周辺部の農家の助けのもとに発展

してきた歴史がある」という。そういう周辺

部の町や村の産業や生活が衰退・疲弊し、今

回のアンケートでも明らかとなった「合併は
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良くなかった」・「合併は間違いだった」とい

う住民意識がいっそう強まれば、旧唐津市・

中心部との一体感を失い、それは間違いなく

唐津市中心部の衰退をも招くだろう。そのよ

うな唐津ではなく、もうひとつの唐津をつく

っていくために、これまでの調査結果から、

すくなくとも、次のような方向性を模索して

いく必要があろう。

（１） 唐津市の厳しい財政状況と今後の公共

投資

現状でも、唐津市財政の硬直化は著しく、

旧東松浦郡９町村との合併協議においても財

政問題もあり玄海町が合併協議会から離脱し

ている。現在施工中の唐津市都市計画事業新

東唐津駅土地区画整理事業や唐津市北波多ち

ぐさのニュータウンの土地分譲においては、

地価下落傾向が続くなか、事業採算の要とな

る保留地処分や土地売却が計画通りに進むの

か危惧される。

唐津市は、現在施工している事業の清算が

完了していない状況で、前述した旧唐津市街

地を中心とする公共事業を「コンパクトシテ

ィ」と名付けて進めようとしている。これら

の事業については、事業効果や事業規模を早

急に精査し、中心市街地周辺だけでなく周辺

部の住民の視点及び財政の維持可能性の視点

から、見直すべきである。

（２） 地域の特性にあわせたきめ細やかな施

策を

唐津市には、海、野、山が開け、自然特性

に規定されて、歴史的に多様な地域産業が展

開してきた。これらの産業振興を図るために

は、唐津市本庁一本での施策決定や予算づけ

では、重油高騰などの緊急事態にかかわらず、

柔軟かつ効果的に十分な対応ができないとい

う問題が明らかとなっている。また、現在策

定が進められている地域福祉計画についても、

生活領域に即した地区計画の必要性が指摘さ

れている。広大な唐津市域を、少なくとも旧

町村単位ごとに区分し、その地域ごとの住民

要求や課題をまとめ、市政に反映させ、機敏

に対応する地域自治組織の確立と十分な行財

政権限の付与が必要不可欠であると考える。

とりわけ、地域審議会については、アンケー

ト結果からも住民の周知度も低く、意思決定

機関及び地域づくりをすすめる組織としての

役割を行使できないという限界が明らかとな

っている。少なくとも地方自治法に定める地

域自治区の設置と、その範囲に住民の代表か

らなる地域自治組織の設定を行い、その役場

機能を果たす支所に対しては、地域内の独自

事業に対する行財政権限を認めるような、住

民のための行政改革が必要であろう。

（３） 地域の資源・人材を何よりも大切にし

た市政展開を

今回の調査を通して、多くの企業、団体の

リーダーが共通して指摘していたことは、唐

津には、何よりも、自然、農林水産物、歴史

といったすぐれた地域資源があり、そして何

よりも、それを積極的に生かす人材や団体、

個人も少なからず存在しているということで

第３章 唐津市における調査の概要
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あった。

合併後の地域間の交流を促進するために、

旧町村単位での食材を集めた鍋を一堂に集め

た鍋祭りを発案実施した藤元さんや、地域か

ら原料を調達するよう努力し、廃棄物を畜産

農家に循環するように配慮している宮島醤油

株式会社さん、あるいはエネルギー価格高騰

に対応するとともに地球温暖化防止への取組

を考え始めている JAからつ浜崎支所の皆さ

ん、さらに行政からの支援をあてにせず自分

たちの力で都市の住民との交流と合わせて地

域振興に取り組んでいる七山のおいでな菜園

の皆さん、全国の信用金庫のなかで先駆的に

合併後の地域調査を行い提言活動を行なった

唐津信用金庫の皆さん、地域の食材を活かし

て保育園や福祉施設の給食サービスを行って

いる唐津市社会福祉協議会など、わずかな間

でも多くの人々、団体との出会いがあった。

それ以外にも、唐津には多くの市民団体、

NPOが存在しており、これらの人々、団体

の皆さんの力を結集すれば、地域ごとに、そ

の個性を生かした多様な地域づくりや、観

光・交流のネットワークも広がっていくと考

えられる。

いずれにせよ、この中間報告をもとに、各

方面からご意見もいただき、さらに分析、検

討を加えることで、より具体的な唐津の将来

像を描いていきたい。

（こんな唐津をつくりたい

プロジェクトチーム）
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はじめに―北秋田市の概要

北秋田市は秋田県の北部中央に位置し、面

積は１１５２．５平方キ
ロ
メー
トルと、秋田県全体の約１０％

を占めている。秋田市から北東へ約６０キロメートル、
おおだて か づの かみ こ あ に

東は大館市・鹿角市、南は上小阿仁村に隣接
の しろ

しているほか、西は能代市二ツ井町に近接す

るなど県内主要都市に近く、市の中心部であ

る JR鷹ノ巣駅からの距離は、大館市が約１７
キ
ロ
メー
トル、能代市・鹿角市が約３０キロメートルとなってい

る。

市の北部を横断する米代川中流部の鷹巣盆

地を中心として、この盆地と米代川の支流で

ある阿仁川や小阿仁川等の河川の流域に優れ

た農地を形成し、市街地や集落が点在してい

る。産業は、稲作を中心とした農業や、衣

服・木材などの製造業があり、産業別就業人

口（平成１２年国勢調査）では第三次産業が約

５２％を占めている（北秋田市役所ホームぺー

ジ「市の紹介」より）。

しかし実態としては後述するとおり、基幹

産業である農業の衰退、具体的には国の誤っ

た農業政策の下でやむを得ぬ離農による農家

人口の減少、併せて農業従事者の生産意欲の

減退、さらに高齢化により出生率を死亡率が

上回り、人口減少が著しく、地域経済の衰退

が危惧される地域である。

１ 取り組みの概要

（１） 秋田県における取り組みの経過

２００８年３月２５日の自治労連秋田県本部四役

会議をへて、３月３１日に自治労連本部若井副

委員長が現地を訪問し、北秋田市職労の四役

会議で意義などについて説明を行い、基本的

に市職労幹部の了解を得た。

５月２日北秋田市中央公民館で中央本部、

県本部、研究者を交え、会議を開催し調査活

動の概要など執行部を対象に行われた。その

後、北秋田市職労執行委員会を週１回のペー

スで開催し組合員への理解・協力を得られる

ためにはどう進めていくべきか、アンケート

調査の独自調査事項など内容を吟味し調査方

法などの議論を重ねた。

この調査活動の成功の鍵は組合員の協力に

あったので、組合員の理解が重要であること

を一番に考え、教宣（ニュース）でシリーズ

第４章 北秋田市における調査の概要
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化して内容を伝えることにした。また、本来、

この活動を市職労として実施するかの議論が

必要であったが年度末の打診であったことか

ら、組合員全員の意見を聞き、要求に反映す

る機会でもある支部会議に提案できなかった。

そのため、５月２８日に市役所本庁大会議室で

代議員会を開催し、組合員の理解を得て正式

に運動がスタートすることになった。代議員

会には参加者数は、組合員の約４分の１にあ

たる３０人以上が参加し、調査研究活動、特に

全員がアンケートの配布回収活動に参加する

ことを確認した。

活動がスムーズにいくためには、住民がこ

の活動を事前に知ることも必要と考え記者会

見を８社（うち１社はテレビ局）の参加で６

月２０日に開催した。実際の報道はテレビ１社、

新聞４社であった。

（２） 調査研究活動の概要

本調査に際して、「北秋田市をよくし隊！」

を結成、長岐孝生（北秋田市職労委員長）を

隊長に任命した。調査研究活動の柱は５つに

分かれており、以下の通りである。

①個人アンケート調査

個人アンケート調査は、組合員一人が５世

帯以上の回収を目標にして、退庁後各戸訪問

して実施した。アンケート協力者には、北秋

田市をよくし隊！の名入りのタオルを配布し

ている。

また、地域労連加盟単組の協力と地域の高

校４校の協力で、１２１０枚のアンケート調査票

を回収することができた。組合員７４９枚、地域
よ ないざわ

労連１８５枚（米内沢病院：１１４、秋北新聞社１７、

年金者組合３９、高教組１５）、高校生２７６枚（鷹

巣農林１１１、鷹巣８６、米内沢５１、合川２８）の

回収となっている。（うち有効調査票１２００枚）

この取り組みには、北秋田市職労組合員１４７

名の全組合員が配布・回収の取り組みに参加

している。

②団体ヒアリング

団体調査については、市内の５２団体を対象

に事前に調査票を送付し、アンケート調査と

ヒアリングの協力依頼をし、後日ヒアリング

のために訪問するという形式をとった。その

結果、アンケートのみ回収できた団体が１９団

体、ヒアリングもできた団体が１４団体、合計

３３の団体から何らかの回答を得ることができ

た。

③限界集落における生活と意識に関する調査

少子高齢化によって集落の存在が危ぶまれ

ていることも当地域の最重要課題と考え、中

山間地域の農村（限界集落に近い集落）の暮

らしの変化・状況を調査するため、集落のヒ

アリング調査を実施した。

秋田大学教育文化学部政策科学講座の石沢

真貴先生の２、３、４年次学生が、８月２、
あか り また

３日にかけて、北秋田市明利又地区（１１世
いわ や

帯）、岩谷地区（９世帯）に対して、調査票

を用いた個別面接調査（聞き取り）を実施し、

明利又地区９票、岩谷地区５票の計１４票を回

収した。
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④農業従事者調査

この地域の特徴として、基幹産業の農林業

従事者である農家が地元商店街で消費し支え

てきたという傾向にあったことから、農業経

済状況について調査し関連付けていく必要が

あると判断したため、農家をヒアリング調査

した。

秋田県立大学の佐藤加寿子、椿真一両先生

が８月２０、２１日にかけて、北秋田市旧鷹巣町

の農家を対象にして、聞き取り調査を行った。

大規模水田経営、集落営農（法人と任意組織）、

肉牛繁殖と野菜複合経営、肉牛肥育経営、若

手農業者と従事形態別に８名の方から聞き取

ることができた。いずれも専業ないしは専業

的経営である。

聞き取り内容はすべてに共通ではないが、

主な設問としては「経営内容」「経営の沿革」

「この５年間の変化」「経営の課題」「地域の

課題」「行政への要望」などである。

⑤構造調査

１９８５年以降の国勢調査、商業統計調査、農

業センサスなど、公表されているデータを用

いて、１９８５年以降の変動を統計的に構造把握

することとした。

２ 調査結果の概要

（１）「構造調査」分析

①人口と人口動態

人口（国勢調査）は、秋田県全体でも北秋

田市では、漸減傾向となっている。２００５年と

１９８５年との比較でみると、秋田県全体では１２５

万人から１１５万人へと１９８５年比で９１．３％とな

っているが、北秋田市では５万人から４万人

に減少し、１９８５年比でも８１．１％と一段と低く

なっている（表４－１）。

年少人口の比率が４９．７％と県全体の５７．１％

と比べ７ポイント低く、また、生産年齢人口

も６８．４％と、県全体の８２．１％と比べ約１４ポイ

表４－１ 秋田県と北秋田市の人口（国勢調査） （単位：人、％）

１９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ０５年／８５年

秋 田 県

総 数 １，２５４，０３２ １，２２７，４７８ １，２１３，６６７ １，１８９，２７９ １，１４５，５０１ ９１．３

０～１４歳 ２５０，４７３ ２２０，０６５ １８９，００２ １６３，２６３ １４３，０２０ ５７．１

１５～６４歳 ８４５，４７３ ８１５，８４０ ７８６，９８３ ７４６，２５２ ６９４，２８８ ８２．１

６５歳以上 １５８，０８６ １９１，５７３ ２３７，６８２ ２７９，７６４ ３０８，１９３ １９５．０

北秋田市

総 数 ４９，３５６ ４６，６６０ ４４，７９４ ４２，０５０ ４０，０４９ ８１．１

０～１４歳 ８，９８５ ７，５５１ ６，２７０ ５，２４４ ４，４６８ ４９．７

１５～６４歳 ３２，８０３ ３０，２３９ ２７，８２７ ２４，６６５ ２２，４２１ ６８．４

６５歳以上 ７，５６８ ８，８７０ １０，６９７ １２，１４１ １３，１６０ １７３．９

出所）『国勢調査』による。
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ント低くなっている。秋田県全体としては９０

年代に自然減に転じたが、北秋田市では、８０

年代後半から自然減少になっている。９０年代

までは県全体で毎年３万人程度、北秋田市で

２０００人程度の減少であったが、９０年代後半以

降その減少カーブがきつくなっている。

高齢化率についてみると、２００５年では、高

齢者が秋田県全体では１９８５年比で１．９５倍とな

り高齢化率は２６．９％となっているが、北秋田

市では、１．７４倍、高齢化率は３２．９％となって

いる。

雇用の場の少なさから、生産年齢人口が減

少となり、全体人口の減少につながり、それ

がまた地域経済の衰退につながっている、と

いうサイクルになってしまっている。

②就業構造

就業者数をみると、図４－１のように、９０

年代後半以降減少カーブがきつくなっている。

秋田県全体では１９８５年には６２万人が６１万人と

９５年まではほぼ減ってはいないものの、北秋

田市は２万５０００人が２万２０００人と減り、さら

に２００５年には１万９０００人と減っている。

北秋田市は、もともと県内でも第一次産業

従事者の多い地域であったが、とりわけその

中心である農業で、県全体よりも減少率が大

きくなっている。

第二次産業では、県全体では９０年代半ばま

では、建設業が伸びていたが、北秋田市にお

いてはその増加が顕著ではなく、その後、建

設業においても就業者を減らしている。製造

業は、９０年がピークになっているが、北秋田

市では、県全体に比べ下がり方が早くなって

いる。

第三次産業については、県全体では総数が

増えているのに対して、北秋田市はほぼ変化

図４－１ 就業者数の推移（県全体、北秋田市） （単位：人）

出所）『国勢調査』による。
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がない。卸売・小売業が、県全体ではほぼ同

数であるのに対し、北秋田市では減少を続け

ていることが大きい。県全体では１．３３倍にな

っているサービス業が、北秋田市では１．２４倍

にとどまっている。公務も、北秋田市では

２０００年にかけ増加したものが急減している。

営林署（国）の統廃合の影響であろう。

③商業

商業のうち小売業については、事業所数は

減少しつづけているものに、従業者数、販売

額については１９９４年までは上昇しており、そ

の後は、どちらも減少している。北秋田市は

９０年代後半以降の落ち込みが急になっている。

人口減少も県全体とくらべ大きいので、ある

意味では当然ではあるが、それと比べても大

きい（表４－２）。

④農業

県全体、北秋田市とも、大規模化と高所得

化の農家がある一方（１０００万円以上農業所得

者が、１％台から２％台への増加）で、販売

農家数の減少が顕著である。農業従事者は、

県全体で１９８５年に１３万人が２００５年に９万人と

減少している。この期間に、北秋田市では

６２００人が３６００人になっており、ここでも減少

幅が県全体と比べ大きい。県全体でも、女性

の農業従事者が少なくなっているが、北秋田

市ではそれよりも減り幅が大きくなっている

（１９８５年～２００５年で、県全体では４０％減のと

ころ、北秋田市では５０％減）。

生産所得は、秋田県全体では１９８５年３１７５億

円が２００５年の１８６６億円へと約６割に減少して

いる。北秋田市では、同じく１４９億円が７９億

円と５３％水準となっており、県全体と比べ６

ポイント減少幅が大きい。その割合を主要耕

種でみると、北秋田市は、全国的にみて米作

中心の農業県である県全体と比べ米作・野菜

が少し低く（それでも米作の比率はとても大

きい）、畜産が比較的大きな比重を占めてい

る。県全体は、米作→野菜への変化がある一

方、北秋田市では、比内地鶏の影響もあり養

表４－２ 商業（小売）事業所数、従事者数、販売額の推移

（単位：箇所、億円）

１９８５年 １９８８年 １９９４年 ２００２年 ２００４年 ９４／８５年 ０４／９４年

秋 田 県

事 業 所 数 ２３，７８４ ２３，８６９ ２１，８５９ １８，０４７ １７，５２１ ０．９２ ０．８０

従 事 者 数 ７３，０８３ ７７，００１ ７６，８２０ ７５，０７２ ７５，５２２ １．０５ ０．９８

年間販売額 １０，０５０ １０，９０１ １３，３７３ １１，８１６ １１，７３３ １．３３ ０．８８

北秋田市

事 業 所 数 ９０８ ８６６ ８１３ ６０８ ５７７ ０．９０ ０．７１

従 事 者 数 － ２，７３７ ２，５７２ ２，２２２ ２，１１４ ０．９４ ０．８３

年間販売額 － ３６７ ４２８ － ３３８ １．１７ ０．７９

出所：『商業統計調査』による。北秋田市の従事者、販売額の－は秘匿。そのため比率は、９４／８８年で

算出。
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鶏の伸びが顕著である（表４－３）。

（２） 個人アンケート調査結果

①個人アンケート集計データからの分析

回答者の性別をみると男女比率が概ね５０％

となっていることから男女間での意見の偏り

はない。

世帯数については、北秋田市の全世帯数が

１万４７１５世帯であり他地域からの調査票もあ

るが、８．２％の１２００世帯から調査票が回収で

きたことはデータとして有効かつ精度の高い

ものであると判断できよう。

また、地域別でも鷹巣地区７５６７世帯（全世

帯数に対する割合５１．４％）、合川地区２９５８世

帯（２０．１％）、森吉地区２５９７世帯（１７．７％）、

阿仁地区１５９３世帯（１０．８％）で回収居住地域

別割合が鷹巣地区６５％、合川地区１０．７％、森

吉地区１３．７％、阿仁地区４．７％となっており、

鷹巣以外の地域とのバランスも概ねとれてい

る。

地域性から世帯構成で一人暮らしの比率が

もっと多くなると思われがちだが、一人世帯

（独居老人世帯）では調査に協力していただ

けないケースが多くあることから少なくなっ

ている。二世代、三世代世帯が多いのは現役

世代が関心を持ち、家計の中心であることか

ら協力してくれたためと判断する。これは、

年齢構成にもあるとおり４０歳代、５０歳代に集

中していることでも読み取ることができる。

調査票を記入できる世代でもあることや設問

で世帯主が必ず記入するものとしていないこ

ともその要因であると思う。

また、世帯主の主な職業・収入源では、基

幹産業である農林漁業の比率が低く、会社

員・公務員が５０％を超えているが、農林漁業

に携わっていないということではなく、「農

家」であるが日常の生活形態・収入の割合な

どから農業を従とする兼業農家が多いという

ことである。農業と答えているのは専業的農

家であると判断することができる。

社会保障・家庭の収支（表２－３など）の

データからは、年間の収入（年金も含めて）

は減少している。これはこの地域にかかわら

ず全国的な傾向にあると判断するが、首都圏

と地方との間にあった格差がそのままではな

く、低賃金である地方の水準がさらに低くな

っているものと推測される。生活するために

は、これまで蓄えた貯金を取り崩している傾

向もみられる。併せて、税金、公共料金、医

療費といった社会保障にかかわる負担は増え

表４－３ 農業生産所得（主要耕種）の構成比の推移

（単位：％）

１９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年

秋

田

県

米 ６７．９ ６５．２ ６９．５ ６３．５ ６１．０

野菜 ８．３ １１．２ １２．１ １４．０ １３．２

肉牛 ３．９ ４．４ ２．５ ２．２ ３．１

乳牛 １．９ ２．２ １．９ １．７ １．９

鶏 ２．４ ２．１ ２．５ ３．２ ３．４

北
秋
田
市

米 ６０．５ ５９．３ ６１．４ ５８．７ ５５．１

野菜 ６．９ １０．０ ９．２ １１．０ ８．０

肉牛 ７．８ ５．８ ２．６ １．８ ３．０

乳牛 ５．０ ６．６ ６．３ ６．４ ７．２

鶏 ３．９ ４．５ １１．６ － １８．３

出所）『生産農業所得統計』による。「－」は不明。
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ており、住民の生活は困窮の一途をたどって

いる現状を浮き彫りにしている。

福祉サービス費の増は、高齢化社会の進行

と介護等を担う現役世代は現金収入が必要と

し就業せざるを得ない状況にあることを示し

ているのではないか。

こうした、社会保障費の増が年間支出額を

押し上げていることは明らかであるが、教育

費が増えたと回答していることについては、

教育の在り方（受験第一主義）・施策はもと

より、この地域の特徴である高校への通学費

も関係してきているのではないかと考える。

最も困っている問題（表２－９）として、

「物価が高くなっている」の４０．２％が突出し

ている。それについで、「収入が少ない」の

２９．２％となっているが、前述の生活の困窮を

顕著に表しているものである。

日常生活については、交通の便（表２－１０）

は、「変わらない」が７４％でもともと公共交

通機関が少ないこの地域は、自家用車に頼っ

ている地域特性を表している。しかし「不便

になった」が２３．８％とあり、生活バス路線の

廃止、本数の減も影響しているとも考えられ

る。回答者に現役世代が多かったため、公共

交通機関に頼らなくても現在は生活できてい

るということであろう。

郵便局、銀行・農協のサービスについては

概ね「変わらない」が圧倒的であるが（表２

－１２、表２－１３）、これは郵政民営化による

特定郵便局の廃止、集配の変化、郵便局の位

置の変更はこの地域ではなかったことや銀行

はここ数年合理化がされていないなどの条件

が要因であると思う。ただ、農協が支所を廃

止（JA鷹巣町）した影響は少なからずある

はずで、特化した数値としては現れてはいな

いものの考慮すべき点であろう。

福祉サービスについても（表２－１４）、先

進的といわれた鷹巣の福祉行政ではあったが、

福祉サービス自体は大きく切り下げていない

ことから「変わらない」が８０％をこえている。

病院・診療所のサービス（表２－１５）も「変

わらない」が７４％と多いが、鷹巣地区は開業

医も多く、厚生連の病院も近くにあるので不

便になったという感覚はないと分析すれば、

データも納得できるのではないだろうか。し

かし、２２．８％が「不便になった」と答えてい

る。公立米内沢病院の診療科の減、阿仁病院

の入院受け入れ不可能となったことが要因と

考えられ、合川・森吉・阿仁地区（総称：阿

仁部）の声と判断する。これは、一番困って

いる問題（表２－１６）の「病院が遠くなった」

の２２．３％の数字からも読み取れる傾向である。

さらに、一番困っている問題で「災害の危

険が増している」が２１．６％となっているのは、

昨年９月１７日に甚大な被害をもたらした水害

があったことからその影響だと分析する。こ

の項目の中で２６．６％と比較的高い比率であっ

た「隣近所のつながりがよわくなった」は意

外であったが、農村集落の衰退の指標でもあ

ると判断する。

②北秋田市独自設問

合併後の暮らしを聞いたところ、「変わら

ない」が５６．５％と半数を占めているが、本庁
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が鷹巣にあるため鷹巣地域の住民の多くの意

識であると思うが、「悪くなった」の４０．８％

については阿仁部の地域がほとんどであると

推測される。支所となり職員数も減ったこと

で行政機能がうまく果たせていないことも考

えられるが、地元の消費も含めて活力が失わ

れたと感じているのではないだろうか。この

ほか、アンケートの鷹巣地区以外の構成率の

３５％を上回ることから、本庁舎のある鷹巣地

区でも合併により悪くなったと考える人がい

ることと言える。

地域産業に必要なことを聞いたところ、

「国の政策の見直し」が４１％と大きな割合を

占めている。農業が主な収入源ではないにも

かかわらず、耕作しても機械の償却費すら捻

出できないような小規模農家が生き残れない

政策への不満ではないだろうか。併せて農家

に限らず、商店などの自営業全般にいえる

「後継者不足」を象徴する「後継者の育成」

が２８％となっている。産業の衰退、商店街の

存続の危機に直結する大きな問題である。

最後に地域の医療に求めることでは、「医

療費の軽減」３１．５％、「国保料・保険料の軽

減」２４．３％と社会保障にかかる部分に要望が

あるが、裏を返せば収入が少ないとも読み取

れる。「救急医療の充実」２５．１％、「高度医療

の充実」２２．３％で大きな割合を占めているこ

とは、建設中の市民病院の目指すものと一致

しているとも捉えられる。

ただし、現役世代が多いデータのバランス

を考慮すると高齢者が求める療養型は実感が

ないということも考える必要があるため単純

には結論付けることはできないのではないか。

概ね予想した内容の回答であると感じたと同

時に社会情勢を反映された内容となっている。

生活は苦しくなる一方で、市の政策に大き

な関心を寄せている。それは市民病院が建設

中であること、災害が起きた翌年でもあるこ

となど時期的なタイミングが、それらに対す

る関心の高さを顕著に示している。

また、国の政策を変えなければ解決しない

問題（農業、医療など）が多くあることも確

認できた。

③今後の活動

まだデータ集計の段階にとどまっているこ

とから、今後、記述回答の内容を整理し、こ

の地域の課題をまとめることとする。また、

秋田県全体の課題、全国的な課題にわけてそ

の政策をつかさどる団体・関係する団体に県

本部、県労連の協力を得てヒアリングを実施

していく。さらに、専門的な視点で分析され

る農業経済、中山間地域の集落の問題をこの

調査とどのように関連付けていくかを検討し

ていかなければならない。

（３） 団体ヒアリング（アンケート）結果

①訪問し、ヒアリングの出来た団体

団体名称

１ 北秋田市商工会

２ 鷹巣駅前商店振興組合

３ 銀座通り商店街振興組合

４ 阿仁下新町商店振興会

５ 北秋田市観光協会
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６ 北秋田市自治会：鷹巣

７ 北秋田市自治会：阿仁

８ 北秋田市建設業協会

９ 大館北秋田市森林組合

１０ JA鷹巣町

１１ JAあきた北央

１２ 北都銀行

１３ 医師団

１４ ハイヤー協会

②アンケート調査に協力していただいた団体

１．北秋田市老人クラブ鷹巣支部

２．自治会阿仁支部

３．鷹巣町漁業協同組合

４．�合川商店振興会
５．㈱秋田銀行鷹巣支店

６．㈱秋田銀行阿仁合支店

７．㈱北都銀行米内沢支店

８．秋田県信用組合鷹巣支店

９．秋田県信用組合森吉支店

１０．社会福祉法人七日市保育会七目市保育園

１１．社会福祉法人鷹巣地の塩会（しゃろ一む）

１２．社会福祉法人綴子保育園

１３．社会福祉法人県北報公会

１４．たかのす福祉公社

１５．秋田県立鷹巣高等学校

１６．北秋田市立合川高等学校

１７．秋田県立比内養護学校たかのす分校

１８．北秋田市・上小阿仁村連合婦人会森吉支

部

１９．北秋田市・上小阿仁村連合婦人会阿仁支

部

２０．未来子育てくらぶ

③ヒアリング（団体アンケート調査）の特徴

ヒアリング（アンケート調査）を終えたも

のの、全ての調査票等を整理していない現状

にある。

概要的なまとめになるが、地域を変えよう

としている積極的な団体、国策（行政）だの

みのやや消極的な団体、アイデアは持ってい

るがそれをうまく活用できていない団体の大

きく分けて３つに分類できるのではないか。

しかし、現実は地元に活力を与えるための

活動に貢献したいがまずは足元を固めること

が第一であり、現実と理想の狭間で苦しんで

いるように感じられた。

（４） 農業従事者聞き取り結果

２００８年８月２０日から８月２２日にかけて、北

秋田市の農家を対象に聞き取り調査を行った。

大規模水田経営（Ｃさん）、集落営農（法人

〔Ｆさん〕と任意組織〔Ｄさん〕）、肉牛繁殖・

水稲・野菜複合経営（Ｂさん）、肉牛肥育経

営（Ａさん），酪農経営（Ｅさん）、若手農業

者（Ｇさん）、水稲・野菜複合経営（Ｈさん）

の合計８名から聞き取りをおこなうことがで

きた。いずれも専業ないし専業的経営である。

聞き取り調査の範囲では以下の点が指摘でき

る。

・Ａさんは経営の中心である肉牛経営が比較

的安定しているため、独力での経営展開を

志向している。乾燥・脱穀（籾から玄米へ）
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作業について作業受託をしているが、減ら

したいという意向を持っている。Ａさんの

集落では大規模農家もいないとのことで、

将来の集落内農地の管理体制が心配される。

・Ｂさん、Ｃさんの聞き取りからは、１９８０年

代に先進的に（中型？）水田機械を導入し

た農家へ、作業受託の集積が進んだが、そ

の後水田機械の普及によって、作業受託が

分散し、しかし、現在は作業受託分が借地

に切り替わりつつあるようである。しかし

ながら、両氏とも積極的な水田面積の拡大

は考えておらず、それぞれの地域でも経営

規模の大きな人でも若い人はおらず、１０年

後の地域の農業像は描けていない。

・稲作中心の経営では機械償却費を積めなく

なってきているようである。

・水路改修や地代水準、土地改良の償還金を

めぐって、地主と耕作者の間でどのように

費用分担をすべきか、これまでのルールが

崩れつつあるかもしれない。行政を含む第

三者による調整が重要になっている。特に

全国的に水利施設改修の時期に来ており、

各地で問題が生じているようである。かな

り深刻な問題であるはずだが、全国の土地

改良区ではどのような議論がされているの

か。ここは地域内の調整を指導することで

行政の役割が期待されるところであろう。

・集落営農では、任意の集落営農であっても、

集落の担い手を明確化させるという機能が

果たせている。集落規模もおおきくなく過

渡的な集落営農と言えよう。

・法人化した集落営農では、機械の共同利用

化が進んでおり、稲の刈り取りコストは下

がっていると考えられる。今後の展開方向

については要検討。当事者は複合化による

周年雇用の確立と若い従事者の確保を課題

に上げている。

・酪農経営では以前からの低乳価と今年の飼

料・燃料費の高騰に苦しんでいる。従来だ

と乳価と飼料代は連動して動いていた感じ

だが、今回は状況が違うと感じている。こ

の春からの乳価の上昇も燃料費上昇で相殺

され、経営の改善につながっていない。こ

のような中、飼料を国産へと切り替えるこ

とが検討されていることが注目される。ま

た規模を拡大したこともあって飼料作が負

担となっているようだ。堆肥の問題もあり、

耕種農家と畜産経営の連携は今後も模索さ

れるべき課題である。

・若手農業者は労働力の制約から水稲作の拡

大に意欲的である。

・中山間地で野菜作りをおこなっているＨさ

んは集落唯一の専業農家として、水稲作の

拡大にも前向きである。集落を元気にした

いという気持ちは強く、小学校の廃校舎を

利用したグリーンツーリズムなどを構想し

ているが、具体化の手がかりはまだ見えて

いない。

（５） 限界集落調査

①本調査について

本調査は、「地域経済の再生・地域づくり」

合同研究会による北秋田市のアンケート・ヒ

アリング調査の一環として、地域の実情を把
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握するために企画実施されたいわゆる「限界

集落」調査である。現地調査は、２００８年８月

２日（土）から３日（日）にかけ、秋田大学

石沢真貴先生と同大学教育文化学部２・３・

４年次学生１２名が調査票をもちいた個別面接

調査法（聞きとり調査）によって実施された。

調査項目は、「日常生活」、「地域の活動」、「つ

きあい・助け合い」、「福祉サービス」、「今後

の地域生活」、「対象者基本属性」、「農業」、

「自由記述」である。回収調査票は２集落合

わせて１４票（岩谷地区５票、明利又地区９票、

回収率７０％）である。

②調査対象地の概要

本調査で対象となっているのは、北秋田市

のなかでも旧鷹巣町に位置する山間地最奥の

２集落、岩谷地区と明利又地区である。岩谷

地区は人口１８人（うち６５歳以上人口９人で９

世帯、明利又地区は人口３７人（うち６５歳以上

人口１１人）で１１世帯である。大野晃長野大学

教授による定義では、限界集落とは集落内の

６５歳以上人口が５０％以上の集落をさすが、本

調査ではその基準のみでなく、集落が生活の

場として機能しているかどうかという観点か

ら総合的にみて選定した。また、北秋田市内

の旧合川町、旧森吉町からみると、この２集

落は、行政機関や病院等が集中する市の中心

市街地に近い地域であり、北秋田市全域とし

ては地域的に偏りがあることをあらかじめ断

っておく。

③調査結果の概要

紙幅の関係で、本中間報告では詳細な結果

内容を示せないため、２集落の世帯の特徴に

ついて現時点で整理できた大まかな傾向のみ

を記しておく。

・岩谷地区が高齢者世帯で構成されているの

に比べ、明利又地区では相対的に世代も家

族構成も多様な世帯がみられる。

・農業従事者が主である岩谷地区に対して、

明利又地区は若い世代も生活しており、会

社勤めの世帯もある。親世代の職業は鉱業、

林業従事の傾向がある。

・両地域ともに、他出子は関東地方と秋田県

内に二分化して生活している傾向がある。

・両地域ともに、災害など危機管理に対して

は家族・親族ネットワークが比較的密に維

持されているためか希薄な側面がみられる。

・両地域ともに、現在居住の集落に住み続け

たい意向をもつものの、一方で生活上の不

便さも意識している。

④作業進行状況と今後の予定

現在、回収した個別の調査票から質的デー

タの転記簿を作成し項目毎の整理を終えた段

階であるが、今後分析のポイントを検討しつ

つ、最終報告書を作成する予定である。

３ おわりに

信金中金総合研究所は月刊誌 SCB（SHIN-

KIN CENTRAL BANK）を発行しているが、

No．１９－８（２００７年１２月２６日号）で、「市町村
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のタイプに応じた地域経済の活性化策」なる

レポートを発表している。この中で、２００５年

の国勢調査を始めとした６０の統計指標を基に

して、平成の大合併後の市町村の地域特性を

分析し、全市町村を８つのタイプに分類して

いる。それらは、成長型４タイプ、衰退型４

タイプに大きく分かれるが、北秋田市は「衰

退型・高齢地区」に分類されている。この地

区の特徴について、「人口の減少が著しく、

高齢化が深刻化している地域。医療福祉サー

ビスは比較的充実しているが、今後も担い手

を確保できるかどうかが課題であり、医療福

祉従事者を中心に労働力確保に取り組む必要

がある。」と述べている。同類の自治体に北

海道夕張市、東京都奥多摩町など、３０３市町

村を挙げている。

私たちの調査でも概ね、このレポートと同

様の結果を得ることが出来た。問題はこの状

況をどのように改善・克服するか、いわば

「提言」の部分である。北秋田チームは１０月

５日に「第２回北秋田市をよくし隊！提言ま

とめ協議」の開催を皮切りにして論議を開始

し、提言をまとめる予定である。

（北秋田市をよくし隊！）

北秋田市では、調査のお礼にタオルを配った。
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守口市�

大阪市�

はじめに

本章では、守口市地域に焦点をあて、主に

官庁統計を用いた構造分析、決算カードによ

る財政分析、住民意識調査アンケートの分析

によって地域構造の把握を試みたものである。

本稿の位置付けは、住民アンケート調査、統

計を用いた構造分析を通して、地域経済・生

活の変化、課題、可能性を検討した「中間報

告」であり、守口市の特徴を整理している。

今回の調査で取り上げる、守口市は、大阪

市の東部に位置しており、河内地域に属して

いる。この地域は、明治期から製造業を発達

させていた。守口市の工業は、大阪市内から

移転した企業や農村的副業がメリヤス製造業

に従事しており、それらが用いた紡績機械や

織物機械の補修・修理の工場から機械金属産

業を勃興することにになった。特に、守口市

には、多数の工場が存在しており、電気機械

器具製造業、機械金属関連産業を中心とした

産業集積を形成している。守口の機械金属産

業は、工場数が少ないながらも、大阪経済の

製造業を支えてきたのである。

以上から守口市の地域構造を次の手順で明

らかにしたい。第１節では、守口市の市政概

要について述べる。第２節では、『国勢調査』

『事業所企業統計』『工業統計表』の官庁統計

を用いて守口市の構造分析を行った。第３節

では、決算カードを用いて東大阪市、守口市

財政状況と地域経済の影響の考察を行った。

第４節では、守口市職員労働組合が２００８年

（平成２０年）６月に実施した住民意識アンケ

ート調査の結果を用いて分析を行っている。

１ 守口市の市勢概要

守口市は、人口１４万７８９８人（男性７万２４９８

人、女性７万５４００人）、世帯数６万７７５５の大

阪府内衛星都市の一つである。守口市の位置

は、大阪府のほぼ中央であり、淀川左岸部に

位置し、大阪市の東部に隣接している。守口

市は、門真、寝屋川、交野市、枚方市ともに

北河内地域に属している。

守口市は、１９４６年（昭和２１年）に守口町が

隣接していた三郷町と合併することで大阪府

内１１番目の市として誕生する。１９５７年（昭和

３２年）、庭窪町と合併して現在の市域となっ
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た。高度成長期に入って、守口市の人口は急

激に増加した。守口市の人口は、１９６０年（昭

和３５年）に１０万２２９５人であったが、１９７０年

（昭和４５年）には１８万４４６６人と飛躍的な増加

を見せたのであった。翌年には、人口がピー

クに達して、１平方キ
ロ
メー
トルに１万４３１８人が居住

するという全国有数の人口密集地域となった。

産業の特徴は次の通りである。２００５年『国

勢調査』の産業別就業人口比率では、第一次

産業０．２％、第二次産業３１．３％、第三次産業

６４．１％となっている。２００６年の『工業統計表』

によれば、製造品出荷高や従業者数に占める

電気機械器具製造業の比率が高いという特徴

がある。その背景としては、守口市にパナソ

ニック、三洋と大手二大メーカーの工場が立

地していることにある。もう一つは、守口市

は、多種多様な製造業分野の中小企業の集積

地でもある。

交通としては、鉄道が大阪市内から守口市

北部に大阪市営地下鉄谷町線、大阪空港から
だいにち

伸びる大阪モノレールの大日駅がある。また、

守口市南部には、京阪電鉄本線が東西に走っ

ている。道路は、国道１号線・国道１６３号線、

大阪内環状線、大阪中央環状線、阪神高速道

路守口線、近畿自動車道と整備されている。

交通は発達し、各都市にアクセスできる。

２ 守口市の構造調査

（１） 就業者数の変化

表５－１は、１９９５年から２００５年の守口市就

業者数の変化を示したものである。守口市の

表５－１ 守口市就業者数の変化

産 業 大 分 類
１９９５年 ２０００年 ２００５年

就業者数 構 成 比 就業者数 構 成 比 就業者数 構 成 比

非農林水産合計
建 設 業 １０，４１８ １２．９％ ８，６７２ １２．１％ ７，１３６ １０．８％
製 造 業 ２０，７４０ ２５．８％ １６，４１０ ２２．９％ １３，６０３ ２０．５％
電気ガス熱供給水道業 ４３６ ０．５％ ３８６ ０．５％ ２７３ ０．４％
運輸・通信業 ６，１６８ ７．７％ ５，５４３ ７．７％ ６，０４２ ９．１％
卸売小売業飲食店 １９，２８２ ２３．９％ １７，０６０ ２３．８％ １５，１９８ ２２．９％
金融保険業 ２，１４２ ２．７％ １，６２２ ２．３％ １，３３８ ２．０％
不 動 産 業 １，２４９ １．６％ １，２１８ １．７％ １，３３３ ２．０％
医療・福祉 ０．０％ ０．０％ ５，４０５ ８．２％
教育・学習支援業 ０．０％ ０．０％ １，８７２ ２．８％
複合サービス業 ０．０％ ０．０％ ４１５ ０．６％
サービス業 １７，０９５ ２１．２％ １７，３６８ ２４．２％ ９，５１５ １４．４％
公 務 １，６３４ ２．０％ １，３６７ １．９％ １，０４６ １．６％

総 数 ８０，５３７ １００．０％ ７１，７３６ １００．０％ ６６，２３６ １００．０％

出所：総務省『国勢調査』より作成。
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構成比は、１９９５年に製造業分野が２５．８％と高

い比率を占めていた。しかし、２０００年の構成

比では、卸売小売飲食店業が第一位となった。

製造業は首位から転落したのである。２００５年

には製造業は、さらに２０００年から２．４ポイン

ト減少している。原因としては、守口市製造

業企業の廃業や大手メーカーの生産拠点が海

外に移転したことにあると考えられる。

表５－２は、守口市の産業別就業者増減率

を考察している。旧分類のサービス業が産業

分類の変更で大幅に減少していることに留意

せねばならない。産業別では、製造業分野の

減少が大きい。産業別の減少数では、全期間

で製造業が第一位を占めている。次に、卸売

小売業飲食店が第二位であった。第三位が建

設業である。産業別の減少率は、１９９５－２０００

年に金融保険業２４．３％、次いで製造業２０．９％

の減少であり、２０００年－２００５年に民営事業所

でサービス業を除くと電気ガス熱供給水道

２９．３％、建設業１７．７％、金融保険業１７．５％、

製造業１７．１％の減少となった。

以上のことから、製造業分野では、就業者

増減数、増減率とも著しい減少傾向にある。

この傾向は、大阪府や東大阪市においても同

様な傾向が見受けられる。守口市の製造業就

業者の減少は、地域経済にも大きな影響を与

えていると考えられる。

（２） 製造業の業種別分析

製造業就業者数が大幅な低落傾向にあるこ

とが分かった。それでは、どのような業種を

減少させているのであろうか。表５－３、表

５－４は、守口市の産業中分類で産業別従業

者数推移を示している。守口市製造業の特徴

は、電気機械器具製造業のウェイトが高いこ

とにある。従業者総数では、１９９５－２０００年に

１５％程度増加している。しかし、繊維工業、

衣服・その他の繊維縫製製品製造業、金属製

表５－２ 守口市の産業別就業者増減率

産 業 分 類 １９９５－２０００増減数 ２０００－２００５増減数 １９９０－２０００増減率 ２０００－２００５増減率

建 設 業 －１７４６ －１５３６ －１６．８％ －１７．７％
製 造 業 －４３３０ －２８０７ －２０．９％ －１７．１％
電気ガス熱供給水道業 －５０ －１１３ －１１．５％ －２９．３％
運輸・通信業 －６２５ ４９９ －１０．１％ ９．０％
卸売小売業飲食店 －２２２２ －１８６２ －１１．５％ －１０．９％
金融保険業 －５２０ －２８４ －２４．３％ －１７．５％
不 動 産 業 －３１ １１５ －２．５％ ９．４％
医療・福祉 ５４０５
教育・学習支援業 １８７２
複合サービス業 ４１５
サービス業 ２７３ －７８５３ １．６％ －０．９％
公 務 －２６７ －３２１ －１６．３％ －２３．５％

出所：総務省『国勢調査』より作成。２００５年からサービス業の内訳が変更になっている。
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品製造業、電気機械器具製造業は、大幅な減

少数、減少率となった。とりわけ、この時期

の繊維工業、衣服・その他の縫製製品製造業

は、壊滅的な打撃を被った。特に電気機械器

具製造業の従業者数は大きく減少している。

２００３年－２００５年では、従業者総数が９％の

減少となっている。産業別では、衣服・その

他の繊維縫製製品製造業、食料品製造業、電

気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業

が低落傾向にある。特に、電気機械器具製造

業の従業者数が大幅に減少している。守口市

製造業の主力産業である電気機械器具製造業

は、１９９５年から長期低落傾向が続いている。

（３） 今後の課題

以上のことを踏まえて、最近の守口市にお

ける官庁統計を用いた構造調査の特徴を整理

してみたい。

第一には、１９９５年から２００５年に産業構造が

製造業からサービス産業へと変化を遂げたこ

とにある。これは、製造業が最大の雇用先と

いう地位から転落したことを意味する。

表５－３ 守口市の従業者数の推移（改正以前の産業分類）

産 業 分 類
１９９５年 ２０００年 １９９５－２０００

増 減 数
１９９５－２０００
増 減 率従業者数 構成比 従業者数 構成比

食料品製造業 ８７２ ６．０％ ３２２ １．９％ －５５０ －１７１％
繊維工業（衣服、その他の繊維製品を除く） １９１ １．３％ ４２ ０．２％ －１４９ －３５５％
衣服・その他の繊維製品製造業 １，２１２ ８．３％ ７５０ ４．４％ －４６２ －６２％
木材・木製品製造業（家具を除く） x x ―
家具・装備品製造業 ２６７ １．８％ ６，００２ ３５．２％ ５，７３５ ９６％
パルプ・紙・紙加工品製造業 ４０８ ２．８％ ３９４ ２．３％ －１４ －４％
出版・印刷・同関連産業 １，１１９ ７．７％ ８９０ ５．２％ －２２９ －２６％
化 学 工 業 １３２ ０．９％ ９５ ０．６％ －３７ －３９％
プラスチック製品製造業（別掲を除く） ９２９ ６．４％ ７４７ ４．４％ －１８２ －２４％
ゴム製品製造業 １０５ ０．７％ x
なめし革・同製品・毛皮製造業 １３ ０．１％ x x
窯業・土石製品製造業 ４３ ０．３％ ５０ ０．３％ ７ １４％
鉄 鋼 業 ５８ ０．４％ ６９ ０．４％ １１ １６％
非鉄金属製造業 ５７ ０．４％ ７３ ０．４％ １６ ２２％
金属製品製造業 １，７４１ １２．０％ １，３６９ ８．０％ －３７２ －２７％
一般機械器具製造業 １，８８１ １２．９％ １，６８２ ９．９％ －１９９ －１２％
電気機械器具製造業 ４，５６８ ３１．４％ ４，０１６ ２３．６％ －５５２ －１４％
輸送用機械器具製造業 ８５ ０．６％ ７３ ０．４％ －１２ －１６％
精密機械器具製造業 １０６ ０．７％ ８１ ０．５％ －２５ －３１％
その他の製造業 x ３６７ ２．２％ ― ―

合 計 １４，５４９ １００．０％ １７，０４７ １００．０％ ２，４９８ １５％

出所：経済産業省『工業統計表』より作成。
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その要因は、電気機械器具製造業の衰退に

ある。電気機械器具製造業では、多くの従業

者を雇用し、地域産業の重要な位置を占めて

きた。しかし、最近の劇的な電気機械器具製

造業の落ち込みは、地域の従業者数を減少さ

せている。背景としては、１９９０年代に家電産

業が海外生産拠点に生産をシフトしたことに

ある。結果、下請中小企業への発注を減少さ

せた。とりわけ、発展途上国の製造業企業と

競争激化が強く作用した。特に、大阪府が強

みとする家電産業は、中国、韓国の大手家電

企業と先進国や新興産業国の海外市場で競合

関係にあり、１９９０年代後半から２０００年前半に

深刻な経営危機に陥った。守口市製造業は、

下請中小企業の集積地域であったことから、

大きな影響を受けたのである。結果、製造業

では著しく従業者数を減少させることになっ

た。守口市産業集積の縮小は、北河内地域の

ものづくり機能を大幅に低下させている可能

性がある。

表５－４ 守口市従業者数の変化

産 業 分 類
２００３年 ２００５年 ２０００－２００５年

増 減 数
２０００－２００５年
増 減 率従業者数 構成比 従業者数 構成比

食料品製造業 ６９９ ４．６％ ５３６ ３．８％ －１６３ －３０％
繊維工業（衣服・その他の繊維製品を除く） ５７ ０．４％ ５４ ０．４％ －３ －６％
衣服・その他の繊維製品製造業 ５１１ ３．４％ ３３９ ２．４％ －１７２ －５１％
木材・木製品製造業（家具を除く） X １１ ０．１％
家具・装備品製造業 ５，３３７ ３５．０％ ５，２６３ ３７．６％ －７４ －１％
パルプ・紙・紙加工品製造業 ２８８ １．９％ ３０３ ２．２％ １５ ５％
印刷・同関連業 ６７８ ４．５％ ６２７ ４．５％ －５１ －８％
化 学 工 業 ７７ ０．５％ ８４ ０．６％ ７ ８％
プラスチック製品製造業（別掲を除く） ５４４ ３．６％ ５６７ ４．０％ ２３ ４％
ゴム製品製造業 X １０ ０．１％
なめし革・同製品・毛皮製造業 X １１ ０．１％
窯業・土石製品製造業 ５１ ０．３％ ４３ ０．３％ －８ －１９％
鉄 鋼 業 ６７ ０．４％ ７５ ０．５％ ８ １１％
非鉄金属製造業 ５９ ０．４％ ５６ ０．４％ －３ －５％
金属製品製造業 １，４２１ ９．３％ １，４１３ １０．１％ －８ －１％
一般機械器具製造業 １，３４２ ８．８％ １，２７９ ９．１％ －６３ －５％
電気機械器具製造業 ３，１３９ ２０．６％ ２，５０４ １７．９％ －６３５ －２５％
情報通信機械器具製造業 ２０１ １．３％ １０１ ０．７％ －１００ －９９％
電子部品・デバイス製造業 ２４４ １．６％ ２６６ １．９％ ２２ ８％
輸送用機械器具製造業 １１４ ０．７％ １２３ ０．９％ ９ ７％
精密機械器具製造業 ５３ ０．３％ ４０ ０．３％ －１３ －３３％
その他の製造業 ３１５ ２．１％ ２９６ ２．１％ －１９ －６％

合 計 １５，２２８ １００．０％ １４，００１ １００．０％ －１，２２７ －９％

出所：経済産業省『工業統計表』より作成。
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今後の課題として二点挙げることが出来る。

今回の調査は、「地域循環型の経済再生と地

域づくり」のリーディングケースとして位置

づけられており、「構造改革」による「貧困

と格差」の実態がどのように現れているかの

検証を試みたものである。本調査は、産業集

積地の市民生活に焦点をあてた試みである。

これまで学術研究では、守口市の産業集積が

企業城下町型産業集積なのか、大都市圏型産

業集積なのかを巡る論争があった。しかし、

従来の研究では、あまりにも産業集積研究に

特化しており、高い完全失業率や生活保護率

などの都市問題を軽視する傾向にあった。こ

のような守口市の産業集積の構造を明らかに

するためにも、より詳細な住民調査の必要性

もあろう。

もう一つは、守口市の企業調査の必要性を

強調したい。『工業統計表』『国勢調査』『事

業所企業統計』を用いた分析では、製造業就

業者数が大幅な減少を遂げていることを指摘

した。しかし、官庁統計の統計数値では、な

ぜ就業者数が減少しているのか詳しい原因ま

で踏み込んでいない。

また、守口市の中小企業は、産業集積が縮

小している中でどのように対応しているのか。

守口市職員労働組合は、立命館大学と共同調

査で『みんなで考えよう！守口のモノづく

り・街づくり―守口市内の製造業実態調査報

告書―』（自治体研究社、１９９９年）を刊行し

た。同地域産業集積の分析結果では、大阪府

内や他地域にも取引があり、大阪府製造業に

重要な拠点であることが明らかとなった。刊

行から１０年が経過した。産業の実態が大きく

変化していることから、さらなる地域調査活

動が求められよう。

次の課題は、地域雇用の受け皿である地域

企業の実態調査に実施することで地域経済の

詳細な把握を努めたい。

３ 守口市財政の特徴

（１） 守口市財政の概要

①早期健全化基準を上回る

９月１２日、大阪府が２００７年度決算に基づく

府内市町村の状況を発表した。地方財政健全

化法に規定された指標によると、守口市は実

質赤字比率（１３．５７％）で早期健全化基準を

上回った。連結赤字比率も守口市２３．１８％と

府内では泉佐野市、泉大津市と共に早期健全

化基準を上回った。

守口市の０７年度主な財政指標は、表５－５

のとおりである。実質収支は、０３年度から赤

字が続き、０７年度で３９億６１００万円の赤字とな

っているのに加え、連結赤字比率では、国保

会計が３７億円の赤字をかかえ、早期再生基準

を上回る状況にある。「『市債発行を抑えるべ

きだ』と議会から批判が出て、退職手当債１４

億円を発行しなかったことが響いた」（９月

１７日 朝日新聞）と報道された。単純な計算

で仮に退職手当債の発行があれば、実質収支

比率も▲１４．２から▲９．１となり、実質赤字比

率の基準を超えることはなかったことにな

る。

56― ―



②守口市財政悪化の要因

守口市の０７年度決算が地方財政健全化法の

基準を超える状況に陥った要因は、単年度の

財政運営だけの問題ではない。「構造改革」

による住民生活の疲弊＝貧困化と「三位一体

の改革」による地方交付税機能の喪失は、守

口市の財政に深刻な影響を与えた。

２０００年代に入って地方税の大幅な落ち込み

は深刻である。表５－６のように地方税の落

ち込み率が全国的に比較しても大きくなって

いる。この落ち込み率の大きさが住民の貧困

化の一つであろう。

市町村民税の０１年度と０６年度を比較すると、

個人で６３億３１００万円から５８億５７００万円（０１年

度比９２．５％）、法人で２５億７５００万円から２４億

１５００万円（０１年度比９３．８％）になっている。

このように、個人、法人とも１割近い落ち込

みが見られ、地域の企業も住民も所得が落ち

込んでいる。とりわけ、個人住民税は０５年度、

０６年度と税制改悪が実施され、０４年度より増

加しているものの、０１年度水準を回復してい

ない。

（２）「三位一体の改革」による守口市財政

本来の地方交付税制度では、税収の落ち込

みを地方交付税の増額でカバーされ地方財政

システムの機能がすることになっている。と

ころが、「三位一体の改革」によって国庫補

助金の削減と税源移譲だけでなく、地方交付

税改革が行われた。結果としては、地方交付

税の大幅削減を行なわれ、地方自治体の財政

危機が深刻化する状況にある。守口市も例外

ではない。

守口市における「三位一体の改革」の影響

を示したものが表５－７である。これが、０３

表５－６ 守口市の地方税落込み率

２００７年版（全国７８３市） ２００８年版（全国７８４市）

地方税落込み率 ▲８．７％（２００２／０５比較） ７４９位 ▲２．０％（２００３／０６比較） ６８９位

出所：都市データパック（東洋経済）

表５－５ ２００７年度主な財政指標

（金額：千円）

人 口 （人） １４５，２７０

面 積 （�） １２．７３

職 員 数 （人） １，０６８

歳 入 総 額 ４６，６１４，９２１
うち 地 方 税 ２３，９３０，６６８
うち 地方交付税 ４，０８２，８１８

歳 出 総 額 ５０，５７５，９９２

差 引 き 額 ▲３，９６１，０７１

実 質 収 支 ▲３，９６１，０７１

単 年 度 収 支 ▲１，４４４，９８２

基準財政需要額 ２２，２０８，３９１

基準財政収入額 １８，６２７，９６６

標準財政規模 ２７，９２１，６６５

財 政 力 指 数 （指数） ０．８３９

実質収支比率 （指数） ▲１４．２

積立金現在高 ３，５３８，８３７

地方債現在高 ４７，２２１，４６０

第５章 守口市における調査の概要
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年度を「芽だし」期間として行なわれたため、

０２年度と比較して４年間を概括したものであ

る。例えば、０５年度（平成１７年度）を例にと

ると、地方税は０２年度２４４億２０００万円あった

ものが、０５年度は所得譲与税を含めても２２８

億２６００万円となり、１５億９４００万円の落ち込み

である。さらに、地方交付税が臨時財政対策

債を含めても６３億５０００万円から６１億１６００万円

と２億３４００万円も落ち込んでおり、国庫補助

金は１０億７７００万円増えてはいるが、合計では

７億５１００万円落ち込むことになった。このよ

うに見ると、０３年度から０６年度までの累積で

は、２１億円ものダメージを受けたことになる。

０７年度の実質収支▲３９億円とすれば、その半

分は「三位一体の改革」の影響と言わざるを

得ない。

（３）「構造改革」下のもとでの「貧困化」

と行政需要の増大

「構造改革」による「貧困と格差」の増大

は、所得階層の下層へのシフトや福祉関係経

費の増大を招き、結果として自治体財政危機

を一層深刻化している。

表５－８は課税標準額の段階別の人数であ

るが、０１年度と０５年度を比較した場合に、課

税対象者が４０００人程減っているが、１００万円

表５－７ 守口市における「三位一体の改革」の影響 （千円）

（芽だし） 「三位一体の改革」期間

守口市普通会計決算
（歳 入）

０２年（Ｈ１４）
決 算 額

０３年（Ｈ１５）
決 算 額

０４年（Ｈ１６）
決 算 額

０５年（Ｈ１７）
決 算 額

０６年（Ｈ１８）
決 算 額

地 方 税 ２４，４２０，２４５ ２２，８２５，０４３ ２２，５６６，８３８ ２２，２９０，２４９ ２２，３５８，１１６

所 得 譲 与 税 ２５４，９１２ ５３５，５７３ １，０１６，０５５

税及び税源移譲関係費の合計 ２４，４２０，２４５ ２２，８２５，０４３ ２２，８２１，７５０ ２２，８２５，８２２ ２３，３７４，１７１

対Ｈ１４年比較 －１，５９５，２０２ －１，５９８，４９５ －１，５９４，４２３ －１，０４６，０７４

国 庫 支 出 金 ７，２７２，５３１ ７，８０９，４８６ ８，１５１，２６８ ８，３５０，０７８ ７，５７３，０７６

対Ｈ１４年比較 ５３６，９５５ ８７８，７３７ １，０７７，５４７ ３００，５４５

地 方 交 付 税 ４，６９５，２０６ ４，２９２，５６２ ４，８５０，５２０ ４，５５０，６４８ ４，８２５，１５７

普 通 交 付 税 ４，０５７，１８４ ３，６８５，４８６ ４，２７８，３５３ ４，００３，５２３ ４，２９０，９２５

特 別 交 付 税 ６３８，０２２ ６０７，０７６ ５７２，１６７ ５４７，１２５ ５３４，２３２

臨時財政対策債（Ｈ１３～） １，６５５，４００ ２，８２３，５００ ２，０４０，４００ １，５６５，８００ １，３９３，６００

交付税＋臨財債の合計 ６，３５０，６０６ ７，１１６，０６２ ６，８９０，９２０ ６，１１６，４４８ ６，２１８，７５７

対Ｈ１４年比較 ７６５，４５６ ５４０，３１４ －２３４，１５８ －１３１，８４９

税＋国庫＋交付税等の総計 ３８，０４３，３８２ ３７，７５０，５９１ ３７，８６３，９３８ ３７，２９２，３４８ ３７，１６６，００４

対Ｈ１４年比較 －２９２，７９１ －１７９，４４４ －７５１，０３４ －８７７，３７８

資料：「決算カード」及び「自治大阪」より作成。
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以下の対象者は１３３人増えている。さらに、

「三位一体の改革」による税のフラット化や

老齢者控除の改悪などよって、０６年度は対象

者が３６４０名も増えている。とりわけ１０万から

１００万円の層が２４２１人も増加した。この税制

改悪は社会的のも注目を浴び、国民とくに高

齢者の怒りをかったことは記憶に新しい。こ

の年の課税標準額の合計をみると給与所得や

営業所得は減少しているにもかかわらず、そ

の他所得が３３億４８００万増加している。つまり、

年金所得はその他所得の中に含まれるので、

高齢者狙い撃ちの税制改悪であったことは間

違いない。

守口市における市財政悪化要因の一つが国

民健康保険会計である。表５－９にあるよう

に、被保険者数は総人口に比較して、６万人

前後で加入割合人口比４０％強で推移している。

にもかかわらず実質収支が毎年のように増加

している。守口市の加入者の６４％が所得１００

万円未満の世帯（府平均は４６．４％、０７年１２月

大阪社保協調べ）となっており、加えて、市

の一般会計から国保会計への法定外繰入は一

表５－８ 守口市における市民税所得割課税標準額段階別人数

課税標準額
０１年（Ｈ１３） ０５年（Ｈ１７） ０６年（Ｈ１８）

人 数 ％ 人 数 ％ 人 数 ％ 前年比人数

１０万 円 以 下 ２，０９１ ３．５ ２，１６３ ３．９ ２，３３１ ４．０ １６８

１０～１００万 円 １７，８４３ ３０．１ １７，９０４ ３２．４ ２０，３２５ ３４．５ ２，４２１

１００～５５０万円 ３５，９２３ ６０．６ ３２，３９５ ５８．７ ３３，４８８ ５６．９ １，０９３

５５０～７００万円 １，４８３ ２．５ １，２３０ ２．２ １，１４８ ２．０ －８２

７００万 円 以 上 １，９６２ ３．３ １，５３６ ２．８ １，５７６ ２．７ ４０

合 計 （人） ５９，３０２ １００．０ ５５，２２８ １００．０ ５８，８６８ １００．０ ３，６４０

総 人 口 １５０，６９７ １４６，５５２ １４５，７９２ －７６０

出所：「自治大阪」より作成。

表５－９ 守口市の国民健康保険の推移

０１年（Ｈ１３）
決 算 額

０２年（Ｈ１４）
決 算 額

０３年（Ｈ１５）
決 算 額

０４年（Ｈ１６）
決 算 額

０５年（Ｈ１７）
決 算 額

０６年（Ｈ１８）
決 算 額

０７年（Ｈ１９）
決 算 額

実 質 収 支（千円） ▲１，７００，３１８ ▲２，２５５，５５５ ▲２，８１４，６５６ ▲２，８７１，９０２ ▲３，０７６，２９５ ▲３，４６２，８１２ ▲３，７０８，６６２

加 入 世 帯 ３１，６１０ ３２，５３９ ３３，１４９ ３３，９９０ ３４，０８５ ３４，１８０ ３４，０２１

被保険者数 ５９，９５６ ６０，９０７ ６１，７３９ ６１，９０６ ６１，３１２ ６０，５７９ ５９，５０３

総 人 口 １４９，６４９ １４８，３８５ １４７，０２４ １４６，５５２ １４５，７９２ １４５，２８３ １４５，２７０

人 口 比 ４０．１０％ ４１．００％ ４２．００％ ４２．２０％ ４２．１０％ ４１．７０％ ４１．００％
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切おこなっていない。これはたぶんに政策的

な判断に負うところが大きく、やはり市独自

の繰入をせず“普通に運営すれば”国保会計

は成り立たないことを示している。

さらに、生活保護の現状を見る。保護率は、

９０年度に府下ほぼ同率であったものが２０００年

代に入り、急速に上昇し府内市平均との乖離

が顕著になった（図５－１）。２０００年度では守

口市１６．９２パーミル（府平均１５．６３パーミル）だったものが、

０６年度では守口市３１．０６パーミル（府平均２５．０８パーミル）

となっている。

４ 守口市民生活実態調査の
取り組みと調査結果の中間
分析

（１） 取り組みの概要

守口における市民生活実態調査としては、

１９８１年駅前再開発問題に際し買い物調査を、

１９９４年にはバルブ崩壊後の市財政危機で全分

野での行財政改革攻撃に抗して住環境・生活

問題に重点をおいた市民生活実態調査（７００

軒）を、１９９７年には製造業調査、１９９８年には

買い物調査（労連北河内地区協）などに取り

組んできた。また、乳幼児を持つ親や学校給

食などへのアンケートにも取り組むなどの経

験もあった。今回は、財政健全化法のもとで

早期健全化団体への転落が危惧され、「転落

防止」のためのあらたな市財政見直しがすす

められ、市民サービス打ち切り、負担増など

が想定される中で、自治労連から提起された

「『構造改革によって市民生活がどう変わって

いるのか』を調査しよう」を積極的に受けと

め、これまでの調査に比較すると短期間の準

備期間のもとで実施することになった。

調査母体は、１４年前に取り組んだ守口市民

生活実態調査実行委員会を再開させる形で取

り組んだ。市内の労働組合、民主商工会など

に呼びかけ、調査の趣旨説明を行い、それぞ

れの団体においても説明や論議を行っていた

図５－１ 守口市の保護率
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だき、６月２３日から７月１８日の間で調査が取

り組まれた。前回の７００世帯を超える１０００世

帯を目標として取り組まれ、最終的な到達は

１１３７世帯（全世帯数の１．６８％）からの回答と

なった。

守口市職労としては、６月２８・２９日の午

前・午後に計４回の統一行動を行い、前回調

査した２小学校区に無作為で２人１組で訪問

し、調査を依頼、後日、回収の方法で行った。

「市役所の組合のものですけれど」と声をか

ければほとんど断られることはなかった。訪

問先では、「塗装の仕事をしていたが仕事が

なくなって、国保の減免に行ったがこれから

どう生活したらいいのか不安だ」という切実

な声を聞いて大変だと実感させられた。また、

小雨の中で「御苦労さん、傘貸したるわ」と

いう親切なおばちゃんに出会って励まされた

りもした。お年寄りで「よう書かん」という

ことで断られた例はあったが、市民から怒鳴

られたという報告はなく、「市役所の職員は

市民から信用されている」という確信を改め

て持つことができた。この統一行動には役員

のべ３０名が参加し、１４７軒を訪問した。同時

に、保育所・学童保育の職場では、保護者や

近所へ調査依頼・回収に取り組み、市職労と

して４００軒を超える調査ができ、各団体、地

域での奮闘もあり目標を大きく上回る結果を

つくることができた。これは、この間の４回

の調査経験、２００４年の門真市との合併を問う

住民投票にむけた市民共同の運動の蓄積と、

その中で得た信頼関係によるものと言える。

（２） 調査結果の概要（単純集計結果と前回

調査比較）

①悪化している暮らし向き

問１－１で「５年前と比べ、あなたの暮ら

し向きは、どのように変化していますか」を

聞いたところ、「年間収入額が減った」６２．２

％、「年金が減った」５５．２％と回答した（表２

－３、表２－５）。その一方、「年間支出が増

えた」６６．６％、その反映として「貯金が減っ

た」７２．２％という回答になっている（表２－

６、表２－７）。

支出が増えた原因について、その割合が高

い順番に並べると、「国保・介護保険料」６９．９

％、「医療費」６５．０％、「福祉サービス」６１．８

％の順となり、構造改革によって命や暮らし

を支える分野で切り捨てがされ、市民が持ち

出しを増やさざるを得なくなってきた現実が

みえた。

問１－２で「現在、最も困っている問題は」

何かを聞いたところ（表２－９）、「物価の上

昇」が３４．７％で一番多く、最近の労働者の賃

金切り捨てを反映してか「収入が少ない」が

２４．４％で２位に、支出が増えた割合が一番大

きかった「国保・介護保険料」が２１．４％で３

位という結果は象徴的である。

さらに、問２－１で「５年前と比べて、暮

らしを支えるサービスは、変化していますか」

を聞いたところ、暮らしを支えるサービスの

利便性については、守口市は大阪市に隣接し、

都市部にあるので、どの項目も「変わらない」

という回答が７～８割を占めるものの、病院

等の受診・入院サービス、福祉サービスおよ
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び銀行等のお金の出し入れサービスに関して

は、「不便になった」という回答が１割を超

えているのが注目される（表２－１０など）。

問２－２の「暮らしていく上で一番困って

いること」の回答（表２－１６）は、１位に

「近所との付き合いが弱くなった」４０．１％と

いうことがあげられている。都心部では、核

家族化が進行し、つながりが弱くなってきて

いることがうかがえる。街づくりを進めてい

く上で、極めて問題があると考えられる。２

位は、「災害の危険」２８．９％があげられてい

る。近年、都市部でのゲリラ的な集中豪雨、

あるいは全国各地で頻発している地震などが

原因であると思われ、市民の命と暮らし・財

産を守る自治体の役割に期待と関心があるこ

とが明らかになった。３位の「金融機関が不

便になった」１６．３％は、都市部でも銀行・農

協の再編成がされた結果が反映しているもの

と考えられる。

②長く住み続けたいが半数

問８－１居住志向については、「長く住み

続けたい」４５．４％、「当分は住み続けたい」

３４．７％と８割以上は守口への定住を回答した

（表５－１０）。これは、１４年前の調査より６．４％

上昇しており、その要因の分析、追加調査な

どを行うことが、今後の街づくりの展望を示

すには、重要な点となる。

また、興味深い点としては、各年齢層でも

ほぼ同様な傾向で回答が示されている。この

ことは、定住意識が高いという積極的な評価

につながる可能性も含んでいると言える。

問８－２で「住み続ける理由」を聞いたと

ころ、「長く住んで愛着がある」が６６．６％で１

位になった。前回は４６．４％で２位だったこと

からみると大幅な増加となった。また、前回

１位の「職場が近い、商売や通学に都合がよ

い」が前回４４．５％から今回２７％に落ち込み２

位となったことは、市内の働く場の変化が影

響していることも考えられる。３位は「物価

が安く、買い物が便利」が２３．７％（前回１４．２

％）で前回より１０％程度増え、４位は「近所

付き合いが気に入っている」が２２．８％（前回

２３．１％）の順となった。

一方、問８－３では「守口市から移りたい

理由」を聞いた。「他所に移りたい」という

表５－１０ 高くなった定住志向 （単位：％）

前回との比較 年齢とのクロス分析

今 回 １９９４年調査 １０－２０歳代 ３０－４０歳代 ５０－６４歳代 ６５－７４歳代 ７５歳以上

長く住み続けたい ４５．４ ３４．６ ３３．３ ２９．６ ４５．３ ５２．２ ６８．０

当分は住み続けたい ３４．７ ３９．１ ４０．７ ４４．２ ３３．５ ３１．６ ２３．７

できればよそに移りたい １０．９ １５．４ ７．４ １５．８ １２．１ ７．４ ６．２

すぐにでも移りたい １．４ ３．３ ０ ２．１ １．５ １．３ ０

分からない ７．６ ７．５ １８．５ ８．３ ７．６ ７．４ ２．１
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回答は１９９４年調査と比べ６．４ポイント減少し、

１２．３％だった。移りたい理由の一番は「緑や

自然環境」が４３．９％（前回３７．４％）となった。

前回１位だった「住宅の広さや設備」は５０．５

％から２６．８％に落ちている。今回の２位は

「町の雰囲気・風紀が悪い」が３０．６％（前回

３１．８％）、３位は「家賃、ローン等が高い」

で２９．３％（前回１４．７％）であった。

問８－２で市内の働く場の変化が定住志向

に影響しているのでないかと考えた。問８－

４「あなたの仕事・職場について」を聞いた。

勤務先は、「守口市内」４７．６％、「大阪市内」

２５．７％、「それ以外」２６．７％だった。前回調

査分析にあたった遠藤晃先生（故人、当時＝

立命館大学教授）は、守口市は「働く場所と

住む場所の両方を兼ね備えた成熟した都市と

して可能性があり、それを生かす街づくりを」

と提言されたが、「市内の製造業を中心に工

場閉鎖が続いており、大きく雇用状況が変化

しているのでは？」という仮説をもって調査

項目を入れたものである。そうした議論から

すれば、まだまだ市内に働く場があることが

明らかにできたことは成果である。しかし、

年齢別にみると、表５－１１のようになってお

り、３０－４０歳代で守口市内での就労が大きく

減少している点は、大きな問題点であること

も明らかになった。

③収入や社会保障への加入状況

収入面では、「満足している」２８．６％に対

し、「不満がある」７１．４％であった。しかし、

労働状況・労働時間では、「満足している」

５３．８％に対し、「不満がある」４６．２％という

回答になっている。矛盾する内容でもあるが、

労働時間は短時間という回答も多くあり、本

人の希望の範囲で職場を探していることも想

像できる。通勤時間については、「満足して

いる」８３．１％、「不満がある」１６．９％という

回答で、通勤に便利な街という仮説を実証す

る結果となった。

問８－５で「公的年金の加入状況」を聞い

たところ、「受給資格あり」３８．５％、「受給中」

４４．７％と合わせて８３．２％が加入している。そ

れに対し、「受給資格なし」と回答した人は

１６．９％であった。とくに、１０－２０歳代でほぼ

半数の４７．６％と高く、３０－４０歳代でも３６．１％

となっている。今回の設問には、年数による

資格の有無を問わないなどの説明が不足して

いたので、本当の意味で受給資格がないのか

がはっきりしていないものの、年齢別にみて

も決して少なくない結果が出ている点では大

きな問題であることには間違いない。

表５－１１ 年齢別にみた勤務先 （単位：％）

１０－２０歳代 ３０－４０歳代 ５０－６４歳代 ６５－７４歳代

守 口 市 内 ５４．２ ３６．５ ５５．０ ６０．３

大 阪 市 内 ２９．２ ３０．５ ２３．８ １３．８

そ れ 以 外 １６．７ ３３ ２１．２ ２５．９
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また、問８－６「健康保険の加入状況」で

は、「国民健康保険」５５．６％、「会社等の健康

保険」３３．７％、「後期高齢者医療保険」１０．３

％、「その他」３．４％という結果であった。

この満足度を聞いたところ（問８－７）、

全体では「満足している」３８．５％、「不満が

ある」６１．５％という結果で、この傾向は年齢

別をみると表５－１２のようになった。加入先

や所得別でのクロス集計、分析が必要である。

④地域活動への参加が増えている

問８－１０で「あなたや家族の地域活動につ

いて」聞いた。地域活動については、参加割

合が多い活動（３０％以上）を順番にあげると、

表５－１３のようになっている。

「自治会活動」は、１７．５ポイント伸び、「保

護者会活動」、「スポーツ活動」、「その他ボラ

ンティア」が１０ポイント以上伸びている。自

治会は、役員等が持ち回りで回ってくるので

参加割合が多くなったのではないかと思われ

る。また、役員経験者は６４．６％にも上ってい

る。

従来、割合が高かった PTA、子供会活動

は少子化を反映してか、大きく落ち込んでい

る。前回、３１．３％を示していたスポーツ少年

団、ボーイスカウト、おやこ劇場などは２１．９

％と落ち込んでいるのが注目される。

役員を経験した割合が３０％を超える項目は、

「自治会活動」では６４．６％と、前回の３５．４％

を大きく伸びている。PTAや子供会では５７．３

％（前回PTA５１．２％、子供会３１．３％）や「保

育所等の保護者会」で３４．５％（前回１３．４％）

となっている。多くの市民が地域活動に参加

し、役員を経験した人が前回調査より増えて

いるという実態を踏まえると、地域づくりの

核となる裾野が広がっていると見ることがで

きるのではないかと考えられる。従来型の自

治会組織、PTA、子供会組織とどうネット

ワークを組み、街づくりを進めていくかが今

日的課題であるとも考えられる。

また、保育所や学童保育の保護者会活動に

参加している市民が増えている中、守口保育

運動連絡会や守口学童保育連絡協議会とさら

表５－１２ 年齢別にみた保険制度の満足度 （単位：％）

１０－２０歳代 ３０－４０歳代 ５０－６４歳代 ６５－７４歳代 ７５歳以上

満足している ６３．２ ４０．２ ３５．９ ３５．４ ４７．１

不満がある ３６．８ ５９．８ ６４．１ ６４．６ ５２．９

表５－１３ 参加割合が多い地域活動の内容（％）

今 回 前 回

自治会活動 ７４．２ ５６．７

Ｐ Ｔ Ａ
５６．１

７６．０

子 供 会 ６６．７

婦 人 会
４０．６

２４．３

老 人 会 ４３．９

保育所等の保護者会 ３７．５ ２５．２

趣味のスポーツサークル ３１．４ １９．５

その他のボランティア ３０．３ １４．２
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なる連携を強め、子育てがしやすい定住でき

る街づくりを目指すことも求められている。

（３） 市民生活実態調査結果からみえてきた

課題

単純集計結果では、構造改革がすすめられ

てきたこの５年間で、収入面での減少と国

保・介護保険、税金、医療費といった命と健

康にかかわる支出面の増加により、市民の中

に急速に「貧困化」がすすんでいることが明

らかになった。

暮らしを支えるサービス、生活環境面では、

ミニバスのタウンクルの運行など公共交通の

便の改善などは調査回答からもみられ、また、

商店の減少は著しいものの、この１０年間で中

堅スーパーが数店出店、大日にイオンが進出、

コンビニが展開など、消費者の評価は買い物

に便利な街というイメージはあると言える。

定住志向が１４年前より高いという結果は、

あらためて調査活動の重要性を認識した。自

治体に働くものからみると、この１０年間は財

政難、自治体リストラが進行し、様々な市民

サービスの後退が余儀なくされてきた感を強

く持つが、そこに住み続ける市民には、働く

場所であり、生活の場であり、こどもを育て

る場、老後をおくる場なりの暮らしがある。

愛着とともに、なんらかの住み続ける理由を

持ちながら暮らしている市民生活を、少し理

解が深まる実証的データとして得たことは貴

重な財産をつくった。

事業所数の激減という厳しい状況が進む中

であっても、市内就労が半数を超える、通勤

時間に満足度が高いなど職住近接、買い物に

便利な街という評価が依然、出されたことは、

今後の街づくりの課題を考える際、前回の市

民生活実態調査や製造業調査から考えてきた

「働く場と住む場を兼ね備えた成熟都市」と

しての可能性の大きなヒントとなりえる。

また、注目すべきことは、「近所付き合い

【地域の人とのつながり】」についての回答で

ある。一番困っていることに「隣近所のつな

がりが弱くなった」が４０．１％上げられ、その

一方で住み続けたい理由に「近所付き合いが

気に入っている」が２２．８％（前回２３．１％）上

げられている。現代人は近所付き合いがあま

り好きではないなどとよく言われるものの、

地震などの災害に際しての期待があるのか、

今回でも広い意味において、住んでいる地域

における人とのつながりを求めていることが

みえてきた。課題は、どのようなつながりを

市民が求めているかの探求が鍵となっていく。

従来型の町内会や PTAなのか、もっと違う

かたちでのつながりなのか、コミュニティー

の再生のあり方、同時に、本当の意味での市

民参加型の市政運営、街づくりも求められて

いる。

今後は、クロス集計や自由記入欄に書かれ

た市民の声を分析していくとともに、今回の

調査結果を材料に、各種団体のヒアリング調

査などを行い、市民と一緒に街づくりシンポ

ジウムを開催するなど、働き住み続けられる

街づくりをめざしていきたい。

（守口市職員労働組合）
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東大阪市�

大阪市�

はじめに

本章は、東大阪市地域に焦点をあて、主に

官庁統計を用いた構造分析、決算カードによ

る財政分析、住民意識調査アンケートの分析

によって地域構造の把握を試みたものである。

今回の調査対象の東大阪市は、大阪市の東

部に位置しており、河内地域に属している。

この地域は、大阪府内においても明治期から

製造業を発達させた先進地域であった。東大

阪市の工業は、大阪市内から移転した企業や

農村的副業から繊維産業、機械金属産業が勃

興した。そのため、東大阪市には、多数の工

場が存在しており、機械金属関連産業を中心

とした産業集積を形成している。東大阪市の

産業集積は、東京都大田区と同様に日本経済

の発展を支えてきた基盤産業である。

本稿は、住民アンケート調査、統計を用い

た構造分析を通して、地域経済・生活の変化、

課題、可能性を検討した「中間報告」である。

ここでは、調査から見えてきた特徴を整理し

ている。

以上の東大阪市の地域構造を明らかにする

という課題を次の手順で検討したい。第１節

では、市政概要について述べる。第２節では、

『国勢調査』『事業所企業統計』『工業統計表』

の統計データで東大阪市の構造分析を行う。

第３節では、決算カードを用いて東大阪市財

政状況と地域経済への影響を考察する。第４

節では、東大阪市職員労働組合が２００８年（平

成２０年）６月に実施した住民意識アンケート

調査の結果を用いて分析を行う。

１ 東大阪市の市勢概要

東大阪市は、２００８（平成２０年）年現在の人

口が５０万７２０７人（男性２４万７５２８、女性２５万

９６７９）の中核市である。東大阪市は、大阪市

の東部に位置しており、八尾市と柏原市とと

もに中河内地域に属している。大阪府内では、

大阪市、堺市に次いで第三位の人口規模を誇

る都市である。さらに、東大阪市は、堺市、

高槻市に次いで３番目に中核市に指定された。

東大阪市は、１９６７年（昭和４２年）に布施市、

河内市、牧岡市が広域合併して誕生した。

１９７０年（昭和４５年）から１９８２年（昭和５７年）

に伏見格之助、１９９８年（平成１０年）から２００２

（平成１４年）、２００６年（平成１８年）から２００７年
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（平成１９年）まで長尾淳三が革新市政をうち

たてた。

東大阪市の産業構造は、２００５年『国勢調査』

の産業別就業人口比率によれば、第一次産業

０．３％、第二次産業３２．９％、第三次産業６３．２％

となっている。とくに、東大阪の製造業は、

全国有数の「モノづくりのまち」として知ら

れており、金属製品、電気機機械器具、プラ

スチック製造業と多様な業種が存在し、２００７

年度の製造業事業所数は６４５５を誇っている。

１平方キ
ロ
メー
トル当たりの工場数で見ると東京都、

大阪市を抜いて全国一となった。

２ 構造調査

（１） 低迷する大阪経済

ここでは、東大阪市の官庁統計を用いた構

造調査を行う前提として、大阪府の経済状況

と特徴を考察していきたい。なぜならば、大

阪経済の動向が東大阪市に大きな影響を及ぼ

していると考えられるからである。

表６－１は、大阪府の経済が日本経済に占

めるシェアを示している。１９７０年（昭和４５年）

までの大阪経済は、家電、造船、一般機械工

業が経済成長を牽引していた。国内総生産額

に占める大阪府内総生産額１０％であったこと

から、大阪経済が別名「１０％経済」と呼称さ

れていた。その後は、１９８５年（昭和６０年）か

ら１９９５年（平成７年）までのバブル経済の一

時期を除くと低迷が続いていた。２０００年以降、

大阪府民総生産は、７％台と横ばいを続けて

いる。

それでは、１９９６年（平成８年）から２００６年

（平成１８年）までの大阪府の事業所と従業者

数の変化の概観してみよう。第一点目は、製

造業のウェイトが従業者数、事業所数とも大

幅な減少傾向を示していることである。特に、

２０００年以降では、製造業の事業所や従業者数

が大幅に減少している。この時期は、家電産

業の競争力低下、中小企業事業者の高齢化に

よる廃業等が影響していると考えられる。第

二点目は、サービス業の比重が相当なスピー

ドで上昇していることにある。郊外型の大型

商業施設やロードサイドショップの増加、生

表６－１ 大阪経済が日本経済に占める比率 （単位：億円）

年 度 １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

大 阪 府 ７４，９３０ １０．０ １３６，７６１ ９．０ ２１４，２３３ ８．７ ２６１，６１９ ８．１ ３７９，８５１ ８．４ ４０３，１６８ ８．１ ３９１，６４７ ７．８ ３８５，２９４ ７．７

東 京 都 １２９，７２０ １７．２ ２５５，０８１ １６．７ ４００，４１４ １６．３ ５７３，５６９ １７．７ ７７５，０５６ １７．２ ８０７，２０６ １６．１ ８９７，１９２ １７．８ ９２２，６９４ １８．３

神奈川県 ４７，２０６ ６．３ ８５，９３１ ５．６ １４８，６８７ ６．１ １９６，４０３ ６．１ ２９３，５６８ ６．５ ３０９，３２１ ６．２ ３１７，０９０ ６．３ ３１１，８４３ ６．２

愛 知 県 ４７，３１８ ６．３ ９５，８８１ ６．３ １５７，１５１ ６．４ ２１５，５９０ ６．６ ３０１，１２４ ６．７ ３２９，２８４ ６．６ ３３２，６８７ ６．６ ３５８，１９９ ７．１

国 ７５２，９８５ １００．０１，５２３，６１６ １００．０２，４５５，４６６ １００．０３，２４２，８９６ １００．０４，４９９，９７１ １００．０４，９９９，８４２ １００．０５，０４１，１８８ １００．０５，０３３，６６８ １００．０

出所）大阪府立産業開発研究所『なにわ経済データ（２００８年版）』２２頁から抜粋した。

注）国民経済計算（SNA統計）の推計方法は、近年、６８SNAから９３SNA（国連が１９９３年に勧告した計算体系）に移

行した。

現在のところ、各県の９３SNAベースは平成２年度以降の数値のみが整備されている。

上表では平成元年度以前について、参考まで６８SNAベースの数値を掲げている。
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活の多様化による新サービス産業の創設が、

サービス業の構成比を高めていると推測され

る。

（２） 東大阪市の状況

東大阪市は、前述のように多数の中小企業

が集積する「モノづくりのまち」として発展

してきた。表６－３は、東大阪市の産業構造

別に就業者数の変化を見たものである。製造

業は、１９９５年から２００５年までに就業者数を大

きく減少させている。１９９５年の就業者数では

製造業が３２．８％と東大阪最大の雇用の提供先

であった。しかし、２００５年には製造業は、卸

売り小売業飲食店業に地位を譲って、第二位

の地位となった。製造業の地位の低落傾向が

うかがえる。

表６－４は、東大阪市の産業別就業者の増

減率を示している。増減数の著しい製造業は、

特に２０００年以降に減少率が激しい。金融保険

業、電気ガス熱供給水道業の減少率は、製造

業を上回っているように見えるが、それほど

就業者数が多くない。むしろ、最大の雇用先

であった製造業の就業者は、２０００年に減少率

が高くなっており、厳しい状況にあることが

読み取れる。

製造業では、どのような業種が減少したの

であろうか。表６－５、表６－６は、『工業

統計表』から産業別従業者数の推移である。

表６－２ 大阪府における事業所・従業者数の推移 （単位：％）

従 業 者 数 事 業 所

１９９６ ２００１ ２００６ １９９６ ２００１ ２００６

農 林 漁 業 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
鉱 業 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
建 設 業 ８．０ ６．９ ５．６ ６．３ ６．３ ６．０
製 造 業 ２１．５ １９．８ １６．９ １５．３ １４．０ １２．７
電気・ガス・熱供給・水道業 ０．３ ０．４ ０．５ ０．０ ０．０ ０．１
情 報 通 信 業 ２．５ ３．１ ３．４ ０．９ １．２ １．２
運 輸 業 ５．７ ５．６ ５．５ ２．４ ２．４ ２．５
卸 売・小 売 業 ２６．９ ２５．８ ２３．４ ３０．１ ２８．８ ２７．５
金 融・保 険 業 ３．４ ３．０ ２．７ １．５ １．４ １．２
不 動 産 業 ２．６ ２．６ ２．６ ６．６ ６．９ ７．１
飲食店、宿泊業 ８．８ ９．４ ８．４ １５．６ １５．５ １４．４
医 療、福 祉 ４．７ ６．３ ９．６ ３．５ ４．３ ６．１
教育、学習支援業 ２．２ ２．４ ４．８ ２．２ ２．３ ３．２
複合サービス事業 ０．２ ０．３ ０．８ ０．２ ０．３ ０．５
サービス業（他に分類されないもの） １３．０ １４．３ １５．７ １５．４ １６．６ １７．４

出所）大阪府立産業開発研究所『なにわ経済データ（２００８年版）』２８頁を参考に作成した。

注）１．１９９６、２００１、２００６年の事業所数は、２００２年に改訂された日本標準産業分類（新産業分類）で記載

している。

２．２００６年は、速報値によるもの。
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東大阪市の製造業の特徴は、金属製品製造業、

一般機械器具製造業、プラスチック製品製造

業の高い比率を占めていることにある。従業

者の総数では、１９９５－２０００年に減少数、減少

率とも１８％の減少であった。とりわけ、減少

数と減少率が著しい業種は、１９９５－２０００年に

金属製品製造業、一般機械器具製造業、プラ

スチック製品製造業、電気機械器具製造業で

あった。２００３－２００５年では、金属製品製造業、

輸送用機械器具製造業である。製造業分野で

表６－３ 東大阪市就業者数の変化

産 業 分 類
１９９５年 ２０００年 ２００５年

就業者数 構 成 比 就業者数 構 成 比 就業者数 構 成 比

非農林水産合計
建 設 業
製 造 業
電気・ガス・熱供給・水道業
運 輸・通信業
卸売・小売業・飲食店
金 融・保険業
不 動 産 業
医 療・福 祉
教育・学習支援業
複合サービス業
サ ー ビ ス 業
公 務

２６１，７４１
２２，１４７
８５，１３５
１，１９０
１８，８２７
６７，４７９
７，２８３
３，８７５
―
―
―

５１，２９６
４，５０９

８．５％
３２．５％
０．５％
７．２％
２５．８％
２．８％
１．５％
―
―
―

１９．６％
１．７％

２４５，７８８
２１，２１９
７２，０９６
１，０１６
１８，１３８
６４，８４８
５，９８８
４，２５８
―
―
―

５３，７２６
４，４９９

８．４％
２８．７％
０．４％
７．２％
２５．８％
２．４％
１．７％
―
―
―

２１．４％
１．８％

２４４，５４７
１８，１３５
５８，６６２
７３５

１９，７３６
５９，７９４
４，５１６
４，６１４
１８，２４６
６，８７６
１，４７３
２８，０９５
３，６６５

７．８％
２５．１％
０．３％
８．４％
２５．６％
１．９％
２．０％
７．８％
２．９％
０．６％
１２．０％
１．６％

出所：『国勢調査』（各年版）より作成した。

表６－４ 東大阪市の産業別就業者増減率

産 業 分 類 １９９５－２０００増減数 ２０００－２００５増減数 １９９０－２０００増減率 ２０００－２００５増減率

建 設 業
製 造 業
電気・ガス・熱供給・水道業
運 輸・通信業
卸 売・小売業
金 融・保険業
不 動 産 業
医 療、福 祉
教育、学習支援業
複合サービス業
サ ー ビ ス 業
公 務

－９２８
－１３０３９
－１７４
－６８９
－２６３１
－１２９５
３８３
―
―
―

２４３０
－１０

－３０８４
－１３４３４
－２８１
１５９８
－５０５４
－１４７２
３５６
―
―
―

－２５６３１
－８３４

－４．２％
－１５．３％
－１４．６％
－３．７％
－３．９％
－１７．８％
９．９％
―
―
―

４．７％
－０．２％

－１４．５％
－１８．６％
－２７．７％
８．８％
－７．８％
－２４．６％
８．４％
―
―
―

－４７．７％
－１３．５％

出所：『国勢調査』（各年版）より作成した。
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は、刃物・手道具・金物類製造業、暖房装

置・配管工事用附属品製造業、建設用・建築

用金属製品製造業を含む金属製品製造業が低

落傾向にあることである。

（３） 今後の課題

以上のことを踏まえて、近年の東大阪市に

関して『国勢調査』『工業統計表』を用いた

構造調査の特徴を整理してみたい。

第一には、産業構造が製造業から卸売小売

飲食店業等のサービス産業にシフトしている

ことである。大阪府を代表する工業都市であ

る東大阪市では、一般機械器具製造業、金属

製品製造業に多くの就業者を雇用し、地域産

業の主要な地位を占めていた。最近の製造業

の落ち込みは、地域の就業者数を減少させて

いる。しかし、東大阪市職員労働組合の報告

では、東大阪市の中小企業が全国や世界的シ

ェアを占めるオンリーワン企業や新興国市場

向けに業績を伸ばす企業もあり、必ずしも東

表６－５ 東大阪市の従業者数の推移

産 業 分 類
１９９５年 ２０００年 １９９５－２０００

増 減 数
１９９５－２０００
増 減 率従業者数 構 成 比 従業者数 構 成 比

食料品製造業
飲料・飼料・たばこ製造業
繊維工業（衣服、その他の繊維製品を除く）
衣服・その他の繊維製品製造業
木材・木製品製造業（家具を除く）
家具・装備品製造業
パルプ・紙・紙加工品製造業
出版・印刷・同関連産業
化 学 工 業
石油製品・石炭製品製造業
プラスチック製品製造業（別掲を除く）
ゴム製品製造業
なめし革・同製品・毛皮製造業
窯業・土石製品製造業
鉄 鋼 業
非鉄金属製造業
金属製品製造業
一般機械器具製造業
電気機械器具製造業
輸送用機械器具製造業
精密機械器具製造業
その他の製造業

２，３９７
５４
５５２
２，０３６
２００
１，８７４
３，５７８
４，７４２
１，７５３

７，２７５
７２０
７８０
８３６
２，４５３
１，８６５
１７，０３４
１２，７５７
５，７８５
３，７７９
１，０５１

３．２％
０．１％
０．７％
２．７％
０．３％
２．５％
４．８％
６．４％
２．４％

９．８％
１．０％
１．０％
１．１％
３．３％
２．５％
２２．８％
１７．１％
７．８％
５．１％
１．４％

２，２８１
１６５
３２１
１，２４８
２３７
１，５４６
３，３７４
４，７０３
１，９１６
１８

６，０９５
７６８
５２９
８０４
１，９８３
１，７３１
１３，６９０
１０，２７３
４，８６７
３，３０１
１，００８
２，３４０

３．６％
０．３％
０．５％
２．０％
０．４％
２．４％
５．３％
７．４％
３．０％
０．０％
９．６％
１．２％
０．８％
１．３％
３．１％
２．７％
２１．７％
１６．３％
７．７％
５．２％
１．６％
３．７％

－１１６
１１１
－２３１
－７８８
３７

－３２８
－２０４
－３９
１６３

－１，１８０
４８

－２５１
－３２
－４７０
－１３４
－３，３４４
－２，４８４
－９１８
－４７８
－４３

－５．３％
６７．３％
－７２．０％
－６３．１％
１５．６％
－２１．２％
－６．０％
－０．８％
８．５％

－１９．４％
６．３％

－４７．４％
－４．０％
－２３．７％
－７．７％
－２４．４％
－２４．２％
－１８．９％
－１４．５％
－４．３％

合 計 ７４，５４８ １００．０％ ６３，１９８ １００．０％ －１１１，３５０ －１８．０％

出所：経済産業省『工業統計表』より作成。
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大阪市の企業が一様に経営悪化に陥っている

わけでない。これらは、東大阪市経済を支え

る中小企業の潜在力を示している。

今後の課題としては二点を挙げることが出

来る。今回の調査は、「地域循環型の経済再

生と地域づくり」のリーディングケースとし

て位置づけられており、「構造改革」による

「貧困と格差」の実態がどのように現れてい

るかの検証を試みたものである。本調査は、

１９７９年、１９９８年に東大阪市職員労働組合が市

民生活を焦点とした調査に続くもので、三回

目となる。従来、東大阪市の研究では、産業

集積の分業体制、取引構造、企業者ネットワ

ークの経済的役割に焦点としていた。今回の

調査は、むしろ住民意識や労働環境等の市民

生活を対象としており、学術研究上でもたい

へん興味深い。今後、より詳細な住民調査も

求められる。

表６－６ 東大阪市の従業者推移

産 業 分 類
２００３年 ２００５年 ２００３－２００５

増 減 数
２００３－２００５
増 減 率従業者数 構 成 比 従業者数 構 成 比

食料品製造業
飲料・飼料・たばこ製造業
繊維工業（衣服、その他の繊維製品を除く）
衣服・その他の繊維製品製造業
木材・木製品製造業（家具を除く）
家具・装備品製造業
パルプ・紙・紙加工品製造業
印刷・同関連産業
化 学 工 業
石油製品・石炭製品製造業
プラスチック製品製造業（別掲を除く）
ゴム製品製造業
なめし革・同製品・毛皮製造業
窯業・土石製品製造業
鉄 鋼 業
非鉄金属製造業
金属製品製造業
一般機械器具製造業
電気機械器具製造業
情報通信機械器具製造業
電子部品・デバイス製造業
輸送用機械器具製造業
精密機械器具製造業
その他の製造業

２，０８８
６６
２４６
８４６
１４５
１，３３４
２，９２６
４，４４８
１，６２４

６，１４２
６０７
４３３
７９９
１，７３９
１，２６５
１２，０５４
９，５７９
２，９１５
１７２
８３０
２，６１３
８００

３．８％
０．１％
０．４％
１．６％
０．３％
２．４％
５．３％
８．０％
２．９％

１１．０％
１．１％
０．８％
１．４％
３．１％
２．３％
２１．７％
１７．２％
５．２％
０．３％
１．５％
４．７％
１．４％

２，１４７
７５
２７８
７２９
１６２
１，３６１
２，７７９
４，０９７
１，４３４
４

６，２４１
５５５
３７２
８０８
１，９４０
１，３１３
１１，４０３
９，５７０
３，０１９
２５０
５０８
２，１５５
８２０
１，８１７

４．０％
０．１％
０．５％
１．４％
０．３％
２．５％
５．２％
７．６％
２．７％
０．０％
１１．６％
１．０％
０．７％
１．５％
３．６％
２．４％
２１．２％
１７．８％
５．６％
０．５％
０．９％
４．０％
１．５％
３．４％

５９
９
３２

－１４７
１７
２７

－１４７
－３５１
－１９０

９９
－５２
－６１
９
２０１
４８

－６５１
－９
１０４
７８

－３２２
－４５８
２０

２．７％
１２．０％
１１．５％
－２０．２％
１０．５％
２．０％
－５．３％
－８．６％
－１３．２％

１．６％
－９．４％
－１６．４％
１．１％
１０．４％
３．７％
－５．７％
－０．１％
３．４％
３１．２％
－６３．４％
－２１．３％
２．４％

合 計 ５５，６４０ １００．０％ ５３，８３７ １００．０％ －１，８０３ －３．３％

出所：経済産業省『工業統計表』より作成。
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もう一つは、東大阪市の企業調査の必要性

を強調したい。『工業統計表』『国勢調査』を

用いた分析では、製造業からサービス産業が

大幅に減少していることを分かった。また、

東大阪市の中小企業は、産業集積が縮小して

いる中でどのような対応をしているのか。前

述のように上手く対応しているケースも報告

されている。しかし、官庁統計の統計数値で

は、なぜ就業者数が減少しているのか、原因

まで特定が出来なかった。また、今回の調査

では地域企業を対象としていない。地域雇用

の受け皿である地域企業の実態調査を行うこ

とも必要であろう。

３ 市財政と地域経済

（１） 東大阪市財政の概要

①東大阪市の財政指標

９月１２日、大阪府が２００７年度決算に基づく

府内市町村の状況を発表した。東大阪市の決

算状況は表６－７のとおりである。０７年度か

ら公表される地方財政健全化法に規定された

指標からすれば特に基準を上回るものはない。

歳入総額１６８２億６９００万円のうち、税収が８０３

億２２００万と歳入の４７．７％（府平均４９．６％）を

占めており、地方交付税総額は１６０億７０００万

円であり、歳入の９．５％（府平均９％）とな

っており、歳入構造から見ると府内の平均的

な自治体である。０７年度で歳出構造を見ると、

義務的経費が６０．３％（府平均５６．１％）と高く

なっているが、人件費は２１．７％（府平均２３．８

％）、公債費９．８％（府平均１０．９％）であり、

扶助費が２８．８％（府平均２１．３％）で相対的に

比重が高い。人件費で言えば、給与構造改革

による賃金引下げもあるが、むしろ「職員８００

人削減計画」や「職員適正化計画」などによ

る人員削減が影響している。０６年度決算資料

では、人口千人あたりの職員数は６．２５人で全

国７．８２人、府下９．９１人を下回っている。

②地方税収の落ち込み

東大阪市ではバブル期には税収が歳入の６０

％台を占めていたが、バブル崩壊後は５０％台

に、最近は５０％を割り込んでいる。とりわけ、

２０００年代に入って地方税の大幅な落ち込みは

表６－７ ２００７年度主な財政指標

（金額：千円）

人 口 （人） ４９０，６３１

面 積 （�） ６１．８１

職 員 数 （人） ２，９３１

歳 入 総 額 １６８，２６９，２６７
うち 地 方 税 ８０，３２２，５１０
うち 地方交付税 １６，０７０，９７２

歳 出 総 額 １６７，２３１，２４９

差 引 き 額 １０，４８０，２１８

実 質 収 支 ９８１，３５５

単 年 度 収 支 １１４，５２９

基準財政需要額 ７８，４０５，４６７

基準財政収入額 ６２，９５５，５８０

標準財政規模 ９７，７５４，２２２

財 政 力 指 数 （指数） ０．７８８

実質収支比率 （指数） １．０

積立金現在高 ８，１５７，４６７

地方債現在高 １６５，９８８，２９８
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深刻である。表６－８のように地方税の落ち

込み率が全国的に比較しても大きくなってい

る。これは、東大阪市に特異な状況ではなく、

守口市をはじめ門真市▲１．４％（６６９位）、大

東市▲５．６％（７６５位）、八尾市▲０．５％（６３３

位）など大阪の北・中河内地域に共通してい

る（いずれも都市データパック２００８）。この

落ち込み率の大きさは住民の貧困化の一つの

表れであろう。

このような地方税の落込みの激しさのもと

で、その税収の内訳（表６－９）を見てみる

と、東大阪の特徴が見られる。

税収全体では、０１年度と０６年度を比較する

と、８３８億２８００万円から７５６億４５０万円へと１

割程度落ち込んでいる。ただ、注目すべき点

は個人住民税は落ち込んではいるが、法人住

民税では０３年度から伸びていることである。

「構造改革」による個人所得の落込み＝貧困

化は東大阪市にも共通するが、地元企業はか

ならずしもそうではない。詳細は不明である

が、中国を中心としたアジア向け輸出関連企

業では業績が上がっていると言われている。

表６－９ 東大阪市の税収内訳 （千円）

０１年（Ｈ１３）０２年（Ｈ１４）０３年（Ｈ１５）０４年（Ｈ１６）０５年（Ｈ１７）０６年（Ｈ１８）０６／０１増減率

１．市町村民税 ２９，０１５，２２０ ２７，１１６，７３１ ２５，９１５，０９１ ２６，２１１，５３０ ２７，４７５，３９９ ３０，１０６，９５１ １０３．８％

ア．個人均等割 ５５４，１９３ ５４０，３１９ ５３０，５９５ ５２５，７０８ ５６４，０８９ ６２３，９９２ １１２．６％

イ．個人所得割 ２１，４３１，２９ ２０，４７２，２８９ １９，０３７，３４９ １８，３８２，８７５ １９，０３９，５９７ ２０，８６３，２３０ ９７．３％

個 人 小 計 ２１，９８５，４８９ ２１，０１２，６０８ １９，５６７，９４４ １８，９０８，５８３ １９，６０３，６８６ ２１，４８７，２２２ ９７．７％

ウ．法人均等割 １，５２２，０５３ １，４８７，３１７ １，５０３，６０３ １，５４１，０１６ １，５６２，７６３ １，５８２，６２１ １０４．０％

エ．法 人 税 割 ５，５０７，６７８ ４，６１６，８０６ ４，８４３，５４４ ５，７６１，９３１ ６，３０８，９５０ ７，０３７，１０８ １２７．８％

法 人 小 計 ７，０２９，７３１ ６，１０４，１２３ ６，３４７，１４７ ７，３０２，９４７ ７，８７１，７１３ ８，６１９，７２９ １２２．６％

２．固定資産税 ３９，３９７，３２１ ３８，６８２，４４３ ３５，９８９，１５２ ３４，５５９，７３０ ３４，０６９，１８７ ３２，１７７，９７５ ８１．７％

３．軽自動車税 ３２８，１６４ ３３０，２５７ ３３８，３６１ ３４９，２５１ ３５９，３１２ ３７２，４７７ １１３．５％

４．市町村たばこ税 ３，８３３，３０７ ３，７４３，７１６ ３，８７５，４５４ ３，９５６，３３２ ３，８０４，１５３ ３，８９０，７３９ １０１．５％

５．特別土地保有税 ８，３９６ １，１６８ ０ ０ ０ ０ ０．０％

６．目 的 税 １１，２４５，３７１ １０，８８０，６４０ １０，０６２，４８５ ９，６６８，４９１ ９，４８５，５６３ ９，０９６，７６９ ８０．９％

合 計 ８３，８２７，７７９ ８０，７５４，９５５ ７６，１８０，５４３ ７４，７４５，３３４ ７５，１９３，６１４ ７５，６４４，９１１ ９０．２％

出所：「決算カード」より作成。

表６－８ 東大阪市の地方税落込み率

２００７年版（全国７８３市） ２００８年版（全国７８４市）

地方税落込み率 ▲６．９％（２００２／０５比較） ７１０位 ▲０．７％（２００３／０６比較） ６４１位

出所：都市データパック（東洋経済）
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６０００�

４０００�

２０００�

０�

－２０００�

－４０００�

－６０００�
０３年（H１５）�０４年（H１６）�０５年（H１７）�０６年（H１８）�

税及び税源移譲関係費の合計�
交付税＋臨財債の合計�

ただ、今年の原油高などでそれも急速に冷え

込んでいるとの見方もある。さて、個人住民

税については、０５年度から増加傾向にあるが、

所得増加より定率減税や非課税措置の改悪な

どの影響があるものと考えられる。したがっ

て、「構造改革」＝貧困化の指標とすれば０１年

度と０４年度を比較することのほうが正確であ

ると考える。これを比較すると、８６％となる。

なお、東大阪市の税収構造は、個人住民税と

固定資産税の落込みを法人税と０６年度の税制

改悪がカバーした形になるが、それでも０１年

度と０６年度を比較すれば１割減少しているこ

とになる。

したがって、東大阪市でも税収の数字だけ

見て市民の暮らしが豊かになったとは決して

言えない。むしろ年金などは増えていないの

に新たに課税されるなど、それに関連する国

保や介護保険料の値上げによって住民生活は

苦しくなっている。それが、０６年７月の長尾

民主市政誕生の背景にもなっている。

（２）「三位一体の改革」による東大阪市財政

本来の地方交付税制度では、税収の落ち込

みを地方交付税の増額でカバーされ地方財政

システムが機能することになっている。東大

阪市における税と地方交付税と関係を表した

のが図６－１である。０２年度と比較して、０３

年度から０６年度の４年間で地方税が１５２億４９００

万円減少したにもかかわらず、交付税で補填

されたのは１００億５８００万円にすぎない。その

差額は、５１億円あまりに達する。

財政上は比較的“良好”と見られる東大阪

市でさえ、このような影響を受けている。住

図６－１ 税と交付税の推移

表６－１０ 東大阪市の三位一体の影響 （単位：千円）

（芽だし） 「三位一体の改革」期間

０２年（Ｈ１４） ０３年（Ｈ１５） ０４年（Ｈ１６） ０５年（Ｈ１７） ０６年（Ｈ１８）

地 方 税 ８０，７５４，９５５ ７６，１８０，５４３ ７５，６０７，４８５ ７７，００５，００３ ７８，９７７，５７７

対Ｈ１４年比較 －４，５７４，４１２ －５，１４７，４７０ －３，７４９，９５２ －１，７７７，３７８

地方交付税 ２０，３９０，０２０ ２４，４４４，３３５ ２２，１９１，６８６ ２３，１５３，０１８ ２１，８２９，５４０

対Ｈ１４年比較 ４，０５４，３１５ １，８０１，６６６ ２，７６２，９９８ １，４３９，５２０

出所：「決算カード」より作成。
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民生活が疲弊している時に、５１億円の財源が

あれば様々な施策ができたのではないか。

なお、図６－１の地方税には、所得譲与税

を含み、地方交付税には臨時財政対策債を含

んだ額である。この期間に、東大阪市の国庫

補助金は増加傾向にある。本来は、国庫補助

金が減って、地方税が増える仕組みが「三位

一体の改革」の姿ではあるが、自治体によっ

ては実施する事業により必ずしも国庫補助金

が減るとは限らない場合がある。

（３）「構造改革」下のもとでの「貧困化」

と行政需要の増大

「構造改革」による「貧困と格差」の増大

は、所得階層の下層へのシフトや福祉関係経

費の増大を招き、結果として自治体財政危機

を一層深刻化している。

表６－１１は課税標準額の段階別の人数であ

るが、０１年度と０５年度を比較した場合に、課

税対象者が１２９５人程減っている。年収１００万

円以上は減少しているが、１００万円以下の対

象者は２４８９人増えている。０５年度から非課税

基準の改悪などが行なわれており、「貧困化」

した住民層にしわ寄せがあったことが明らか

である。さらに、０６年度は対象者が前年度よ

り１万３０５５名も増えている。とりわけ課税標

準額１００万円以下の層が８３１０人も増加した。

この税制改悪で税やそれに連動する国保、介

護の窓口には高齢者を中心に多くの市民が押

し寄せた。年金が増えない、むしろ減少ぎみ

の中で住民税が２倍、３倍になる。税金だけ

でなく、これに連動して国保や介護保険料が

大幅に値上げされ、住民の怒りが高まった。

東大阪市の生活保護率は、９０年代から府平

均より４パー
ミル程度高かったが、２０００年代に入り、

さらに拡大し０６年度では６パー
ミル以上の開きがあ

る。０６年度の生活保護受給世帯総数は１万１６８

世帯である。世帯類型別にみると母子世帯が

１，７２２世帯あり、全体の１６．９％を占めている。

府平均が１０．９％なので、母子世帯の占める割

表６－１１ 東大阪市における市民税所得割課税標準額段階別人数

課税標準額
２００１年（Ｈ１３） ２００５年（Ｈ１７） ２００６年（Ｈ１８）

人 数 人 数 人 数 前年比人数

１０万円以下 ６，７７６ ３．４％ ７，３４７ ３．９％ ７，８９１ ３．９％ ５４４

１０～１００万円 ５９，０３４ ２９．９％ ６０，９５２ ３２．０％ ６８，７１８ ３３．７％ ７，７６６

１００～５５０万円 １１９，０７７ ６０．２％ １１１，８４３ ５８．７％ １１６，４３５ ５７．１％ ４，５９２

５５０～７００万円 ５，５０３ ２．８％ ４，２３７ ２．２％ ４，１１６ ２．０％ －１２１

７００万円以上 ７，２６９ ３．７％ ６，３１３ ３．３％ ６，５８７ ３．２％ ２７４

合 計（人） １９７，６５９ １００．０％ １９０，６９２ １００．０％ ２０３，７４７ １００．０％ １３，０５５

総 人 口 ４９７，０４３ ４９５，７４８ ４９４，４２２ －１，３２６

出所：「自治大阪」より作成。
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合が大きいのが特徴である。

国民健康保険の推移は表６－１２のとおりで

ある。実質収支は、増減はあるもの一貫して

赤字である。人口が停滞しているもとで、被

保険者数も４０％前後で停滞している。加入世

帯のうち所得１００万円以下が６８．６％で府内平均

５８．３％より１０％以上高い。住民に対する制裁

措置も厳しく短期保険証発行率が３８．８％（府

平均２４．５％）、資格者証１３．０％（府平均６．３％）

と高くなっており、子どもに対する資格者証

も２８５人に発行している（０７年度、大阪社保

協調査）。

４ 住民意識アンケート調査
のとりくみと結果の特徴

はじめに

自治労連本部が提起している「地域経済再

生・地域づくり」運動の具体化をはかるため、

住民意識アンケート調査を東大阪市でも実施

することになった。

東大阪市職労は、１９７９年、１９９８年と過去２

度の住民アンケートを含む地域実態調査をと

りくみ、それをもとにした「まちづくりへの

提言」を行うなど、民主的な市政の実現を含

図６－２ 東大阪市の保護率

表６－１２ 東大阪市の国民健康保険の推移

年 度 ０１年（Ｈ１３）０２年（Ｈ１４）０３年（Ｈ１５）０４年（Ｈ１６）０５年（Ｈ１７）０６年（Ｈ１８）０７年（Ｈ１９）

実質収支（千円） ▲３，９３３，０９６ ▲３，５８６，２８９ ▲３，０２７，３６７ ▲２，７００，４１０ ▲２，６３７，２２３ ▲３，１４９，２５０ ▲４，３４９，５６２

加 入 世 帯 ９６，３９７ ９９，８４８ １０２，７６３ １０４，８１６ １０５，７２２ １０６，１０３ １０５，６０１

被 保 険 者 数 １８９，３１６ １９３，８８６ １９７，３０４ １９８，６２４ １９７，４８７ １９５，１８６ １９１，７９０

総 人 口 ４９６，７４７ ４９６，２０６ ４９６，２４２ ４９５，７４８ ４９４，４２２ ４９２，４７３ ４９０，６３１

人 口 比 ３８．１％ ３９．１％ ３９．８％ ４０．１％ ３９．９％ ３９．６％ ３９．１％

出所：東大阪市資料による。
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む住みよいまちづくりをめざす市民的な運動

への一定の貢献を行ってきた。

住民意識アンケート調査にむけた組織内の

意思統一を行うための学習会を７月３日に開

催した。大阪自治労連から亀原副委員長、大

阪自治体問題研究所から児玉和人氏を招き、

「住民本位のまちづくりをすすめる立場で、

自治体労働者が地域に出て調査する。そこか

ら住民との信頼関係を確認し、地域での共同

を広げる契機とする」「官製統計では限界が

あり、数字に表れない質を明らかにする」

「小泉『構造改革』で住民の生活がどう変化

したか、とくに中小企業のまち東大阪ではど

のように住民に影響しているのか明らかにす

る」などの今回の住民意識調査の目的と意義

を学習し、その後、支部別の目標を提起し、

各支部での機関会議で具体化の意思統一を行

った。

しかし準備等の遅れから、無作為抽出で

２０００世帯以上にアンケート用紙を郵送し、そ

の後の組合員による家庭訪問によって１３５０の

有効回答を得た１０年前の調査とは異なり、今

回は組合員・職員の「つながり」を基本とす

るアンケート調査となったことから、市内民

主団体等の協力は得たものの、目標の１０００件

の回収には及ばず８４７にとどまった。また、

対話によらなかったことでの実態把握の弱さ

や調査対象の偏りを生む結果となった。

しかし不十分なとりくみのもとでも貴重な

経験も生まれた。多くの組合員が調査に参加

した保育所支部からは、複数のアルバイトを

かけ持ちしてやっと生活を維持している非正

規労働者の実態など、想像以上の市民の厳し

い生活実態に接した報告などが寄せられた。

また、アンケートの協力をいただいた民主団

体、とりわけ深刻化する不況のもとで苦しむ

多くの中小零細業者を会員にかかえる民主商

工会からは地域経済活性化へのヒントとして

の調査結果への期待と関心が寄せられている。

現時点ではアンケートの単純集計の分析が

中心であるが、すでに今後の運動の参考とな

るような貴重なヒントが見て取れる。今後、

結果の詳細な分析をすすめるとともに、これ

までのアンケート調査を補完するリアルな実

態把握のためのヒアリング調査等を重視し、

それらの結果を地域に返し、協力いただいた

団体や市民のみなさんとともに住みよい働き

やすい東大阪の共同のまちづくりをめざすも

のである。

以上の視点に立って、集計結果を概観して

の特徴と思われる点について「アンケート集

計結果から見えてくるもの」として以下に指

摘するものである。

（１） アンケートの集計結果から見えてくる

もの

①「中小企業の集積地」の実像との若干のズレ

集計結果を概観した結論は、他の３市と比

べて不十分な取り組みとなったにもかかわら

ず、今後の運動に生かすべき貴重なデータが

豊富に存在していることが確認できるという

ことである。しかし、集計結果はやはり一定

の補正が求められるものになっている。

まず、４市共通項目の「属性」（表６－１３）
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東大阪市内　８６％�

大阪市内�
　７％�

それ以外　７％�

会社員・公務員�
などの常雇　　�

56.7％�年金生活者�
18.4％�

自営業・自由業�
13.1％�

臨時・日雇い�
8.1％�

その他　2.4％�
無業者　0.7％�
農林漁業　0.2％� 学生　0.2％�

主婦　0.1％�

を見ると、東大阪の場合２００５年の国勢調査結

果と比較して、年齢構成が４０歳代、５０歳代が

非常に高く、特に５０歳代では、国調が１６．８％

であるのに対して３０．８％と約２倍になってい

る。

また、「通勤先」（図６－３）の問に、８割

を超える人が「東大阪市内」と答えているの

は、「職住混在のまち」という東大阪市の特

徴を表しているが、「世帯主の主な収入源」

（図６－４）の問に、「会社員・公務員などの

常雇」が５割を超え、「自営業・自由業」が

表６－１３ 年齢別の属性 （％）

北 秋 田 市 守 口 市 東 大 阪 市 唐 津 市

アンケート ０５国 調 アンケート ０５国 調 アンケート ０５国 調 アンケート ０５国 調

１０歳 代 ３．８ ４．８ ０ ５．４ ０．５ ５．８ ０ ６．４

２０歳 代 ４．４ ７．５ ２．９ １３．１ ７．１ １５ ４．７ １２．１

３０歳 代 １６．５ １０．２ １１．１ １８ １２．２ １８．５ １３．４ １３．１

４０歳 代 ２９．４ １３．７ １２．１ １３．４ ２１ １３．４ １７．５ １４．６

５０歳 代 ２４．１ １８．６ １７．７ １６．７ ３０．８ １６．８ ２６．４ １８．５

６０～６４歳 ６．８ ８．２ １６．５ ９．８ １０ ９．１ １１．２ ６．９

６５～７４歳 １０．７ １８．８ ２９．７ １５ １３．８ １３．４ １９．２ １４．２

７５歳以上 ４．１ １８．２ １０．１ ８．６ ４．６ ８．１ ７．６ １４．１

総 計 １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

図６－３ 勤務先 図６－４ 世帯主の主な収入源
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自営業・自由業�
13.1％�

国保以外　70％�

国民健康保険�
　30％�

自営業・自由業�
13.1％�

国保以外　53％�

国民健康保険�
　47％�

１３％にとどまっているのは、これも東大阪市

の特徴のひとつである「中小企業の集積地」

を表しているとするには問題を残している。

そしてこれは当然、国保加入世帯比率にも

影響が出ている。アンケート結果によると中

小零細の事業主や従業員が加入する国保の加

入状況（図６－５）は約３０％となっているが、

東大阪市の資料によると０７年１１月の加入者の

割合は、４７％（図６－６）であり少なすぎる。

したがって、「暮らし向きで現在最も困っ

ている問題」の回答（表６－１４）についても、

「国保料・介料が高い」と思っている市民はも

っと多いと思われる。もともと高槻市や吹田

市などの国保料と比べても相当高い（表６－

１５）うえに、４月から始まった後期高齢者医

療制度によって高齢者の負担が増え、若年層

も新制度の「負担分」として国保料が大幅に

引き上げられたこともあり、実際はトップクラ

スの「困っている問題」と見るべきであろう。

図６－５ 国保加入状況の回答

図６－６ ０７年１１月の実際の加入率

表６－１４「困っている問題」 （％）

物価が高くなってきている ３４．１

収入が少ない ２３．０

税金が高い １５．６

国保料・介護保険料が高い １４．１

教育費が高い ９．６

公共料金が高い ６．３

借金が多い ５．１

仕事がない ４．０

その他 ２．５

跡継ぎがいない ２．１

表６－１５ 高槻市・吹田市との２００７年度国保料比較

（単位：円／年）

年間所得 １００万 ２００万 ３００万

高 槻 市 １２０，９５０ ２７１，７１０ ３６２，０１０

吹 田 市 １２８，９１０ ２８９，９５０ ３８７，２５０

東 大 阪 市 １９７，０５５ ４４６，２９５ ５７２，８６５

注）４０歳代夫婦と未成年２人の４人世帯（介護分含む）

出所）大阪社会保障推進協議会調べ
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②「構造改革」による市民の厳しい生活実態

と切実な思いが伝わる結果―リアルタイム

な生活悪化の声を反映

しかしながらアンケート結果は東大阪市民

のリアルな生活実態と思いを反映している。

５年前と比較して年間収入が４８％、貯金残

高は６６．２％の人が「減った」と答え、反対に

年間支出は６７．２％、「国保・介護料」７１．２％、

「税金」７３．３％、「公共料金」５９．６％、「医療

費」６０．９％といずれも過半数を遥に上回る人

が「５年前と比べて負担が増えた」と答えて

いる。収入だけでなく蓄えまで減ったうえに

生活のすべての面での支出の増大。「構造改

革」と呼ばれるものが東大阪市民の生活を著

しく悪化させたことは明らかである。

また、前出の表６－１４の「困っている問題」

のトップには「物価が高くなっている」こと

が上がっており、投機マネーの暴走による生

活必需品の高騰への市民の思いをリアルタイ

ムで反映している。さらに、アンケート結果

の「最も困っている問題」の年齢別クロス集

計（５区分）を見ると、「国保料・介護料が

高い」と答えた層は図６－７のとおり高齢者

ほど多く、高齢者が国保料・介護料の重い負

担にあえいでいる様子がうかがえる。また、

「仕事がない」と答えた層は、６５歳以上の高

齢者とともに１０～２０歳代の若者に集中してい

る。

アンケート結果からは、自公政権が推し進

めてきた弱肉強食の「構造改革」による貧困

と格差の広がりの下で苦しむ東大阪市民の悲

痛な叫びが聞こえてきそうである。

③解明が求められる「近所づきあいの希薄化」

に現れた地域社会の変化

アンケート結果は最近の地域社会の変化も

反映している。

「暮らしていくうえで一番困っている問題」

（表６－１６）のトップは「隣近所とのつなが

りが弱くなった」であり、他の４市の結果も

同様で全国的な傾向のようである。

本市の場合も工場アパートや商店街にシャ

ッターが目立つようになり、少子化もすすむ

など地域社会における人間関係の希薄化の要

因はある。しかし一方では、１０年前のアンケ

ート調査では、市民は東大阪市に住むうえで

のプラス評価（表６－１７）の第２位に「近所

づきあいがいい」ことをあげ、近所づきあい

図６－７

国保料・介護料が高く困っている （％）

仕事がなくて困っている （％）
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当分は住み続けたい�
　41％�

長く住み続けたい�
　40％�

出来ればよそへ�
移りたい　18％�

すぐにでも移りたい　１％�

そのもの（表６－１８）についても過半数が

「うまくいっている」と答えている。アンケ

ート結果は地域社会の最近の変化についての

さらなる把握・分析を求めているが、同時に

「近所づきあいは大切だ」と思っているから

こそ、その希薄化を心配する市民が多いこと

の現れでもあり、そこに地域再生のヒントを

探すことも重要だろう。

④定住志向の変化の解明も重要

今回のアンケートでは、「東大阪に住み続

けたいか」という問に「長く」「当分」を合

わせて約７割の人が「住み続けたい」（図６

－８）と答え、「引越し希望」組を大きくひ

きはなしている。しかし、ここでも１０年前の

アンケート（図６－９）では、「住み続けた

い」と答えた人と、「できれば」「引越し計画」

を合わせた「脱出」組は、４９％、４８％と拮抗

していた。この相違は、質問のニアンスの違

いにもよるとは思われるが、定住志向が高ま

っているのは確かなようだ。そしてこの変化

は、前述した生活悪化によって、市民の中に

あった奈良の住宅地への移転の夢が「諦め」

に変わったのか、あるいは「すみ続ける理由」

（図６－１０）の第１位に、従来の「便利さ」

を抜いて「長く住んで愛着がある」が挙げら

表６－１６ 一番困っている問題 （％）

隣近所のつながりが弱くなった ４１．７

災害の危険性が増している ２７．４

消防・救急体制が弱くなった １４．１

その他 １３．５

金融機関が不便になった １２．０

病院が遠くなった １０．５

買い物が不便になった １０．４

交通が不便になった ９．８

郵便局が不便になった ４．７

福祉サービスが受けられない ３．３

学校・保育園が遠くなった ２．６

表６－１７ 東大阪市のプラス評価 （％）

①日常の買い物が便利 ６５．９０

②近所づきあいがよい ５２．８０

③通勤・通学によい ４９．９０

表６－１８ 近所づきあいはうまくいているか
（１９９８年アンケート結果） （％）

①うまくいっている ５２．８０

②どちらともいえない ３４．５０

③うまくいっていない ５．５０

④まったくない ４．００

⑤わからない ２．９０

図６－８ 東大阪の住みよさ
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長く住んで�
　愛着がある�

通勤・商売・�
　通学に良い�

物価安く�
　買い物便利�

近所の�
　　つきあい�

そ　 の 　他�

町の雰囲気・�
　　風紀良い�

福祉・医療や�
サービス�

０� １０� ２０� ３０� ４０� ５０� ６０�

家賃やローン�
　　が手ごろ�

学校・保育の�
　　　　整備�

出来れば移りたい�
　34％�

住み続けたい�
　49％�

将来の引越しを�
計画している�
18％�

その他　3％�

れているように、高度成長期に倍々ゲームで

急増した「入り人」たちの子や孫が成長して

くるなかで「愛着」という新たな定住要素が

生まれつつあるのか、さらなる分析が求めら

れる。

⑤地域づくりの担い手の存在

またアンケート結果は、地域で住みよいま

ちづくりをすすめる担い手が広く存在してい

ることも示している。表６－１９のように、自

治会・町会の７割以上をはじめ、PTA・子

ども会、保育・学童の保護者会、生協活動、

ボランティア活動、趣味のサークルなど、多

くの住民がさまざまな地域活動に参加してお

り、「役員経験」（表６－２０）を持つ人も多い

図６－９ １９８８年アンケートの同様の質問

図６－１０ 東大阪に住みつづける理由
（％）

表６－１９ 地域活動に「参加」しているか（％）

自治会・町会等 ７１．６０

PTA・子ども会 ５６．２０

保育所等の保護者会 ３６．４０

生協活動 ３２．２０

その他ボランティア ２５．５０

サークル・スポーツ系 ２５．１０

サークル・文系 ２４．８０

婦人会・老人会 ２３．８０

スポーツ少年団等 １８．２０

街づくり活動 １６．７０

委託ボランティア １３．６０

商店街・業者組合 ７．９０

表６－２０ 地域活動の「役員経験」 （％）

自治会・町会等 ５３．００

PTA・子ども会 ５２．６０

保育所等の保護者会 ３４．００

その他ボランティア １４．７０

生協活動 １２．７０
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　46％�
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　38％�
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ない　14％�
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２％�

ことが分かった。９８年のアンケート結果の

「まちづくりへの関心」（図６－１１）の高さを

含めて考えれば、まちづくりの担い手が地域

に広く存在していることがうかがえる。

（３） 高まる地域経済再生への期待と貴重な

示唆に富む調査結果

①ものづくりのまちを襲った「直下型激震不

況」とその打開の可能性

アンケートに協力した市内の民主団体から

は、結果に大きな関心と期待が寄せられてい

る。「ものづくりのまち」を襲った投機マネー

暴走による「直下型激震不況」打開を真剣に

模索している中小業者の期待はとりわけ大き

い。

全国有数のものづくりの集積地である東大

阪の地域経済もバブル崩壊以来、倒産・廃業

などが増えつづけ、３万５０００を超えていた事

業所数は０６年には２万８０００に減少。その中心

である製造業も約１万から６０００台へと３割以

上も減少した。（図６－１２）

しかし、小さいながらも全国シェアトップ

を占めるような高い技術力を生かして、しん

どい中でも「したたか」にがんばっている企

業も少なくなく、縫製業などが中国に仕事を

奪われる一方で、製造業の中では「中国特需」

という言葉まで生まれるほどに業績を伸ばす

ところもでてきた。図６－１３からも分かるよ

うに、それが法人市民税の回復をもたらし、

実質収支の好転（図６－１４）など東大阪市財

図６－１１ まちづくりに関心があるか
（９６年のアンケート結果）

図６－１２ 製造業事業所の推移
（人）

出所）東大阪市資料による。

図６－１３ 法人市民税の回復
（百万円）

出所）東大阪市資料による。
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政の健全化の一因ともなっていることもうか

がえる。

しかしながら、２００５年に市経済部が市内中

小企業を対象に実施した「海外市場展開に向

けた支援サービスに対する意識調査」結果を

見ると、「ここ２～３年の売り上げが増加し

た」と答えた企業はわずか４％で、７８．５％の

中小企業が「減少した」と回答。「アジア諸

国に市場性がある」と答えた企業も３割に止

まった反面、７割の企業が「市場性を感じな

い」と答えた。これは、東大阪の中小企業の

「したたか」な頑張りの中にも大きな「格差」

が生じていることを示している。

しかも、もともと生活保護率が全国、大阪

府をはるかに上回るほど高い水準にある本市

で、最近、長年ぎりぎりの生活と営業のなか

で年金保険料の支払いができずにきた中小零

細業者が、無年金・低年金→生活保護にすす

むケースが増加し、市民生活のみならず地域

経済や市財政にも暗い影を落としはじめてい

る。

そんなおりも折り、原油を初めとする原材

料の異常な高騰が突然襲いかかったことから、

これまで「したたかに」頑張ってきた事業所

を含め、「今度はアカン」の声があがってい

る。市内中小企業者が「直下型激震不況」と

呼ぶはずである。これは経済部の景況動向調

査結果（図６－１５）にもはっきりと現れてお

図６－１４ 実質収支の好転
（百万円）

出所）東大阪市資料による。

図６－１５ 東大阪市経済部景況動向調査

出所）東大阪市資料による。
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り、６１％というかってなかった企業が「原材

料高」をその悪化の原因にあげている。

その一方で、今回の市民アンケート結果は、

「直下型激震不況」にあえぐものづくりの集

積地にとっての危機打開の貴重なヒントも与

えている。前出の「一番困っている問題」

（表６－１６）として市民が、「近所づきあいの

希薄化」の次にあげたのは、「災害の危険性」

であった。

一方、市内の中小零細企業の一部では、

「どうせ資材高騰で資材が手に入らず仕事も

こないのなら、いっそそれを逆手に取ったろ

か」「CO２を出さないことをビジネスチャン

スに変えられないものか」と模索する動きが

生まれつつある。すなわち、自然環境を守る

という方向で、市内中小企業の高い技術力を

生かして深刻な不況からの活路を見出そうと

いう試みである。この視点から見れば、例え

ば「ゲリラ雨」の被害を防ぐには地域に密着

したキメの細かい調査と補修工事が必要とな

り、地元に精通した業者の参画が必要となる。

「災害の危険性の増大」という市民の心配は、

それを解消するための市民生活密着型の新し

い公共事業の創出の可能性を持っている。さ

らに視点を広げて自然環境を守ろうとすれば、

例えば太陽光や風力発電の普及などで、人工

衛星をつくれるような市内の中小企業のすぐ

れた技術を行政が本気で応援することによっ

て、中小企業にとっても市民にとって恩恵を

もたらすも可能性も生まれる。アンケート結

果はそれらの方向を市民の願いが後押しして

いることを教えているようである。

②求められる「エリアごとのまちづくり」へ

むけた取り組みの強化

また、今回の住民アンケート調査では、不

十分ながら行政による地域区分と同じ「７つ

のリージョン」ごとの集約を試みた。その結

果の詳細な分析も期待を持って待たれるとこ

ろである。例えば４市の調査の「共通項目」

の集計結果の中に「公共交通機関の利便性の

変化」をたずねた問（表６－２１）があるが、

東大阪は他市に抜きん出て約３割が「便利に

なった」と答えている。これは、昨年３月に

近鉄奈良線に便利で速い「区間準急」が走る

ようになり、今年３月には、これまで南北を

貫く鉄道路線が皆無であったところに大阪東

線（旧城東貨物線の客車運行化）が開通した

などの影響が大きいと思われる。しかし、表

６－２２の年齢階層別クロス集計（５区分）を

見ると、通勤・通学等で電車をよく利用する

表６－２２ 同じ回答の年齢階層別クロス集計結果
（５区分）

便利になった 変わらない 不便になった

１０－２０歳代 ３６．１ ６２．３ １．６

３０－４０歳代 ３５．２ ６１．１ ３．７

５０－６４歳 ３０．１ ６７．７ ２．２

６５－７４歳 １７．６ ７１．３ １１．１

７５歳 以 上 ５．６ ７７．８ １６．７

表６－２１ 公共交通機関の変化

北秋田市 守口市 東大阪市 唐津市

便利になった １．７ ２０．１ ２９．５ ８．８

変わらない ７４．５ ７６．４ ６５．８ ７５．６

不便になった ２３．８ ３．５ ４．７ １５．６
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若年・壮年層で「便利になった」と答えた人

が多かった半面、高齢者の中では「不便にな

った」と答える人も増えている。これは、市

民とりわけ高齢者が市内を移動する中心的な

手段である近鉄バスの路線が増えたところが

ある反面、廃線となった路線も少なくなく、

その影響が出ているとも考えられる。また、

設問２－２で「交通が不便になった」（図６

－１６）と答えている人が地域的なバラつきを

持っていることからも地域ごとの詳細な分析

が不可欠である。

また、「困っている問題」の第３位にあが

っている「消防・救急体制が弱くなった」に

ついても医師不足による市立病院の小児救急

の後退とともに、市民の間では消防車・救急

車の到着時間の地域格差も問題になっており、

この問題でも回答に地域的なバラつき（図６

－１７）があることから地域ごとの詳細な検討

と対策が求められている。
おおはすひがし

また、図６－１８は大蓮東小学校区の例だ

が、この校区を含む西（旧布施）地区全体で、

工場の閉鎖が相次ぎ、労働人口が流失し絶対

図６－１６「交通が不便になった」地域別

図６－１７「消防・救急体制が弱くなった」地域別

図６－１８ スプロール・少子高齢化がすすむ大蓮東小学校区

出所）東大阪市資料による。
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的な人口減少とともに少子高齢化が進行し、

ひとつの小学校では運動会の開催もできない

などの「スプロール化現象」が起きて久しい。

また、工場跡地には一戸建やマンションが無

秩序に建設され、ものづくりの環境も住環境

もともに破壊する「職住対立」とも呼ぶべき

現象も生じている。一方、中・東（旧河内・
あか だ きた

枚岡地域）地区では英田北小学校区（図６－

１９）のように労働人口流入で人口が増加して

いる。子どもの数も増え、保育所・幼稚園・

学校が不足し、校庭にはプレハブ校舎が林立

する事態となっている。

このように同じ市内でありながら全く逆の

問題をかかえるという「地域格差」が広がっ

ており、これらの問題の解決策を探る点でも

エリアごとの分析・検討が求められる。

もともと「エリアごとのまちづくり」は、

住民をまちづくりに参画しやすくし、将来的

には「地域分権」型のまちづくりへも発展す

る可能性をもつもので、橋下知事が財界の意

向を受けて道州制を推進しようとしている今

日、それに対する有効な「対決軸」としても

大切なことと思われる。

おわりに

最後に、調査活動の今後の取り組み方や、

調査結果を運動にどう生かすかなどを考える

うえで、東大阪市政の状況も視野において考

えることも重要だと考えられる。

この間、東大阪市民は２度にわたって革

新・民主の市政を選択したが、特に２期目の

長尾民主市政は、前市政がつくった２４億円を

要する上下水道庁舎建設計画に対する市民の

意見を募集、わずか２週間の間に７２００を超え

る市民のコメントが市役所に集中し、市が実

施した市民アンケート調査とあいまって、建

設計画が市民の声で中止・変更されるという

東大阪市政始まって以来の出来事が起きた。

市民は「市民の声で市政は動く」という貴重

図６－１９ 人口も子どもも増える英田北小学校区

出所）東大阪市資料による。

第６章 東大阪市における調査の概要
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な経験をした。

昨年の９月に自民・公明などによって、道

理も大義もない長尾市長に対する不信任決議

が強行され、市長選挙では僅差ながら惜敗し、

民主市政の継続がならないという残念な結果

となった。しかし、その直後に自民党市議団

が分裂、議会の民主的運営や市民要求の前進

を求める共産党を含む勢力が議会の多数派と

なり、３月議会では国保の大幅値上げ案の修

正、乳幼児医療助成の拡大、コミュニティバ

ス運行にかかわる調査費の予算化などが実現、

市民の声で市政が動く流れは現在も前進して

いる。

しかし、一方では現野田市政は、橋下府政

同様「全事業ゼロベース」見直しなどと称す

る大掛かりなアウトソーシング計画をすすめ

ようとしており、安心して暮らせる市民が主

人公のまちづくりの流れとの激しいせめぎあ

いとなっている。

私たち東大阪市職労は、市民が主人公のま

ちづくりの流れをもっと大きな流れとするた

めにも、ものづくりのまちの再生をはかるた

めにも、これまでの調査活動のとりくみの不

十分さの反省のうえにたって、これまで述べ

たような貴重なデータの存在に確信を持って、

アンケート結果を実証的に裏打ちしさらに豊

かなものとするためのヒヤリング調査等を重

視し、それらの結果を地域に返し、さまざま

な団体や市民とともに住みよい働きやすい東

大阪の共同のまちづくりをめざすものである。

（東大阪市職員労働組合）
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本報告書は、冒頭にも述べたように、２００８

年５月に調査準備を開始して以来、ほぼ５ヶ

月にわたる調査活動の中間報告である。調査

の工程表に即していえば、統計分析を中心に

した構造調査、住民の生活状態や意識を把握

するアンケート調査自体は、ほぼ終了してい

るが、本格的分析については、まだこれから

という段階である。とりわけ、各地域及び日

本の地域再生の方策を考えるうえで必須な、

住民アンケートの記述回答部分の詳細な分析

や団体ヒアリング調査の実施、結果分析につ

いては、今後の課題である。したがって、研

究会の目的のひとつである「地域循環型経済

の再生・地域づくり」の提言は、年度末を目

途に作成する予定である最終報告書に委ねな

ければならない。

とはいえ、これまでの調査活動及び中間的

なとりまとめ作業からも、多くの貴重な成果

を見出すことができ、提言の方向性に関わる

基本的論点が見えてきた地域もある。最後に、

これらの点について、私見を述べておきたい。

第一に、「構造改革」が住民生活、家計に

与えた影響が明らかになった点である。守口

市・東大阪市といった都市部でも、北秋田

市・唐津市といった農村部でも、この５年間

に収入が減少した世帯はほぼ半数以上に達し

た。中小企業や自営業、農家世帯では、製造

業や農業等の産業後退のなかで所得が減り、

雇用者層でも賃金を減少させた世帯が多くを

占めている。また、年金収入も、年金制度改

悪や後期高齢者医療制度の開始による負担増

によって半数近くの年金受給世帯で減少した

としている。

他方で、税金、国保料・介護保険料の引き

上げや昨今のガソリン、食料品価格等の急上

昇が、どの地域でも家計を直撃している。こ

のため、３分の２以上の世帯が年間支出が増

大したとしており、結果的に貯金を減らした

世帯の比率も３分の２以上を占めている。収

入減と支出の増加が、生活を苦しくしている

状況が浮かび上がってくる。

第二に、「構造改革」が、一方では、市町

村合併政策、「三位一体の改革」、社会福祉・

医療構造改革という行財政改革を通して、他

方で郵政民営化や大型店の出店規制の緩和、

金融再編・農協統合といった経済構造改革を

通して、住民生活の基本的なライフラインを

破壊し、とくに山村や離島など条件不利地域

において、住み続けることが困難な地域が広

がってきている。公共交通網や郵便貯金サー

ビス、銀行・信用金庫・農協等のお金の出し

入れサービスが不便になったとする比率は北

秋田や唐津で高くなっている。病院や診療所

の受診・入院サービスの低下は、農村部でも

都市部でも、１割～２割余の人々が指摘して

いる。さらに、買い物の便や、福祉サービス

については、大型店や既存商店の立地状況、

及び市町村合併にともなう福祉サービスの施

策の「調整」によって、同一市内の地域でも、

比較的大きな差異が存在していた。

第三に、地域で暮らしていく上で一番困っ

ている問題として、４市共通でトップを占め

たのは、「隣近所のつながりが弱くなった」

おわりに
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ことであった。守口や東大阪といった都市部

においても、北秋田や唐津といった農村部に

おいても、これは共通した傾向であり、予想

外の結果であった。歴史的に地域ごとに形成

されてきた自治会や集落といった地縁的組織

のもつコミュニティ機能が、高齢化のなかで

の「構造改革」や、中小企業・自営業を基盤

にした地域産業やまちの空洞化、市町村合併

政策による広域基礎自治体の形成と住民自治

の機能低下によって、目立って弱まってきて

いるからであろう。このことは、「災害の危

険が増している」という回答率の高さにもつ

ながっている。「ゲリラ豪雨」による浸水や

土砂崩れの危険は、都市も農村も同様である。

その際、頼りになる近隣団体、地縁組織が弱

体化しているのに加え、基礎自治体が遠い存

在になってしまい、住民が安全に住み続ける

ことが、都市においても農村においても困難

になっていることを反映した数字であるとい

える。加えて、買い物、交通、病院、金融機

関といった、生活の基本に関わる社会サービ

スの弱まりが、地域の特性に合わせて、順位

の相違はあるものの、比較的重大な問題とし

て認識されているのである。

このような産業後退、所得の減少、出費の

増加、社会サービスの低下、コミュニティ機

能の弱化に加え、４市に共通して地方財政危

機の深化、財政硬直化の進行が見られた。企

業や農家、サラリーマン家計の所得や収入の

結果、地方税収が低下し、「三位一体の改革」

によって交付税も削減された当然の結果であ

る。では、どのように地域再生をはかってい

けばいいのだろうか。住民への負担を積み増

しながら、住民サービスを低下させ、「選択

と集中」ということで、一部の大規模プロジ

ェクトや一部の地域に財政投資を集中させて

いいのだろうか。地方財政の収支バランスだ

けを考えて、将来の各地域の持続可能性を展

望しないトップダウン的な行財政改革を追求

してもよいのだろうか。そうなれば、地域経

済の地域内再投資力の一大主体であり、住民

の自治組織である地方自治体が、当該地域の

持続的発展をリードする役割を自ら放棄する

ことにもつながるし、個々の地域の産業への

公的資金の循環も切断され、地域の事業所の

担税力の低下、さらなる地方税収の減少を招

くことになる。

そのような方向ではない地域再生、地域づ

くりの道は存在するのだろうか。その回答へ

のヒントもまた、今回の調査である程度見え

てきたといえる。北秋田や唐津では、守口、

東大阪に先行して、地域内の経済団体や企業、

社会活動団体へのヒアリングや住民アンケー

トの自由記述の入力作業を行った。そこでは、

各団体の責任ある地位の人たちから、地域に

対する熱い思いとともに、地元の自然や歴史

的遺産、農林水産物や特産品、観光資源を活

用すべきという提案に加え、自分たちが行っ

ている多種多様な取り組み（山や川の清掃、

高齢者や子ども向けボランティア、スポー

ツ・祭り・伝統芸能を通した交流、外国人花

嫁との交流、観光案内、地産地消の取り組み
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等）が数多く寄せられている。また、多くの

団体ヒアリングで指摘されていたように、肝

心なのは、その地域に住む「人」こそが「宝

物」であるという点にある。それぞれの人の

力を信じ、それを如何に引き出し、ネットワ

ークを作っていくのかが強く求められている

といえる。

それは、前述したような弱体化しつつある

「隣近所づきあい」を再生することにもつな

がる課題である。また地域産業面から見ると

地域内経済循環を強化する取り組みでもある。

このことの重要性は、大阪の中小企業地域で

も、北秋田、唐津でも認識されつつある点で

ある。北秋田や唐津での地域金融機関でのヒ

アリングを通して、特定の企業や地域ではな

く、地域の多様な経済主体にお金が循環する

ことの重要性が語られ、唐津信用金庫のよう

に地域経済振興のための独自の地域調査を実

施しているところもある。企業や地方自治体

への貸付だけでなく、住民の預金やローンに

経営基盤をおく地域金融機関ならではの考え

方であるといえる。さらに、経済循環は、単

にお金の循環だけではなく、投入する原材料

や排出する廃棄物の物質循環とも関わる。唐

津では、重油価格の急上昇に対応して地域の

自然エネルギーの活用が検討されつつあるう

え、地元農産物をできるだけ原料として購入

し、加工後に排出される植物性廃棄物を、畜

産農家の飼料として提供させる大手醤油メー

カーの取り組みも知ることができた。地域内

経済循環と環境に優しいエコロジー循環を地

域内で組織していく取り組みが民間ベースで

も開始されているのである。

このような優れた「宝物」や人物が、個々

ばらばらに点在しているのが多くの地域の現

況である。これらをネットワークすることが

何よりも必要である。その際、北秋田や唐津

のように合併して巨大な面積を抱えるように

なった地域においても、守口や東大阪のよう

な都市部の人口稠密地域でコミュニティ機能

が弱化している地域においても、生活領域で

の地域自治組織の創造が必要になってきてい

るといえる。それは、集落や近隣自治会とい

った旧来の地縁組織というよりも、基礎自治

体から一定の行財政権限を得て、例えば小学

校区あるいは合併前の旧町村単位の広がりで、

地域振興や社会福祉等の施策を展開できる自

治組織であり、その施策については例えば新

潟県上越市のように公募公選制度によって住

民代表が協議によって立案、実施できるよう

な権能が必要であろう。この地域自治組織と

集落や自治会、あるいはNPOや任意の地域

づくり団体が連携をとることにより、地域の

個性に即した効果的な地域づくりが可能とな

る。

とくに北秋田や唐津では、合併した後、旧

町村部の役場がなくなって、支所などになっ

て、行財政権限がほとんどなくなった。この

ことに対して、地域で農業や地域づくりに積

極的に取り組んできた住民からは強い不満の

声が出されている。あるいは燃料価格や資材

価格の高騰に迅速に対応することもできなく

なっており、「大きすぎる自治体組織」のも

おわりに
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つ弱みが経済危機の急激な悪化のなかで表面

化している。これは、東大阪など大規模都市

自治体がもつ問題にも共通する。となれば、

少なくとも旧町村単位に、当該地域内の地域

産業や地域づくり、住民生活を直接支援する

地域自治組織を創ることが、当面求められて

いるといえる。

ともあれ、以上は、これまでの調査結果か

ら見えてきた、課題解決の方向性の一部にす

ぎない。より具体的で包括的な提案について

は、今後の各地域での詳細な検討を通して、

明確なものとなるであろう。また、アンケー

トから明らかになった問題の少なくない部分

が、国の「構造改革」政策や府県の政策に起

因しているものであった。このような国政あ

るいは府県政の根本的改革も重要な政策課題

として浮き彫りになったといえる。

最後に、本調査を遂行する過程で、自治体

労働者が地域に入り、住民や団体・企業の代

表等の話を聞いたり、アンケートをしたりす

ることがいかに重要であるかを、改めて確認

することができたように思う。この間の公務

員バッシングや合併、行革、組織再編の嵐の

なかで、公務員が労働組合として地域に入る

ことはなかなか難しく、今回のような調査が

成功するかどうか、正直、不安な面もあった。

しかし、実際には、「案ずるより生むが易し」

であった。地域ごとに、きちんとした事前学

習やマニュアル作りに加え、北秋田のように

記者会見をしてテレビを含む多くのマスコミ

に報道してもらったりすることで、各単組が

スムーズに地域に入るための創意工夫を行っ

た。また、４市とも、以前から地域共闘組織

に参加している諸団体とともに、調査体制を

組んで取り組んでおり、調査過程そのものが、

地域における共同の輪づくりになっている。

このように地域の友好団体や地元研究者の協

力を得たことも、今後の取り組みにつながる

大きな財産になるといえる。

さらに、調査に入った組合員が、住民と話

をしたり接触したりする中で、元気になった

という報告が、どの地域からも聞くことが出

来た。心配したような、公務員に対するバッ

シングのような事態も起こらず、むしろ歓迎

された場合が多い。唐津では、簡易水道が汚

泥で汚れて飲めなくなり飲用水をペットボト

ルに頼っていた集落に調査員が入り、すぐに

市役所の担当課に連絡し、問題を解決したと

いうこともあった。まさに、自治体労働者組

合の調査だからこそ、出来たことである。こ

のような地域の実情を知り、それを市政に反

映させる取り組みや、地域づくりの宝物探し

とそのネットワークづくりの先頭に自治体労

働者組合が立っていることは、労働組合運動

としての新たな地平を切り拓いているという

意義ももちろんあるが、何よりも「構造改革」

のなかで疲弊している住民の暮らしや地域経

済を、住民を主人公にして再生するという点

で大きな歴史的意義をもっているといえる。

このような取り組みがさらに多くの自治体で

取り組まれることを期待したい。

（岡田 知弘）
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１ 調査の推進体制

（１） 全国の体制―自治労連と研究所の共同

事業として

本事業を、自治労連及び自治体問題研究所

の共同の取り組みとして位置づけ、全国レベ

ル及び各地域レベルでの共同の調査推進体制

づくりに努めた。

自治労連は、当該の単組を中心に、本部、

地方組織から担当者を配置した。とりわけ東

京、京都からは自治労連スタッフとして調査

員を配置することに理解をいただいた。

研究所は、大阪研究所及び地域研究所のな

い佐賀及び秋田は研究所づくりを展望しつつ

地元の先生方の協力をいただいた。

〈体制〉

自治労連本部：

若井雅明、野村幸裕、木村雅英、稲垣真司

地方組織：

山口祐二（京都自治労連）、森田稔（東京

自治労連）、大原真（大阪自治労連）、以上

「自治労連スタッフ」

浦中耕一郎（佐賀自治労連）、伊勢孝志、

越後谷利秋（以上、自治労連秋田県本部）、

亀原義明（大阪自治労連）、以上地方組織

代表

唐津市役所職員労働組合連合会、北秋田市

職員労働組合、守口市職員労働組合、東大

阪市職員労働組合の代表

自治体問題研究所・大阪自治体問題研究所：

岡田知弘（京都大学）、神田健策（弘前大

学）、織原泰（大阪自治体問題研究所）、中

島正博（自治体問題研究所事務局）、深田

悦子（同）、宮川祐二（同）

地域の研究者

佐賀：品川優（佐賀大学）

秋田：石沢真貴（秋田大学）、佐藤加寿子

（秋田県立大学）

大阪：中山徹（大阪府立大学）、児玉和人

（大阪経済大学）

（２） 各地域における推進体制

地域における調査活動のうち、住民アンケ

ート及びヒアリング等は、主として当該の単

組及び共同組織が分担した。アンケートやヒ

アリング結果の分析も、原則として同様であ

る。構造調査・分析については、主として研

究者、自治体問題研究所事務局、自治労連ス

タッフが分担した。そして地域ごとに研究会

を開いて、状況調査・意識調査（アンケート、

ヒアリング）と構造調査をもちより、分析し、

提言をまとめる作業を行っている。

次に、アンケートやヒアリングの実施態勢

を紹介する。各地域で、自治労連各単組の役

員・組合員はもとより、地域の労働組合、民

主団体、住民運動団体等と共同でアンケート

調査に取り組み、あるいは地元の大学の調査

研究事業と連携をとるなど、職場・地域を基

礎にした共同の取り組みへと広がっている。

佐賀県唐津市の調査では、唐津市労連、及

び地域自治研集会の母体である「くらしをよ

くする唐津連絡会」に諮ったうえで「こんな

唐津をつくりたいプロジェクトチーム」を結

成して住民アンケートを実施している。市労

連の組合員のほか、市の社協助成会労組、文

化振興財団労組、臨時職員労組などの関連労

組、日頃から共同で地域問題に取り組んでい

る佐賀県教職員組合唐津支部をはじめ、民主

団体、住民運動団体の協力を得た。別途、

「農業調査」（佐賀大学、品川優先生）が行わ

れている。

秋田県北秋田市の調査では、北秋田市職労

が、労働組合内での丁寧な議論を重ね、「北

秋田市をよくし隊！」（隊長・長岐市職労委

【資料 調査の推進体制と経過】
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員長）を結成し、記者会見で広く地域住民に

周知し、ほぼ１００％の組合員が住民アンケー

ト調査に参加している。また地域労連加盟単

組と地域の４高校の協力を得ている。本調査

と連携し、別途「限界集落における生活と意

識に関する調査」（秋田大学・石沢真貴先生

及び学生）、「農業従事者調査」（秋田県立大

学・佐藤加寿子先生、椿真一先生）が行われ

ている。

大阪府守口市では、市民生活実態調査や買

い物調査を実施してきた、これまでの実績を

生かし、１４年前に取り組まれた守口市民生活

実態調査実行委員会を再開させる形で、市内

の労働組合や民主団体に呼びかけ、共同の取

り組みとしておこなわれた。市職労は全体の

３分の１を超えるアンケートの集約を分担し、

訪問し、対話し、回収している。同東大阪市

では、アルバイトやパートなどを含む職員の

つながりを基本に、民主主義や住民運動団体

の協力を得て、取り組まれた。

２ 経過と今後の取り組み

（１） 経過

自治労連が０７年１２月に提案した「２００８国民

春闘方針」で提起し、「説明会（打合せ会議）」

を、２月１日に、候補地の地方組織等に呼び

かけて、中央委員会開催地である京都で行い、

岡田先生から地域調査の意義や方法を提起し

ていただいた。

その後、リーディングケースとなる地域・

市を地方組織と相談しながら確定し、当該の

地方組織及び単組が方針と体制づくりを進め

る中で、３月１９－２０日に合同研究会を開催し、

調査活動の進め方について検討し、具体化を

図った。

４月１３日と５月１６日に、拡大事務局会議を

開いて、アンケートやヒアリングの質問項目

を検討し確定、あわせて岡田先生から構造調

査の中間報告を受けた。なお５月１６日の拡大

事務局会議は、取り組みを全国に広げるため

に、中央委員会終了後に設定（熱海）し、地

方組織からの参加を呼びかけた。

その後、６月－８月は、３つの地域・４つ

の市で、単組や共同組織での方針の具体化、

住民アンケートやヒアリング調査の実施が集

中的に行われ、８月末に各地域で研究会を開

催し、９月５－６日に合同研究会を開催して

各地域の成果を持ち寄るとともに、中間報告

作成にむけた作業を開始した。

（２） 今後の取り組み

今後、中間報告を活用し、次のように取り

組む。

①３地域・４市では「中間報告」をアンケー

トやヒアリングに協力していただいた皆さ

ん（地域と職場）にかえし、対話や懇談を

広げ、補充のヒアリング・調査等をおこな

って、より豊かな「提案」にまとめる。

②０９春闘から、全国各地で地方組織・単組が

「地域循環型経済と地域づくり」の運動に

取り組めるよう、「中間報告」を活用する。

地方自治研究全国集会（１０月１８日（土）－

１９日（日）：京都）で報告するとともに、

「リーディングケースの中間報告会（仮称）」

（１２月６日（土）１０時～１２時：自治労連会

館）を開催する。
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「地域循環型経済の再生・地域づくり研究会」中間報告

―住民アンケートと行財政分析を中心に―
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